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＜社内文書編＞

　●人事労務関係文書

　・人を採用するとき

　・入社時に本人が提出するもの

　・本人の履歴・現況等について提出するもの

　・本人に異動・変更があったとき
　・出退勤について届け出るもの
　・休職・退職するとき
　・懲戒・解雇をするとき
　・辞令・委嘱状
　・自己申告書
　・社員に不都合があったとき
　・業務災害があったとき
　・休日について知らせるとき

　・健康診断について知らせるとき
　●福利厚生関係文書

　・社宅・寮を貸すとき
　・社宅入居状況調査をするとき
　・社員旅行について知らせるとき
　・社内行事・慶弔について知らせるとき
　●社内連絡文書

　・規定改定について通達するとき
　・変更・工事について知らせるとき
　・記念式・講演会について知らせるとき
　・会議・委員会を招集するとき
　・研修会等のお知らせ
　・その他の社内報等の案内・回覧をするとき
　●業務運営文書

　・調査等の依頼・照会をするとき
　・調査・依頼等に関して回答するとき
　・協議申入れをするとき
　・企画書・提案書・議事録等
　・稟議・伺いをするとき
　・出張予定表・報告書
　・日報類
　・（会議・研究会の）報告書
　・指示をするとき
　・委任状
＜社外文書編＞

　●社外案内文書

　・就任・異動・退任があったとき
　・会社を設立・創業したとき
　・支店等の開設・改築があったとき
　・会社の移転や変更があったとき
　・会社の創立・開店記念のとき
　・申込、交渉、承諾、回答をするとき
　・懇親会・旅行等に招待するとき
　・紹介、照会に関する文書
　・その他の通知・案内・依頼をするとき
　●商取引文書

　・取引条件を変更したいとき
　・新製品を発売するとき
　・見本見積書を送付するとき

　・情報提供を依頼するとき
　・新規開拓をするとき
　・書類送付を依頼するとき
　・価格等について交渉するとき
　・断り・拒絶・抗議・取引停止をするとき
　・契約、注文、請求（督促）をするとき
　・訪問・工場見学をするとき
　・入金・受注に対してお礼をいうとき
　・苦情・トラブルに対してお詫びするとき

　・その他の詫び状
　●慶弔見舞文書

　・受賞・褒章を受けたとき
　・祝賀状
　・お礼状
　・年賀状
　・暑中見舞
　・お中元・お歳暮
　・入院見舞・退院祝い状
　・火事・事故等のお見舞
　・お見舞に対するお礼状
　・弔事文書
　・お悔み状

　●土地の売買契約

　●動産の売買契約

　●継続的売買取引

　●土地の賃貸借契約

　●建物の賃貸借契約

　●動産の賃貸借契約

　●使用貸借契約

　●金銭貸借契約

　●抵当権・根抵当権

　●債権譲渡

　●仮登記担保設定契約

　●動産譲渡担保契約

　●贈与契約

　●委任・委託契約

　●労働契約

　●請負契約

　●支配人選任契約

　●経営委任契約

　●商取引開始から終了まで・その他

　●知的所有権契約

　●合併契約

　●株式譲渡契約

　●営業譲渡契約

　●企業提携に関する契約

　●土地建物の売買契約、建物の売買契約

　●近隣に関する契約

　●成年後見に関する契約

　●介護に関する契約


　●土地の貸借
　・土地の利用
　・賃料（地代）
　・期間満了と更新
　・当事者の変更
　・借地関係の終了と明渡し
　●建物の貸借
　・建物の利用
　・賃料
　・期間満了・更新と解約申入れ
　・当事者の変更・転貸
　・借家関係の終了と明渡し

　●不動産売買
　・売買の成立

　・売買の履行
　・売買の解消等
　・仲介
　●金融取引
　・貸金請求
　・保証
　・抵当権
　・質権
　・仮登記担保権

　・譲渡担保権
　●その他の取引関係
　・債権譲渡等
　・相殺・免除
　・動産売買
　・請負契約
　・委任契約
　・寄託契約
　・組合契約
　・リース契約
　・手形
　・取引関係の解消
　●会社の運営
　・株式・株券
　・株式・株主総会
　・株式会社の役員
　・合同会社・合資会社・合名会社
　・人事・労務関係

　・会社の対外関係
　●社会生活上のトラブル
　・消費者取引紛争
　・近隣紛争
　・マンション
　・事故・事件
　●親族・相続
　・婚約・婚姻
　・離婚等
　・親子・扶養
　・相続人・相続分
　・遺産分割・遺言実行
　・遺留分

＜経営・人事・総務関係規定＞

　●経営全般
　・基本事項、役員関係
　・組織関係
　・機密保持関係
　・ＩＴ関連
　●コンプライアンス
　・個別規範
　●役員職務
　・組織関係
　・職務権限
　・稟議決済
　●会議・委員会
　・会議運営
　●関係会社

　・関係会社管理
　●人事

　・労務・雇用
　・給与・賃金
　・労働協約・労使協議
　・早退退職優遇、起業支援
　・服務規律
　・教育訓練・能力開発
　・役員規程
　・執行役員規定
　・役員優遇
　・労働協約
　・労使協定等
　●総務
　・庶務
　・福利厚生
　・文書管理
　・印章管理
　・株式管理
＜業務・管理関係規程＞

　●財務・経理
　・経理
　●営業・販売
　・対顧客
　・対役職員
　●購買
　・購入基準
　・業者管理
　●品質保証
　・品質保証
　●技術管理
　・技術管理

　・知的所有権
　●現場関係
　・製造現場
　●ＩＴ関係
　・情報セキュリティ
　・インターネット利用
　●ロジスティックス
　・ロジスティックス

　●リスクマネジメント
　・内的リスク
　・外的リスク
　・内部監査
＜建設業の社内規定＞

　●1.建設経営
　　1.経営基本
　　2.コンプライアンス
　　3.リスク管理
　　4.組織・権限等
　●2.総務
　　1.庶務
　　2.福利厚生
　　3.労働安全衛生管理
　●3.人事・労務

　　1.労務・雇用
　　2.労働協約・労使協議
　　3.給与・賃金
　　4.人事考課等
　　5.教育研修・能力開発等
　●4.財務・経理

　　1.財務・経理
　　2.関係会社等
　●5.営業・現場・技術

　　1.営業管理
　　2.現場管理
　　3.技術管理等
　●6.経営情報・標準関係
　　1.機密保持関係
　　2.経営情報
　　3.標準関係


























Ｑ １　なぜ経営計画が必要とされるのでしょうか。必要性について教えてください

Ｑ ２　経営計画を策定する前にしておかなければならないことはありますか

Ｑ ３　経営計画に経営理念は必要ですか。必要性とその機能について教えてください

Ｑ ４　経営計画を策定する際の社長の役割について教えてください

Ｑ ５　経営計画にはどのような種類がありますか。教えてください

Ｑ ６　経営戦略とはどのようなものですか。策定するためのプロセスを教えてください

Ｑ ７　経営戦略と経営戦術との役割の違いについて教えてください

Ｑ ８　規範利益とはどのようなものですか。解説をお願いします

Ｑ ９　目標利益の設定方法についてポイントを教えてください

Ｑ10　年度経営計画の策定ステップについて教えてください


Ｑ １　経営理念とはどのようなものですか
Ｑ ２　経営ビジョンという言葉を良く聞きますがどのようなものですか
Ｑ ３　経営戦略策定のポイントを教えてください
Ｑ ４　アンゾフの成長戦略について教えてください
Ｑ ５　競争戦略とはどのようなものですか
Ｑ ６　水平統合と垂直統合のメリット・デメリットを教えてください
Ｑ ７　商品・市場ポートフォリオ戦略とはどのようなものですか

Ｑ １　年度経営計画の策定を行う際には、組織のどの階層が関わるべきでしょうか
Ｑ ２　資金計画を作成する目的や方法について教えてください
Ｑ ３　部門ごとの目標設定はどのように振り分けるべきですか。ポイントを教えてください
Ｑ ４　経営計画の達成度と賃金制度をどのようにリンクさせたらよいでしょうか
Ｑ ５　経営計画と個人別の目標管理はどのように関連付けたら良いでしょうか
Ｑ ６　予算編成における利益マスタープランの作成方法について教えてください。
Ｑ ７　予算編成を行う上での収益項目と変動費と固定費のポイントとなる要素は何でしょうか？
Ｑ ８　限界利益と利益の相関について説明してください。
Ｑ ９　予算実績の差異分析について実務上の手順を説明してください
Ｑ10　利益計画の作成手順を教えてください。
Ｑ11　規範利益以外の実務的な目標利益の設定の仕方を教えてください
Ｑ12　目標利益から必要売上高の算出が簡単にできると聞きましたが、どのようにするのですか。
Ｑ13　固定費計画の策定方法を教えてください
Ｑ1４　変動費計画の策定方法を教えてください

Ｑ １　年度経営計画と中期経営計画ではどちらから策定するべきですか。教えてください
Ｑ ２　中長期経営計画策定を行うに当たって、最初に何を行うべきでしょうか
Ｑ ３　中長期経営計画の策定手順についてポイントを教えてください
Ｑ ４　中期経営計画の策定を行う際には、組織のどの階層が関わるべきでしょうか
Ｑ ５　ＳＷＯＴ分析とは何ですか。ＳＷＯＴ分析を実施するメリットについて教えてください
Ｑ ６　自社の商品・サービスの分析の仕方を教えてください
Ｑ ７　自社のマネジメントシステムの分析の仕方を教えてください
Ｑ ８　環境分析を行う際の情報入手の方法にはどのようなものがありますか
Ｑ ９　中期経営計画には計画貸借対照表も作るべきと聞いたことがありますがどのように作るのですか

Ｑ １　業績向上のための行動計画を立てるポイントと高業績を上げている会社の共通特性を教えてください
Ｑ ２　売上高を確保するためのポイントを教えてください
Ｑ ３　個人業績と組織業績のどちらにウェイトをおいて考えるべきでしょうか
Ｑ ４　会社経営において業績管理を必要とする目的は何でしょうか?また、業績管理の責任単位はどのように決めればよいですか
Ｑ ５　経営数値以外で業績管理すべき指標を教えてください
Ｑ ６　本部経費の部門への配賦にはどんな方法がありますか
Ｑ ７　経営の先行管理について運営上のポイントを教えてください
Ｑ ８　責任会計を導入した業績管理とはどのようなものですか
Ｑ ９　変動費のコントロールと固定費の管理の考え方を教えてください
Ｑ10　キャッシュフローを確保するポイントを教えてください
Ｑ11　月次業績検討会の開催ポイントと進める内容について教えてください
Ｑ12　月次管理を通して幹部を育成する方法を教えてください
Ｑ13　四半期経営計画の目的は何ですか。解説をお願いします
Ｑ14　四半期ごとのチェックポイントにはどのようなものがありますか
Ｑ15　四半期サイクルで活動計画策定や業績管理を行う意義を教えてください

Ｑ １　新規事業を立ち上げる際の計画はどのようにしたらよいでしょうか
Ｑ ２　事業領域を決定する際に検討するポイントを教えてください
Ｑ ３　マーケット分析はどのようにすればよいのでしょうか
Ｑ ４　中長期収益計画の策定ポイントを教えてください
Ｑ ５　新規事業を立ち上げる際の計画はどのように立案すればよいでしょうか
Ｑ ６　既存事業から手を引く際の撤退計画の策定方法を教えてください


Ｑ １　ファブレス経営、ファブレスカンパニーとはどのようなことを指すのでしょうか
Ｑ ２　ＣＳＲ経営とは、どういった経営手法でしょうか
Ｑ ３　ニッチ戦略とはどのようなものでしょうか
Ｑ ４　差別化戦略とはどのようなものでしょうか
Ｑ ５　ＴＯＣ(制約理論）による最適経営とはどのようなものでしょうか

Ｑ ６　ベンチマーキングとはどういう手法なのでしょうか
Ｑ ７　今後のグローバル化に伴う環境変化にどのように対処していけばよいでしょうか
Ｑ ８　ダウンサイジングを行うと結果的に企業体力を消耗させることになるのではないでしょうか
Ｑ ９　アウトソーシングを導入する際の留意点についてアドバイスをお願いします
Ｑ10　経営戦略はどのように策定したらよいでしょうか
Ｑ11　多角化をしたいのですが、どのような考え方で検討すればよいでしょうか
Ｑ12　技術経営とは、どのような経営手法のことですか
Ｑ13　技術経営における戦略の重要性について教えてください
Ｑ14　中小企業における技術経営のポイントとはどのようなことですか
Ｑ15　中小企業における技術経営の意義について教えてください
Ｑ16　中小企業における技術経営の視点について教えてください
Ｑ17　技術経営の体制作りは、どのように進めればよいのでしょうか
Ｑ18　コア技術を活かして競争優位に立つ技術経営の考え方について教えてください
Ｑ19　ポジショニングの把握とターゲット設定の進め方について教えてください
Ｑ20　技術経営を取り入れた事例について教えてください
Ｑ21　技術経営を成功に導くポイントについて解説をお願いします

Ｑ １　商品のポジショニングの確立は必須なことなのでしょうか
Ｑ ２　何故メーカーより小売店が優位になってきたのでしょうか
Ｑ ３　ＰＯＳシステムについて詳しく教えてください
Ｑ ４　購買層の中心である団塊の世代とベビーブーマーの違いと特徴について教えてください
Ｑ ５　マーチャンダイジングの最近の傾向を教えてください
Ｑ ６　少量配送が急増している理由にはどのようなものがあるのでしょうか
Ｑ ７　６シグマという品質管理手法について教えてください
Ｑ ８　ＴＱＣとＴＱＭは同じことを指すのでしょうか
Ｑ ９　ＰＢ（プライベートブランド）商品が増えていますが、どのような特徴がありますか
Ｑ10　ＳＰＡ企業とは何ですか。ＳＰＡのメリットとデメリットについて教えてください
Ｑ11　ＳＣＭ出現の背景とＪＩＴ（ジャスト・イン・タイム）との違いについて教えてください
Ｑ12　アコーディオン理論により成長が見込まれる小売業態は何ですか
Ｑ13　アンテナショップについてマーケティングテストとの関連で説明してください
Ｑ14　アンテナショップはどれほどの効果が期待できるのでしょうか


Ｑ １　価格設定をする際に、抑えておかなければならないポイントは何ですか
Ｑ ２　同業と差別化を図るために良い価格設定の方法はありますか
Ｑ ３　開発費用や販売費用を回収できるような製品価格の設定には、どのような方法がありますか
Ｑ ４　自社開発の新製品を高価格帯で販売する際の価格設定についてアドバイスをお願いします
Ｑ ５　取引先からよく値引きを要請されます。どのように対処したらよいでしょうか
Ｑ ６　エブリデー・ロー・プライス政策の導入による影響力はどのようなことですか
Ｑ ７　価格決定が徐々に消費者主導になっているように感じますが、この傾向は続くのでしょうか
Ｑ ８　価値と価格のバランスからみて、訴求力の高い価格設定にはどのような方法がありますか
Ｑ ９　原価企画のプロセスには、どのような項目がありますか
Ｑ10　ＶＥ（価値工学）の基本的な考え方とは、どのようなことですか
Ｑ11　ライフサイクル・コスティングとは？有形資産の購入決定の考慮点を教えてください
Ｑ12　効果的なブランド戦略のポイントを教えてください

Ｑ １　様々な組織形態を持つ企業が増えているようですが、各々の特徴を教えてください
Ｑ ２　組織の基本形態にはどのようなものがありますか
Ｑ ３　マトリックス組織の特徴について教えてください
Ｑ ４　アメーバ組織、アメーバ経営にはどのような特徴があるのでしょうか
Ｑ ５　逆ピラミッド型組織とは、どのような組織形態なのでしょうか
Ｑ ６　社外取締役の制度とは、どういった制度なのでしょうか
Ｑ ７　執行役員制度は企業経営にとって、どのようなメリットがあるのでしょうか
Ｑ ８　リストラクチャリングとリエンジニアリングの違いは何でしょうか
Ｑ ９　タスク・フォースとはどういう意味なのでしょうか


Ｑ １　バランススコアカードとはどのようなものですか

Ｑ ２　バランススコアカードの「バランス」とはどういう意味ですか

Ｑ ３　バランススコアカードとその他の業績管理手法との大きな違いはなんですか

Ｑ ４　バランススコアカードの４つの視点について詳しく教えてください

Ｑ ５　バランススコアカードの導入における留意点は何ですか


Ｑ １　ナレッジマネジメントとはどのようなものですか

Ｑ ２　ナレッジマネジメントとは新しい経営手法のことなのでしょうか
Ｑ ３　ナレッジマネジメントにおける「ナレッジ」とは何ですか

Ｑ ４　ナレッジの種類にはどのようなものがありますか

Ｑ ５　ナレッジマネジメントと文書管理の違いは何ですか

Ｑ ６　ナレッジマネジメントとは具体的に何を行うことですか

Ｑ ７　ナレッジマネジメントの導入プロセスを教えてください

Ｑ ８　ナレッジワーカーとはどういう意味ですか

Ｑ １　企業の環境リスクには、どのような可能性が考えられますか

Ｑ ２　環境報告書にはどのような要素を記載するのでしょうか

Ｑ ３　環境保全コストの項目及び内容を教えてください

Ｑ ４　環境経営とはそもそもどういうことですか？

Ｑ ５　環境経営の経営状況の判断基準、および環境経営指標を実際に導入している企業を教えてください

Ｑ ６　環境効率と環境会計との関係を教えてください

Ｑ ７　環境経営指標の基本式を教えてください

Ｑ １　Ｍ＆Ａにおける売り手側のメリットについて教えてください
Ｑ ２　Ｍ＆Ａにおける買い手側のメリットについて教えてください
Ｑ ３　売り手側のＭ＆Ａの手順について教えてください

Ｑ ４　買い手側のＭ＆Ａの手順について教えてください
Ｑ ５　売り手側のＭ＆Ａを進めるにあたっての留意事項を教えてください
Ｑ ６　買い手側のＭ＆Ａを進めるにあたっての留意事項を教えてください
Ｑ ７　Ｍ＆Ａにおける条件交渉から最終決定までの手順を教えてください
Ｑ ８　Ｍ＆Ａの株式交換の方法について教えてください
Ｑ ９　後継者対策として、Ｍ＆Ａが有効な解決手段と聞きましたが具体的な事例を教えてください
Ｑ10　売却企業の株主に対する譲渡益課税について教えてください
Ｑ11　売却価額(譲渡)をめぐる税務上の問題について教えてください
Ｑ12　Ｍ＆Ａにおける企業評価（株価評価）の方法を教えてください
Ｑ13　売り手側の譲渡理由にはどのようなものがありますか
Ｑ14　経営面からみたＭ＆Ａの利用法について教えてください
Ｑ15　Ｍ＆Ａは、日本の風土にはあまり馴染まないような気もしますが、有効な方法なのでしょうか
Ｑ16　日本におけるＭ＆Ａ件数が急増している理由を教えてください

Ｑ17　Ｍ＆Ａの代表的な手法について教えてください

Ｑ18　株式譲渡によるＭ＆Ａのポイントについて教えてください

Ｑ19　新株引き受けによるＭ＆Ａの実務について教えてください

Ｑ20　営業譲渡によるＭ＆Ａの実務について教えてください

Ｑ21　合併によるＭ＆Ａの実務について教えてください

Ｑ22　企業の価値判断はどのように行ったらよいでしょうか

Ｑ23　非上場企業のＭ＆Ａはどのように行うのでしょうか

Ｑ24　敵対的Ｍ＆Ａに備えるには、どのようなことが必要ですか

Ｑ25　企業再生にＭ＆Ａの手法を活用することは可能でしょうか

Ｑ １　公開市場の種類と特徴を教えてください

Ｑ ２　株式公開におけるメリットとデメリットを教えてください

Ｑ ３　公開するための基準はどうなっていますか

Ｑ ４　標準的な公開スケジュールはどのようなものですか

Ｑ ５　公開準備のための外部機関にはどのようなものがありますか

Ｑ ６　社内管理体制の整備にはどのような方法がありますか

Ｑ ７　公開審査のヒアリングはどのように行われますか

Ｑ ８　社内の規定類はどの程度整備したらよいのでしょうか

Ｑ ９　公開前の増資と株式移動の制限にはどのような項目がありますか

Ｑ10　株式公開における関係会社には、どのように対処したらよいですか

Ｑ11　資本政策の重要性とは、どのようなことですか

Ｑ12　月次決算はどのようにしたらよいのでしょうか

Ｑ13　部門別損益管理、商品別損益管理はなぜ必要になるのですか

Ｑ14　公開後のディスクロージャー制度について教えてください

Ｑ15　グリーンシートとはどういうものですか

Ｑ １　ＩＳＯの合同取得についてメリット・デメリットを教えてください

Ｑ ２　ＩＳＯ認証取得にかかる費用と認証取得までの期間はどのくらいですか

Ｑ ３　2000年度版改定のポイントを教えてください

Ｑ ４　ＩＳＯでは今後どのような規格を制定する予定ですか

Ｑ ５　ＩＳＯ9001で残す記録にはどのようなものがありますか

Ｑ ６　環境影響評価とはどのようなものですか

Ｑ ７　法規の適用を受ける環境側面はどのように捉えるべきか

Ｑ ８　原単位の変更で注意すべき点にはどのようなことがありますか

Ｑ ９　原単位の変更に際しての手順とはどのようなものですか

Ｑ10　現在日本では、何社くらいの組織がＩＳＯを取得しているのでしょうか

Ｑ11　ＩＳＯの審査員になりたいと考えていますが、どうすればよいですか

Ｑ12　ＩＳＯ9001、ＩＳＯ14001を取得するにはどうすればよいですか

Ｑ13　ＩＳＯの審査登録機関としての認定を受けるにはどうすればよいのですか

Ｑ14　ＩＳＯ14001は比較的新しい規格と聞いていますが、その成り立ちを教えてください

Ｑ15　環境マネジメントシステムの規格に関して教えてください

Ｑ16　審査登録機関の認定の一時停止とはどのようなことですか

Ｑ17　認定と認証はどのように違うのですか

Ｑ １　海外事業進出の目的とはどのようなことが考えられますか

Ｑ ２　海外事業進出時のリスクにはどのようなものがありますか

Ｑ ３　海外事業進出の基本ステップを教えてください

Ｑ ４　海外事業進出における事前調査にはどのようなものがありますか

Ｑ ５　海外事業進出における投資計画の妥当性を判断する場合、どのような項目がありますか

Ｑ ６　海外派遣者のあるべき資質とはどのようなものですか

Ｑ ７　現地合弁会社を作る際のパートナー選定はどうすればよいでしょうか

Ｑ ８　海外事業進出における、いわゆる「ローカル・ノウハウ」とは何ですか

Ｑ ９　中堅・中小企業の技術優位性は途上国でも通用するでしょうか


Ｑ １　５Ｓとは、どのようなことを意味するのですか
Ｑ ２　様々ところで今の時代背景を表す言葉を聞きますが、キーとなるのはどのようなことですか
Ｑ ３　経営者にとって大切なこととは何でしょうか
Ｑ ４　コンビニの乱立など“共食い”現象の増加には、どのようなメリットがありますか
Ｑ ５　マーケティング部門を更に機能アップさせるためには、どんな役割を持たせればよいですか
Ｑ ６　クレジットカードと併用したカードを企業が発行していますが、今後の動向はどうですか
Ｑ ７　ＣＳＦとは何ですか。ＣＳＦ分析の手順とポイントについて教えてください
Ｑ ８　ユニバーサルデザインの原則について詳しく解説してください
Ｑ ９　リスクマネジメントの重要ポイントはどのような点でしょうか
Ｑ10　ＩＲ(インベスター・リレーションズ)活動を進める上での留意点を教えてください
Ｑ11　社内ベンチャー制度の目的や効果について教えてください

Ｑ １　ストックオプション制度について教えてください

Ｑ ２　新株予約権の発行に関する規制について教えてください

Ｑ ３　新株予約権の発行手続きについて教えてください

Ｑ ４　新株予約権の活用方法について教えてください

Ｑ ５　ストックオプションを付与する際の留意点について教えてください

Ｑ ６　ストックオプションに関する株式実務について教えてください

Ｑ １　プロジェクトマネジメントが重視されてきた背景について教えてください

Ｑ ２　PMBOKが定義するプロジェクトマネジメントの内容

Ｑ ３　プロジェクトマネージャーの責務について教えてください

Ｑ ４　プロジェクトを効率的に運営させるための考え方について教えてください

Ｑ ５　スケジュール管理をするためのタイムマネジメントについて教えてください

Ｑ ６　プロジェクトに係るコストや品質を高めるための方策について教えてください

Ｑ ７　組織をマネジメントする際のポイントについて教えてください

Ｑ ８　プロジェクトチーム内のコミュニケーション向上策について教えてください

Ｑ ９　プロジェクト遂行におけるリスクマネジメントの方法について教えてください

Ｑ10　成功するプロジェクトの事例があれば教えてください

Ｑ １　ＣＳＲ（企業の社会的責任）の定義について教えてください
Ｑ ２　欧米企業と日本企業におけるＣＳＲの相違点はどのようなことですか
Ｑ ３　企業の社会的責任の範囲と企業を取り巻くステークホルダーについて教えてください
Ｑ ４　ＣＳＲの取り組み分野にはどのようなものがありますか
Ｑ ５　ＣＳＲに取り組むことで回避できる企業のリスクについて教えてください
Ｑ ６　企業のブランドイメージを高めるＣＳＲへの取り組みについて教えてください
Ｑ ７　中小企業におけるＣＳＲの取り組みポイントについて教えてください
Ｑ ８　中小企業におけるＣＳＲの取り組み事例について教えてください


Ｑ １　ＣＳ（お客様満足）を推進したいと考えています。どのような観点で考えればよいでしょうか

Ｑ ２　お客様満足は商売の基本であると考えていますが、ＣＳとはどこが違うのですか

Ｑ ３　ＣＳを向上させることによって企業にどのようなインパクトやメリットが考えられますか

Ｑ ４　ＣＳの推進を考えているのですが、どのような観点で考えればよいでしょうか

Ｑ ５　ＣＳを推進すると企業経営にどのようなメリットが現れるのでしょうか

Ｑ ６　ＣＳを推進すると社員にどのようなメリットがあるのでしょうか

Ｑ ７　ＣＳを推進すると取引先にどのようなメリットがあるのでしょうか

Ｑ ８　ＣＳは重要なことだと理解しています。全体像を教えてください

Ｑ ９　接客でお客様満足を向上させたいと思います。何かヒントを教えてください

Ｑ10　お客様満足を得るためには、従業員満足が必要だと聞きましたが、教えてください

Ｑ11　ＣＳを推進するとお金が掛かると聞きました。ＣＳの推進は零細企業では無理なのでしょうか

Ｑ12　お客様の要望を全て実施するには無理があります。どの程度社内で実行するべきですか

Ｑ13　お客様の不満足や不平を営業活動に生かすには、どこから手を付ければよいでしょうか

Ｑ14　お客様の不満を解消するだけでは、満足に繋がるとは思えませんが、どうすれば良いですか

Ｑ15　顧客満足を得るためのサービス提供は、難しいように思いますがどうすれば良いですか

Ｑ16　ＣＳ営業で、本当に売上げが上がるか疑問に思っていますが、いかがでしょうか

Ｑ17　サービスという概念をどのように捉えたらよいのでしょうか

Ｑ18　サービスの充実に取り組んでいます。どのレベルまで引き上げればよいのでしょうか

Ｑ19　情報過多な現代において、顧客満足を向上させることはヒット商品を生み出すのに欠かせないことだとよく聞きますが、顧客満足とはどのようなものなのでしょうか
Ｑ20　店舗（営業所）運営で社員にＣＳを徹底させる具体的なマネジメント例を紹介してください

Ｑ １　ここ数年、昔と違い、商品発売されてから売れ続ける期間が短くなっているように感じます。その要因はどのようなことなのでしょうか
Ｑ ２　顧客ニーズを把握することによって、顧客獲得につながる有益な販売戦略を立てられると聞きました。それはどのようなものでしょうか
Ｑ ３　顧客調査が企業活動にとって重要なことだとは漠然と理解出来るのですが、具体的にはどのようなもので、企業にどのような利益をもたらしてくれるのでしょうか
Ｑ ４　我が社でも顧客調査を行おうと考えております。顧客調査を行う前にどのような準備が必要ですか
Ｑ ５　顧客調査の具体的な内容、進め方を具体的な例を挙げて教えてください
Ｑ ６　顧客調査の結果活用で売上アップした成功事例１
Ｑ ７　顧客調査の結果活用で売上アップした成功事例2

Ｑ １　来年度の販売計画を策定しようと思っています。どのようなステップで考えたらよいのですか
Ｑ ２　ルートセールスの訪問計画が予定通りに進みません。改善方法について教えてください
Ｑ ３　お客様を訪問する際どのような点に注意したら良いのでしょうか。教えてください
Ｑ ４　同業が倒産しました。取引先の危険な兆候を見抜く術があれば、教えてください
Ｑ ５　「顧客管理」の重要性を頻繁に耳にします。顧客管理とはどのようなことを言うのでしょうか
Ｑ ６　小売業における「顧客情報収集」の方法について教えてください
Ｑ ７　顧客情報を営業マンが個人で管理しています。情報を一元化し活用する方法を教えてください

Ｑ ８　コンピュータを使った顧客管理を考えていますが、何か良い方法はありますか

Ｑ ９　顧客データを読み込むための基本的なポイントについて教えてください
Ｑ10　中小企業でも顧客データシステムは作成した方が良いのでしょうか。教えてください
Ｑ11　小売業における「顧客情報の整理と活用」について教えてください
Ｑ12　カスタマー・リレーションシップの今後のポイントについて教えてください

Ｑ １　パラダイム変革、パラダイムチェンジとは、どのようなことなのでしょうか

Ｑ ２　マーケティングの４Ｐとは何ですか。基本用語のようですが、教えてください

Ｑ ３　グループインタビューには、どのような効用があるのでしょうか
Ｑ ４　地域限定での商品展開を考えているのですが、その留意点とアドバイスをお願います
Ｑ ５　モニター調査とはどのような調査でしょうか。実施方法などについて教えてください
Ｑ ６　競合店の調査をしたいと思うのですが、何をどのように調査すればよいのでしょうか
Ｑ ７　外部機関を使って調査を頼みたいのですが、調査機関選定のアドバイスをお願いします

Ｑ ８　テストマーケティングの現状はどのようになっているのでしょうか
Ｑ 9　口コミマーケティングの重要性について教えてください

Ｑ10　口コミマーケティングはどのような伝達手段で広がっていくのですか
Ｑ11　口コミで購入されやすい商品とはどのようなものですか

Ｑ12　口コミマーケティングの実践方法について解説をお願いします

Ｑ13　口コミマーケティングの伝播者である「アンバサダー」へのアプローチ方法を教えてくださいす
Ｑ14　口コミマーケティングの伝播者である「オーソリティー」へのアプローチ方法を教えてください
Ｑ15　口コミマーケティングの伝播者である「コミュニティーエフェクター」へのアプローチ方法を教えてください
Ｑ16　口コミプロモーションの実施手段について教えてください
Ｑ17　口コミプロモーションを実現するツールについて教えてください

Ｑ18　口コミマーケティングの効果を高める方法について教えてください


Ｑ １　単一の販売促進に限界を感じます。複数の販売促進を実施する際のアドバイスをお願いします
Ｑ ２　イベント開催をよく見かけるのですが、その効果はどのようなものでしょうか
Ｑ ３　リベートを導入した販売促進を考えています。留意点についてアドバイスお願いします

Ｑ ４　リピート率を向上させるにはどのような手法があるでしょうか
Ｑ ５　ポイント制を導入している企業が多いのですが実態はどうなっているのでしょうか
Ｑ ６　企業イメージを売る広告が増えてきたように感じますが、その背景には何があるのでしょうか
Ｑ ７　広告宣伝を効果的なものにするアイドマの法則について教えてください
Ｑ ８　米国では一般的な比較広告を新しい広告手法として考えています。いかがなものでしょうか
Ｑ ９　ＰＯＰには数多くの種類があるようですが、どのように活用をしたらよいのでしょうか
Ｑ10　効果的なＰＯＰ広告を作成するためのポイントについて教えてください

Ｑ １　ブランドの概要について教えてください
Ｑ ２　ブランドマーケティングの重要性が高まっている背景について教えてください
Ｑ ３　ブランドマーケティングがもたらす利益にはどのようなものがありますか
Ｑ ４　町おこしなどに利用される地域ブランド戦略とはどのようなものですか
Ｑ ５　ブランドマーケティングの実行にはどのようなステップがありますか
Ｑ ６　ブランドマーケティングの実行として、どのような行動があるでしょうか
Ｑ ７　ブランドをロングセラー化させるためにはどのような取り組みが必要ですか
Ｑ ８　現在のブランドを高めていくためにはどのような手法がありますか
Ｑ ９　中小企業におけるブランド戦略の具体的事例について教えてください

Ｑ １　「お客様ニーズ」とはお客様の欲求と捉えていいのでしょうか？定義について教えてください

Ｑ ２　新しい商品をお客様に案内するためのセールス話法を作成の留意点について教えてください

Ｑ ３　既存商品から新商品へ買い替え需要を喚起する際のポイントを教えてください

Ｑ ４　お客様が商品購入を迷っている場合や躊躇されている場合の対処法について教えてください

Ｑ ５　お客様に納得して購入して頂くための販売商品を説明するポイントについて教えてください


Ｑ １　話下手で会話の糸口がつかめません。お客様と話を弾ませるよい方法はありませんか

Ｑ ２　初回面談で営業マンとお客様の会話が弾みません。スムーズな導入方法はないものでしょうか

Ｑ ３　販売者より商品知識などの情報を持っているお客様への対処法を教えてください
Ｑ ４　単一商品でなく、関連商品も併せてご紹介するための良い指導方法はありますか
Ｑ ５　今の時代にあった、お客様が求めている営業活動とはいったいどのようなものなのでしょうか
Ｑ ６　お客様の意見に対して主張する際のうまい対処法を教えてください

Ｑ ７　お客様の状況を聞く際に、何をどのように伺えば良いか、ポイントを含めて教えてください
Ｑ ８　お客様の中でのキーマン探しはどのように行えばよいのでしょうか
Ｑ ９　お客様と価格面だけが折り合いがつかない時、対処する何か方法はないものでしょうか
Ｑ10　お客様に不快な思いをさせないための営業マンの言葉遣いの指導法について教えてください
Ｑ11　お客様に対して、具体的にどのようなアフターフォローをすれば効果が上がるのでしょうか
Ｑ12　お客様を上手に「ほめる」ためのほめ方のポイントについて教えてください
Ｑ13　お客様に購買の決心をしてもらう、最後のアプローチ話法で何かよいものはないでしょうか
Ｑ14　お客様の本音を聞き出すための良い聞き出し方というものはあるのでしょうか
Ｑ15　お客様に声をかける良いタイミングと言い方はありませんか
Ｑ16　お客様の目の動きで心理を読み取ることは可能なのでしょうか
Ｑ17　お客様の動作で心理状況を見抜けるということですが、どう判断すれば良いのでしょうか
Ｑ18　クレームが発生したときの効果的な対応方法を教えてください
Ｑ19　クレームに迅速な対応をしたいと思うのですが、どのように行えばよいでしょうか
Ｑ20　クレームが発生し、悪い噂が広がらないか心配です。何か良い対処方法はないでしょうか

Ｑ １　第一印象を良くするポイントを教えてください

Ｑ ２　正しい電話の受け方を教えてください

Ｑ ３　正しい電話のかけ方を教えてください

Ｑ ４　受付・取次ぎのポイントを教えてください

Ｑ ５　お客様を応接する仕方を教えてください

Ｑ ６　上手な話し方・聞き方を教えてください

Ｑ ７　上手な命令・指示の受け方を教えてください

Ｑ ８　取引先から電話対応が悪いと指摘されたのですが、どこをどのように改善したらよいのでしょうか

Ｑ ９　電話の応対について教育を行う際、改善が継続される効果的方法はないでしょうか

Ｑ10　社員の電話を聞いていると言葉づかいにだいぶ乱れがあるように感じます。どのように改善したらよいでしょうか

Ｑ11　相手に気持ち良く話をしてもらう（聞いてもらう）ためのポイントを教えてください

Ｑ12　電話は便利なツールだと思いますが、電話営業のポイントを教えてください


Ｑ １　ドア・イン・ザ・フェイス（door in the face）という手法について教えてください

Ｑ ２　飛び込み訪問などではなく、既存のお客様から紹介を頂くための何か良い話法はありませんか

Ｑ ３　電話アプローチを成功させる基本ステップとして、何か方法はないでしょうか
Ｑ ４　電話でのアポイント獲得の確率を上げる方法はありますか

Ｑ ５　電話の声でアポイントが取れる確率が変わってくると思うのですが、ポイントは何でしょうか

Ｑ ６　アポイントをとるための電話営業では、どの程度まで内容を話せばよいのでしょうか
Ｑ ７　電話での営業活動がどれだけ受け入れられるか疑問に思っていますが、いかがですか
Ｑ ８　営業マンにとって「聞く能力」よりも「話す能力」の方が大切だと思います。いかがですか
Ｑ ９　営業マンにお客様状況を把握するように指示しています。どのような話法がありますか
Ｑ10　実績を上手くお客様へ伝えたいのですが、どのように話したらよいでしょうか
Ｑ11　飛び込み訪問時に、少しでも断られる確率を少なくする話法はありますか
Ｑ12　クロージングの基本的話法にはどのようなものがあるのでしょうか
Ｑ13　営業時の「予算がない」などの断り文句の後に、どのように話を展開したら良いでしょうか
Ｑ14　「忙しい」「時間がない」とよく言われますが、これを言われた場合の対処方法はありますか

Ｑ15　課題や問題を解決するための企画を提出していますが、決定にいたりません。なぜでしょうか
Ｑ16　先方の役員も参加される重要なプレゼンテーション前の心構えを教えてください
Ｑ17　仮説の検証を行うためには、具体的にどのように設定していけばよいのでしょうか
Ｑ18　見込みの高いお客様になぜ意志決定ができないのか確かめる術はあるでしょうか
Ｑ19　新規開拓率は比較的良いのですが、リピート率が悪いです。何か方法はありますか
Ｑ20　締め切り効果は購買行動に有効なのでしょうか。上手く活用するための方法を教えてください
Ｑ21　アイドマの法則とはなんですか

Ｑ １　新入社員を採用しました。上手く育てたいと思っているのですが、アドバイスをお願いします

Ｑ ２　我が社の社員は挨拶が苦手です。挨拶を徹底させるにはどうしたら良いでしょうか

Ｑ ３　コミュニケーションが取れていないため、仕事にも影響が出ています。改善策はありますか

Ｑ ４　社員が自ら何かを計画して行動させるための何か良い方法はないでしょうか

Ｑ ５　部下育成を苦手とする管理職の管理能力を向上させるための何か良い方法はないでしょうか

Ｑ ６　取引先から電話対応が悪いと指摘されたのですが、どのように改善したらよいのでしょうか

Ｑ ７　営業マンに力をつけさせたいのですが、何から始めたらよいでしょうか

Ｑ ８　再面談できる可能性を上げたいと思っているのですが、良い方法はないでしょうか

Ｑ ９　営業マンの能力アップのための「仮説の設定力」について教えてください

Ｑ10　営業マンの能力アップのための「信頼関係構築力」について教えてください

Ｑ11　営業マンの能力アップのためのニーズを明確にする「質問力」について教えてください

Ｑ12　営業マンの能力アップのための効果的な「プレゼンテーション力」について教えてください

Ｑ13　営業マンの能力アップのための疑問・反論に対する「対処力」について教えてください

Ｑ14　営業マンの能力アップのための決断を促すための「クロージング力」について教えてください

Ｑ15　うちの営業マンはクロージングが弱いようです。何か良い方法はありませんか

Ｑ16　ｅラーニングと呼ばれる教育サービスが増えていますが、その特徴は何ですか

Ｑ17　営業の標準化のためマニュアル作成を考えています。注意点を教えてください

Ｑ18　営業マンに一生懸命さや誠意が感じられないのですが、良い改善方法はないでしょうか

Ｑ １　来年度の販売計画を策定しようと思っています。どのようなステップで考えたらよいのですか
Ｑ ２　ルートセールスの訪問計画が予定通りに進みません。改善方法について教えてください
Ｑ ３　お客様を訪問する際どのような点に注意したら良いのでしょうか。教えてください
Ｑ ４　同業が倒産しました。取引先の危険な兆候を見抜く術があれば、教えてください
Ｑ ５　「顧客管理」の重要性を頻繁に耳にします。顧客管理とはどのようなことを言うのでしょうか
Ｑ ６　小売業における「顧客情報収集」の方法について教えてください
Ｑ ７　顧客情報を営業マンが個人で管理しています。情報を一元化し活用する方法を教えてください

Ｑ ８　コンピュータを使った顧客管理を考えていますが、何か良い方法はありますか

Ｑ ９　顧客データを読み込むための基本的なポイントについて教えてください
Ｑ10　中小企業でも顧客データシステムは作成した方が良いのでしょうか。教えてください
Ｑ11　小売業における「顧客情報の整理と活用」について教えてください
Ｑ12　カスタマー・リレーションシップの今後のポイントについて教えてください

Ｑ １　ビジネスコーチングが注目される背景について教えてください

Ｑ ２　ビジネスコーチングの定義とはどのようなことですか

Ｑ ３　パーソナルコーチングとビジネスコーチングの違いについて教えてください

Ｑ ４　コーチングを取り入れることで、企業内にどのような変化を起こすことが出来ますか

Ｑ ５　パーソナルコーチングの考え方を教えてください

Ｑ ６　パーソナルコーチングを実施する際の「３つの基本的立場」について教えてください

Ｑ ７　パーソナルコーチングを実践するための「3つのスキル」とはどのようなものですか

Ｑ ８　組織原動力を向上させるのに必要な要素について教えてください

Ｑ ９　ミッションやビジョンを組織へ伝達する２種類の形態について教えてください

Ｑ10　ビジネスコーチングを活用した会議のポイントを教えてください

* 中小企業庁「中小企業の財務指標」より作成


Ｑ １　経営分析をする目的は何でしょうか

Ｑ ２　経営分析にはどのような種類がありますか

Ｑ ３　定量的な経営分析にはどのような資料が必要でしょうか

Ｑ ４　経営分析はどのような場面で活用すればよいのでしょうか

Ｑ １　実数分析とはどのような分析手法でしょうか

Ｑ ２　実数分析にはどのような種類がありますか

Ｑ ３　キャッシュフロー計算書とは何でしょうか。また、キャッシュフローの実数分析の例を教えてください

Ｑ ４　実数分析はどのように活用すればよいでしょうか

Ｑ ５　建設業における実数分析

Ｑ ６　製造業における実数分析

Ｑ ７　情報通信業における実数分析

Ｑ ８　運輸業における実数分析

Ｑ ９　卸売業における実数分析

Ｑ10　小売業における実数分析

Ｑ11　不動産における実数分析  

Ｑ12　飲食・宿泊業における実数分析

Ｑ13　サービス業における実数分析

Ｑ １　比率分析とはどのような分析手法でしょうか

Ｑ ２　比率分析の中の「収益性分析」について、指標名やその意義を教えてください

Ｑ ３　比率分析の中の「安全性分析」について、指標名やその意義を教えてください

Ｑ ４　比率分析の中の「生産性分析」について、指標名やその意義を教えてください

Ｑ ５　建設業における比率分析

Ｑ ６　製造業における比率分析

Ｑ ７　情報通信業における比率分析

Ｑ ８　運輸業における比率分析

Ｑ ９　卸売業における比率分析

Ｑ10　小売業における比率分析

Ｑ11　不動産業における比率分析

Ｑ12　飲食・宿泊業における比率分析

Ｑ13　サービス業における比率分析

Ｑ １　管理会計は、通常の財務会計とはどのように違うのでしょうか

Ｑ ２　管理会計を行う場合の定型的な書式はあるのでしょうか

Ｑ ３　変動費と固定費について、その分類方法を教えてください

Ｑ ４　限界利益とはどのような利益なのでしょうか

Ｑ ５　損益分岐点の算出方法と、その活用例を教えてください

Ｑ ６　スループット会計とはどのようなものですか

Ｑ ７　現在の原価計算の問題点について教えてください

Ｑ ８　ABC（Activity Based Costing：活動基準原価計算）とはなんですか

Ｑ ９　原価計算とスループット会計の違いについて教えてください


Ｑ １　経営指標について、業種間の主な違いを教えてください

Ｑ １　総資本経常利益率・売上高経常利益率・総資本回転率にみる建設業の収益性

Ｑ ２　自己資本比率にみる建設業の安全性

Ｑ ３　債権・債務回転率期間と流動比率にみる建設業の効率性

Ｑ ４　建設業産業別計数表

Ｑ １　製造業の標準的な経営指標を教えてください

Ｑ ２　製造業の概況

Ｑ ３　総資本経常利益率・売上高経常利益率・総資本回転率にみる製造業の収益性

Ｑ ４　自己資本比率にみる製造業の安全性

Ｑ ５　債権・債務回転率期間と流動比率にみる製造業の効率性

Ｑ ６　製造業産業別計数表

Ｑ １　情報通信業の標準的な経営指標を教えてください

Ｑ ２　情報通信業の概況

Ｑ ３　総資本経常利益率・売上高経常利益率・総資本回転率にみる情報通信業の収益性

Ｑ ４　自己資本比率にみる情報通信業の安全性

Ｑ ５　債権・債務回転率期間と流動比率にみる情報通信業の効率性

Ｑ ６　情報通信業産業別計数表

Ｑ １　運輸業の標準的な経営指標を教えてください

Ｑ ２　運輸業の概況

Ｑ ３　総資本経常利益率・売上高経常利益率・総資本回転率にみる運輸業の収益性

Ｑ ４　自己資本比率にみる運輸業の安全性

Ｑ ５　債権・債務回転率期間と流動比率にみる運輸業の効率性

Ｑ ６　運輸業産業別計数表

Ｑ １　卸売業の標準的な経営指標を教えてください

Ｑ ２　卸売業の概況

Ｑ ３　総資本経常利益率・売上高経常利益率・総資本回転率にみる卸売業の収益性

Ｑ ４　自己資本比率にみる卸売業の安全性

Ｑ ５　債権・債務回転率期間と流動比率にみる卸売業の効率性

Ｑ ６　卸売業産業別計数表

Ｑ １　小売業の標準的な経営指標を教えてください

Ｑ ２　小売業の概況

Ｑ ３　総資本経常利益率・売上高経常利益率・総資本回転率にみる小売業の収益性

Ｑ ４　 自己資本比率にみる小売業の安全性

Ｑ ５　債権・債務回転率期間と流動比率にみる小売業の効率性

Ｑ ６　小売業産業別計数表

Ｑ １　不動産業の標準的な経営指標を教えてください

Ｑ ２　不動産業の概況

Ｑ ３　総資本経常利益率・売上高経常利益率・総資本回転率にみる不動産業の収益性

Ｑ ４　自己資本比率にみる不動産業の安全性

Ｑ ５　債権・債務回転率期間と流動比率にみる不動産業の効率性

Ｑ ６　不動産業産業別計数表

Ｑ １　飲食・宿泊業の標準的な経営指標を教えてください

Ｑ ２　飲食・宿泊業の概況

Ｑ ３　総資本経常利益率・売上高経常利益率・総資本回転率にみる飲食・宿泊業の収益性

Ｑ ４　自己資本比率にみる飲食・宿泊業の安全性

Ｑ ５　債権・債務回転率期間と流動比率にみる飲食・宿泊業の効率性

Ｑ ６　飲食・宿泊業産業別計数表

Ｑ １　サービス業の標準的な経営指標を教えてください

Ｑ ２　サービス業の概況

Ｑ ３　総資本経常利益率・売上高経常利益率・総資本回転率にみるサービス業の収益性

Ｑ ４　自己資本比率にみるサービス業の安全性

Ｑ ５　債権・債務回転率期間と流動比率にみるサービス業の効率性

Ｑ ６　サービス業 産業別計数表


Ｑ １　資金繰り表を作成する際にはどのような資料が必要ですか

Ｑ ２　資金繰り表作成のポイントについて教えてください

Ｑ ３　資金運用表での資金調達・運用の見方を教えてください


Ｑ １　中小企業においてもキャッシュフローの考え方は必要ですか

Ｑ ２　利益とキャッシュとはどのように違うのですか

Ｑ ３　キャッシュフロー計算書はどのように構成されているのですか

Ｑ ４　キャッシュフローを用いた経営分析の方法について教えてください

Ｑ ５　キャッシュフローを用いた収益性分析の方法を教えてください

Ｑ ６　フリーキャッシュフローによる収益性分析の視点を教えてください

Ｑ ７　キャッシュフローによる安全性分析の具体的方法について教えてください

Ｑ ８　具体的なキャッシュフロー改善の方法について教えてください

Ｑ ９　キャッシュフロー計算書における区分しにくい科目の扱いについて教えてください


Ｑ １　取引開始時における相手先の信用調査方法について教えてください

Ｑ ２　与信枠の設定、担保権の設定等見直しを行う際の注意点について教えてください

Ｑ ３　約束手形による支払いについて注意点を教えてください

Ｑ ４　物的担保の確保を行う際の留意点について教えてください

Ｑ ５　取引先に保証人による人的担保の確保を行う際の注意点を教えてください

Ｑ ６　得意先から手形の書き換えを求められた際の対応策

Ｑ ７　得意先が不渡りを出した際の商品の引き上げについて教えてください


Ｑ １　資金調達方法の種類ついて教えてください

Ｑ ２　資金調達を行う際に生じるコストについて教えてください

Ｑ ３　運転資金の種類と手当ての方法について留意点を教えてください

Ｑ ４　使途や目的による資金の種類について教えてください

Ｑ ５　金融機関の担保評価の方法について教えてください

Ｑ ６　１行取引についてメリット・デメリットについて教えてください

Ｑ ７　企業の借入依存度について教えてください

Ｑ ８　保証人も担保もない場合の金融機関からの借り入れについて教えてください

Ｑ ９　信用保証協会が保証する私募債があると聞きましたが、どのようなものですか

Ｑ10　保険を利用した退職金の準備方法について教えてください

Ｑ11　売掛金が焦げ付き、緊急に借入をしたいのですが、何かよい方法はありませんか

Ｑ12　代表的な社債の種類と概要について教えてください


Ｑ １　少人数私募債とはどのようなものでしょうか。教えてください
Ｑ ２　少人数私募債の発行を検討しています。必要な条件や事前準備事項を教えてください  
Ｑ ３　少人数私募債発行の流れを教えてください
Ｑ ４　少人数私募債発行にあたって、実務上でどのような点に留意すべきでしょうか
Ｑ ５　少人数私募債を発行する際の「募集総額」の決め方について教えてください
Ｑ ６　償還前の中途解約の申し出に対する支払利息の設定について教えてください
Ｑ 7　少人数私募債を発行する際の「募集総額」の決め方について教えてください
Ｑ 8　少人数私募債を発行しましたが、社債権者集会を結成する必要があるのでしょうか
Ｑ 9　少人数私募債による資金到達の成功のポイントは何ですか？
Ｑ10　書式サンプル１　取締役会議事録
Ｑ11　書式サンプル２　社債募集要項
Ｑ12　書式サンプル３　社債申込証
Ｑ13　書式サンプル４　社債発行趣意書
Ｑ14　書式サンプル５　社債申込受付票  
Ｑ15　書式サンプル６　募集決定通知書
Ｑ16　書式サンプル７　社債申込証払込金預り証
Ｑ17　書式サンプル８　社債券引換証
Ｑ18　書式サンプル９　社債券・利札

Ｑ19　書式サンプル10　社債台帳


Ｑ １　商法と会社法の関係について教えてください  

改正される会社法の主なポイントについて教えてください  

Ｑ 2　会社運営の仕組みについて教えてください  

Ｑ 3　会社の支配権を確保することと、株式の保有の関係について教えてください  

Ｑ 4　定款とは、どういった働きをするものですか。教えてください  

Ｑ 5　定款への記載事項にはどのようなものがありますか。教えてください  

Ｑ 6　会社が登記しなければならない事項について教えてください  

Ｑ 7　同族会社における少数株主に対する取り扱いについて教えてください  

Ｑ 8　会社の事後設立について教えてください  

Ｑ 9　定款の変更を考えております。そのポイントを教えてください  

Ｑ10　株式譲渡制限会社とはどのような会社のことですか？また、そのメリットについて教えてください  

Ｑ11　決算公告の具体的なやり方について教えてください  

Ｑ12　会社法上の計算書類について教えてください  

Ｑ13　社債管理者の権限や責任が強化されたポイントについて教えてください  

Ｑ14　社債を発行しようと思いますが、留意すべき点を教えてください

Ｑ １　株式会社や有限会社といった会社の種類と概要について教えてください  

Ｑ 2　株式会社と有限会社の違いについて教えてください  

Ｑ 3　合同会社について教えてください  

Ｑ 4　持分会社の社員の責任について教えてください  

Ｑ 5　持分会社の社員の持分は譲渡できますか  

Ｑ 6　共同事業を行いたいのですが、どうしたらよいでしょう  

Ｑ 7　会社法上の子会社・親会社について教えてください  

Ｑ 8　外国会社に対する会社法の規制を教えてください  

Ｑ 9　会社法によって、有限会社の新設が廃止になると聞きました。会社の種類は現在どうなっているのか教えてください  

Ｑ10　有限会社から株式会社に変更する際のポイントを教えてください

Ｑ １　会社の機関を変更する際の留意点は何ですか  

Ｑ 2　委員会設置会社について教えてください  

Ｑ 3　監査役を置かなくてもよい条件について教えてください  

Ｑ 4　取締役を1人にした場合の影響と手続きについて教えてください  

Ｑ 5　株主総会以外の機関を簡素化する際の留意点を教えてください  

Ｑ 6　株主総会の招集手続きについて教えてください  

Ｑ 7　株主が1人の株主総会について教えてください  

Ｑ 8　会社法によって少数株主の権利はどのように変わったのでしょうか  

Ｑ 9　株主総会や取締役会を特別に開催していない場合の問題と対処法について教えてください  

Ｑ10　取締役会の決議事項・決議方法について教えてください  

Ｑ11　取締役会を設置しなくてもよい会社の条件とは何でしょうか。また、取締役会を開くとしたらどれくらいの頻度で行えばよいのでしょうか  

Ｑ12　会社と役員の関係はどのようなものなのでしょうか

Ｑ １　会社分割について教えてください  

Ｑ 2　会社分割と事業譲渡の違いについて教えてください  

Ｑ 3　従来と今回の会社法の組織再編における変更点を教えてください  

Ｑ 4　簡易組織再編行為の要件の緩和ポイントについて教えてください


Ｑ １　会社の形態としてどのようなものがありますか

Ｑ ２　個人事業と会社組織の開業形態の違いについて教えてください

Ｑ ３　設立手続きのために行った行為は、どこにその効果が帰属するのでしょうか

Ｑ ４　株式会社の設立手続きにおける発起人の権限について教えてください

Ｑ ５　債権者や投資家を保護するために会社設立に関与した者はどのような責任を負っていますか

Ｑ ６　会社設立手続き中に設立を断念した場合、どのような責任が生じますか

Ｑ ７　発起人ではないのですが、文書等に会社設立に賛同する記載をした場合、責任が生じますか

Ｑ ８　会社設立にあたっての決めるべき項目、作成物、タイムスケジュールについて教えてください

Ｑ ９　会社の設立登記終了後に行う諸官庁への届出や申請書類について教えてください

Ｑ10　会社の設立登記手続きの流れについて、教えてください

Ｑ11　会社を設立するにあたり、商号を決める注意点について教えてください

Ｑ12　許認可が必要な業種にはどのようなものがありますか、具体的に教えてください

Ｑ13　株式会社を構成する「機関」について教えてください

Ｑ14　取締役の責任について変更点を教えてください

Ｑ15　株主総会の決議事項にはどのようなものがありますか

Ｑ16　取締役会を設置しなくてもよい会社の条件とは何でしょうか

Ｑ17　株式譲渡制限の持つ意味とはどのようなものですか

Ｑ18　株式譲渡制限のある中小会社の機関設計パターンを教えてください

Ｑ19　会社と個人事業主だと、どちらが有利なのでしょうか

Ｑ20　会社を設立したのですがビジネスプランの作り方を教えてください


Ｑ １　取締役の法的義務と責任について教えてください
Ｑ ２　取締役になるためには、何か資格が必要なのでしょうか。教えてください
Ｑ ３　社内のパイプ役として期待される役員のはたらきとは、どのようなものですか
Ｑ ４　役員に期待される社長補佐役としての働きとはどのようなものなのでしょうか
Ｑ ５　会社の後継者として、役員に期待される働きとはどのようなものなのでしょうか
Ｑ ６　取締役は従業員ではないそうですが、会社と取締役はどのような関係なのでしょうか
Ｑ ７　役員が守るべき義務や責任の他に発生するリスクや負担にはどのようなものがあるのでしょうか
Ｑ ８　取締役が兼任することが禁止されている項目には、どのようなことがありますか
Ｑ ９　取締役が個人的に負うことになる義務について教えてください
Ｑ10　取締役が会社に対する義務を守らなかった場合に生じる責任について教えてください
Ｑ11　取締役が職務遂行上で株主や債権者に対し損害を与えた場合の責任について教えてください
Ｑ12　監査役になって欲しいと依頼を受けました。監査役にはどのような立場・責任がありますか
Ｑ13　執行役員制度とはどのようなものですか。教えてください
Ｑ14　役員に対して役員報酬として支払う支給限度額について教えてください
Ｑ15　役員賞与とは一体どのようなものなのでしょうか。役員報酬と何が異なるのでしょうか
Ｑ16　役員退職金の種類やその特徴について教えてください
Ｑ17　株式会社が開催する株主総会について、議事録の作成義務はありますか
Ｑ18　従業員が取締役に昇格する際の従業員時代の退職金の支給について教えてください
Ｑ19　退職する役職員から在職時に支給した自社株を買い戻す際の注意点について教えてください
Ｑ20　取締役を解任させたいと考えていますが、その方法について教えてください
Ｑ21　顧問や相談役の職務について教えてください

Ｑ22　会計参与について教えてください


Ｑ １　株主代表訴訟の概要について教えてください
Ｑ ２　株主代表訴訟の手続きと、その構造はどのようなものでしょうか

Ｑ ３　平成５年の商法改正で株主代表訴訟数が増加しましたが、どのような理由によるものですか

Ｑ ４　株主代表訴訟の実状について教えてください
Ｑ ５　株主代表訴訟によって追及される取締役の責任とは、どのようなものですか

Ｑ ６　弁護士費用等訴訟にかかる費用について、教えてください
Ｑ ７　原告株主の勝訴と敗訴の場合の株主代表訴訟の判決の効果について教えてください

Ｑ １　取引のない会社と新たに取引する際、どんな点に注意すればよいでしょうか
Ｑ ２　所在不明となった取引先の売掛金は、どのように処理すればよいでしょうか
Ｑ ３　取引先の個人経営者が死亡した際の売掛金の回収方法について教えてください
Ｑ ４　取引先の合併や営業譲渡が行われた場合の売掛金の取り扱いについて教えてください
Ｑ ５　商品代金を現金ではなく約束手形で行う際、手形取引の留意点等について教えてください
Ｑ ６　取引先が第三者に持っている債権を譲り受ける際の注意点は、どのようなことでしょうか
Ｑ ７　取引先より、債権譲渡ではなく、代理受領にしてほしいとの依頼がありました。代理受領とはどういう方法ですか
Ｑ ８　顧客情報の流出や従業員の不正などのリスクをマネジメントする方法を教えてください


Ｑ １　会社の倒産とは、実態がどのような状況になったことをいうのですか

Ｑ ２　倒産の原因として多いのは何ですか。また倒産の形態にはどのようなものがありますか

Ｑ ３　倒産の意思決定と倒産の具体的な手続きについて教えてください

Ｑ ４　継続して取引関係にあり、売掛金債務のある会社が倒産した際の対応について教えてください

Ｑ ５　債権を有する取引先の倒産への対応について教えてください

Ｑ ６　倒産形態の「法的整理」と「私的整理」の違いについて教えてください

Ｑ ７　倒産会社の整理、処理にはどんな方法があるのですか

Ｑ ８　任意整理とは、裁判所が関与しない倒産手続きだということですが、どのような方法ですか

Ｑ ９　法人・個人の債務者の再建をはかることを目的とした民事再生手続とは、どのような方法なのでしょうか

Ｑ10　民事再生手続はどのような流れで進行していくのですか

Ｑ11　破産手続による倒産手続きについて、教えてください

Ｑ12　不動産に抵当権を設定している取引先が破産した際の債権の回収方法を教えてください

Ｑ13　会社再建型の倒産手続きに会社整理という方法があると聞きましたが、どのような制度なのですか

Ｑ14　会社の清算とはどういうことですか。また、どんな種類があるのですか

Ｑ15　特別清算とは、どのような手続きなのでしょうか

Ｑ16　清算人とはどのような機関ですか

Ｑ17　会社更正手続の手順と注意点などについて教えてください

Ｑ18　銀行取引停止処分にいたる経緯とその影響について教えてください

Ｑ19　倒産会社における、出資者・経営者には、どのような責任があるのでしょうか

Ｑ20　会社が倒産した場合、その会社に勤めていた従業員はどうなるのでしょうか

Ｑ21　会社更正手続における保全処分について教えてください

Ｑ2２　取引先の倒産を予知する方法を教えてください


Ｑ １　従業員が交通事故を起こした場合、会社にはどのような責任があるのでしょうか
Ｑ ２　従業員に対して退職金を担保とした貸付制度を考えていますが、何か注意点はありますか
Ｑ ３　従業員持ち株制度とは、どのような制度ですか。教えてください
Ｑ ４　労働契約とは、どのような内容と意義を持つのでしょうか

Ｑ ５　労働条件を明示するための就業規則には、どのような内容を定めればよいのでしょうか

Ｑ ６　賃金と労働時間に関する規制には、どのようなものがありますか

Ｑ ７　人事異動によって発生する労使間のトラブルの対応と法的根拠について教えてください

Ｑ ８　法的に解雇が認められるのは、どのような場合でしょうか

Ｑ ９　定年退職した社員を再雇用するときの一般的な勤務条件について教えてください

Ｑ10　派遣社員を活用する上での留意点を教えてください

Ｑ １　不正競争防止法とはどのような法律ですか。また、不正競争行為とはどのようなものですか

Ｑ ２　製造物責任法（ＰＬ法）とは、どんな法律ですか

Ｑ ３　知的財産の種類、または保護対象となるのはどのようなものでしょうか

Ｑ ４　企業と消費者の取引に関して、企業活動を規制する法律について教えてください

Ｑ ５　消費者保護法の内、代表的な割賦販売法とはどのような法律でしょうか

Ｑ ６　セクハラの具体例とセクハラによる会社の責任について教えてください

Ｑ ７　粉飾決算という言葉を耳にしますがどういう意味なのでしょうか

Ｑ １　保証には、普通保証、連帯保証、根保証など種類があるようですが、違いを教えてください
Ｑ ２　担保をとる方法で、抵当権という言葉を聞きますが、どのような担保なのでしょうか
Ｑ ３　継続的な取引には根抵当権が便利と聞きました。抵当権と根抵当権はどのように違うのですか
Ｑ ４　抵当権を実行して債権回収を行う際の方法や手続きについて教えてください
Ｑ ５　大きな取引がないため、口約束のみで契約書を作成しておりません。契約書は作成したほうがよいのでしょうか
Ｑ ６　売主の立場として契約書を作成する際、有利になる要件について教えてください
Ｑ ７　「印」といっても、色々な種類があるようですが、その役割について教えてください
Ｑ ８　契約締結を一方的に拒否された場合の損害賠償請求について教えてください

Ｑ ９　集金詐欺にあった場合、仕入業者に再度代金を支払わなければならないでしょうか

Ｑ10　自社にとって有利な取引条件に改善する良い方法はありますか

Ｑ １　企業が所有する個人情報とセンシティブ情報の違いを教えてください
Ｑ ２　個人情報取扱者の定義について詳しく説明してください

Ｑ ３　個人情報の取り扱いに関する義務規定とはどのようなものでしょうか

Ｑ ４　個人情報保護方針の表示例について教えてください
Ｑ ５　個人情報保護法に違反した場合の罰則規定はどのようなものですか
Ｑ ６　プライバシーマーク制度とは何でしょうか
Ｑ ７　個人情報の適正な取得を教えてください。また本人から個人データの開示を求められた場合はどうしたらよいのでしょうか

Ｑ １　知的財産権とはどのようなものを対象としていますか

Ｑ ２　知的財産権の種類と差異、登録について教えてください

Ｑ ３　特許権を取得することにより、どのような点で保護されますか

Ｑ ４　特許権をめぐるトラブルの例として、職務発明の取扱について教えてください

Ｑ ５　著作権法ではどのような権利が保護対象として、定められていますか

Ｑ ６　著作権と著作隣接権の侵害についてはどのような点に留意すべきでしょうか

Ｑ ７　不正競争防止法上の営業秘密について保護内容を教えてください

Ｑ ８　実用新案権はどのような場合に活用できますか

Ｑ ９　新規商品を販売する場合に活用できる知的財産権を教えてください

Ｑ10　知的財産権活用にあたってのポイントを教えてください

Ｑ11　知的財産権融資について教えてください

Ｑ12　特許を取得したいのですが、費用はどのくらいかかりますか


Ｑ １　日本版ＳＯＸ法とは何を定めた法律なのですか

Ｑ ２　日本版ＳＯＸ法の基となっている米国ＳＯＸ法とはどのようなものですか

Ｑ ３　日本版ＳＯＸ法の基本的枠組み及び内部統制について教えてください

Ｑ ４　日本版ＳＯＸ法の制定により企業への義務や影響、また、各企業の取り組みや準備するべきことを教えてください

Ｑ ５　内部統制とはどのような仕組みなのですか

Ｑ ６　内部統制に関連する法律にはどのようなものがありますか

Ｑ ７　内部統制導入のポイントについて教えてください

Ｑ ８　内部統制が定める文書化とその手順について教えてください

Ｑ ９　内部統制によって、現在の企業活動にどのような変化が起こりますか

Ｑ １　公益通報者保護法の目的と制定の背景について教えてください  

Ｑ 2　公益通報の対象となる不正行為とはどのようなものですか  

Ｑ 3　不正行為の通報先について教えてください  

Ｑ 4　公益通報者保護法のガイドラインとはどのようなものですか  

Ｑ 5　構築した内部通報制度を形骸化させないためのポイントを教えてください  

Ｑ 6　コンプライアンス相談窓口取扱規程　サンプル  

Ｑ 7　通報受付票　サンプル

Ｑ １　最近、社内不正防止の側面で注目されている「内部統制」とは何ですか  

Ｑ 2　「不正」とは何ですか？ 具体的に教えてください  

Ｑ 3　不正の兆候としては、どのようなものがありますか  

Ｑ 4　社内不正の手口には、どのようなものがありますか  

Ｑ 5　粉飾決算の特徴と不正防止策について教えてください  

Ｑ 6　内部監査人の責任と実務について教えてください  

Ｑ 7　「受注」のプロセスではどのようなリスクと統制活動のポイントがありますか  

Ｑ 8　「出荷」のプロセスではどのようなリスクと統制活動のポイントがありますか  

Ｑ 9　「売上計上」のプロセスではどのようなリスクと統制活動のポイントがありますか  

Ｑ10　「請求」のプロセスではどのようなリスクと統制活動のポイントがありますか  

Ｑ11　「回収」のプロセスではどのようなリスクと統制活動のポイントがありますか  

Ｑ12　「購買管理」のプロセスではどのようなリスクと統制活動のポイントがありますか  

Ｑ13　「在庫管理」のプロセスではどのようなリスクと統制活動のポイントがありますか  

Ｑ14　「経理処理」のプロセスではどのようなリスクと統制活動のポイントがありますか  

Ｑ15　不正行為を防ぐには、どのような仕組みを整えればよいでしょうか  

Ｑ16　内部牽制制度確立のポイントを教えてください

Ｑ １　種類株式とはどのような株式のことですか？また、その種類について教えてください  

Ｑ 2　会社法の施行により、旧法に定められていた種類株式はどのように変わったのでしょうか  

Ｑ 3　種類株式の発行について、知っておかなければならない知識があれば教えてください  

Ｑ 4　種類株式の１つである「譲渡制限株式」とはどのような株式なのでしょうか。またその活用方法を教えてください  

Ｑ 5　種類株式の中で、事業承継に活用できる株式を教えてください  

Ｑ 6　種類株式の中で、経営安定化に活用できる株式を教えてください  

Ｑ 7　国税庁から示された３類型の種類株式の評価方法とはどのようなものなのでしょうか


Ｑ １　よく経費を削減しろと言われますが、企業における経費削減とはどのようなことなのでしょうか？　ただ経費を使わないようにすれば良いのでしょうか  

Ｑ 2　従業員に対して、経費削減の意識を持たせたいと思っています。どうすれば、全従業員に経費削減の意識を浸透させることができるでしょうか  

Ｑ 3　経費のうち安易に人件費を削減すべきでは無いといいますが、その他に優先して削減すべき経費とはどのようなものですか  

Ｑ 4　経費削減の方法として、借入金の圧縮が効果的であると聞きますが、具体的にどのようにすれば良いのでしょうか？　その効果も教えてください  

Ｑ 5　経費削減の方法として、原価圧縮が効果的であると聞きますが、具体的にどのようにすれば良いのでしょうか？　その効果も教えてください  

Ｑ 6　コストの見える化とはどういう意味ですか  

Ｑ 7　経費のうちの固定費とは、具体的にどのようなものがあるのでしょうか  

Ｑ 8　固定費の削減が経費削減に有効だということはわかりましたが、実際に何から始めればよいのかわかりません。具体的な削減例を教えてください  

Ｑ 9　研修費の削減方法、削減例を教えてください  

Ｑ10　アウトソーシングの方法、利用例を教えてください  

Ｑ11　事務管理費の削減方法、削除例を教えてください  

Ｑ12　器具備品費の削減方法、削減例を教えてください  

Ｑ13　通信費の削減方法、削減例を教えてください  

Ｑ14　通勤交通費・旅費交通費の削減方法、削減例を教えてください  

Ｑ15　保険料の削減方法、削減例を教えてください  

Ｑ16　その他にも経費削減できるものがあれば、その削減方法、削減例を教えてください

Ｑ １　５Ｓ活動とはどのような活動のことをいうのでしょうか？具体的に教えて下さい  

５Ｓ活動はどのように進めたらよいでしょうか。具体例を挙げて教えてください  

５Ｓ活動の「整理」とは、どのようなことをするのでしょうか  

５Ｓ活動の「整頓」「清掃」とは、どのようなことをするのでしょうか  

５Ｓ活動の「清潔」「しつけ」とは、どのようなことをするのでしょうか  

５Ｓ活動を実際の業務へと取り入れ、実践していくには、どのようにすれば良いですか  

５Ｓ活動を取り入れて、実際に業務改善や収益向上をもたらした企業がありましたら、具体例を教えてください


Ｑ １　相続とは相続人に財産が受け継がれることですが、その相続人の範囲について教えてください

Ｑ ２　夫婦間で子供がいない場合の相続に関する相続分について教えてください

Ｑ ３　特別縁故者が被相続人から財産分与を受けた場合の取り扱いについて教えてください

Ｑ ４　相続時の養子の取り扱いと法律で定める養子の人数の制限について教えてください

Ｑ ５　父が生前勤務していた会社から弔慰金をいただきました。弔慰金にも相続税はかかりますか

Ｑ ６　相続財産でも課税の対象とならない財産には、どのようなものがありますか

Ｑ ７　相続財産の一部を寄付した場合、相続税は減免されるのでしょうか

Ｑ ８　相続税の債務控除について教えてください

Ｑ ９　葬儀費用は、相続税の申告の際どのように取り扱われるのでしょうか

Ｑ10　相続税の計算の仕組みについて教えてください

Ｑ11　配偶者に対する相続税の税額軽減制度について教えてください

Ｑ12　相続人に未成年者がいるときの一定の税額控除について教えてください

Ｑ13　相続人に障害者がいる場合の相続税の取り扱いについて教えてください

Ｑ14　遺族が公的年金や企業年金などの年金を受給する場合の税金について教えてください

Ｑ15　相続財産が未分割の場合はどのように取り扱われるのでしょうか

Ｑ16　生命保険金を相続したときの計算方法について教えてください

Ｑ17　代償分割資産とはどのようなものですか

Ｑ18　財産の評価基準について教えてください

Ｑ19　不動産などの財産評価法について教えてください


Ｑ １　相続税を申告する際の手順について教えてください

Ｑ ２　相続税の申告や名義書換等の相続手続きに必要な書類について教えてください

Ｑ ３　相続税を金銭で一時に納付することが困難な場合の延納制度について教えてください

Ｑ ４　相続税を延納により納付する場合の利子税の割合について教えてください

Ｑ ５　相続税を金銭で納付することが困難な場合の物納制度について教えてください

Ｑ ６　所得税の準確定申告について教えてください

Ｑ １　遺言の方式・種類について、その内容と違いを教えてください

Ｑ ２　遺言書の必要性について教えてください

Ｑ ３　遺言書の種類にはどのようなものがあるか教えてください

Ｑ ４　遺産分割協議書の作成方法について教えてください


Ｑ １　事業用地については相続税の計算上一定額を減額できるそうですがどのようなことですか

Ｑ ２　小規模宅地等に適用される限度面積について教えてください

Ｑ ３　小規模宅地等の減額対象となる特定事業用宅地等について教えてください

Ｑ ４　小規模宅地等の減額の対象となる特定居住用宅地等について教えてください


Ｑ １　相続財産が10億円、相続人が配偶者、子供２人のときの相続税額を教えてください

Ｑ ２　法定相続人が配偶者と子供２人のとき、配偶者が10億円の財産全てを相続した場合の相続税額を教えてください

Ｑ ３　相続税の計算に関する手順について教えてください

Ｑ ４　相続人が配偶者と子供の場合の相続税額はどの程度でしょうか

Ｑ ５　相続人が子供のみの場合の相続税はどの程度になりますか


Ｑ １　贈与税の課税に関して、贈与とみなされる判断基準について教えてください

Ｑ ２　贈与税の課税の対象とならない財産にはどのようなものがありますか

Ｑ ３　夫婦の間で居住用の不動産を贈与したときの配偶者控除について教えてください

Ｑ ４　住宅取得資金等の贈与を受けた場合の計算の特例について教えてください

Ｑ ５　住宅取得資金等の贈与を受けた場合の贈与税額の計算方法について教えてください

Ｑ ６　離婚協議により財産分与を受けても贈与税は課税されるか

Ｑ ７　親の土地に子供が家を建てたとき贈与税は課税されるか

Ｑ ８　親が借地している土地の底地部分を子供が買い取ったときの取り扱い

Ｑ ９　著しく低い価額で財産の譲渡を受けた場合の取り扱いについて教えてください

Ｑ10　生前に財産を相続人に贈与することは節税対策になりますか

Ｑ11　息子の自宅購入資金を贈与しようと考えていますが、贈与税の軽減措置等はありませんか

Ｑ12　妻に自宅を贈与したいのですが、贈与税はかかるのでしょうか

Ｑ １　実子を事業の後継者にしようと考えていますが、どのような注意点がありますか
Ｑ ２　事業承継の時期の見極めとポイントについて教えてください

Ｑ ３　贈与税の仕組みはどうなっているのでしょうか
Ｑ ４　役員解任の際の具体的な手続き方法について教えてください

Ｑ ５　財産引き受けによる株式会社の設立手続きについて教えてください

Ｑ ６　会社の商号を変更したいのですが、留意点を教えてください

Ｑ ７　合資会社から株式会社へ移行したいのですが、その際の手続きについて教えてください

Ｑ ８　会社法による株式譲渡制限の活用について教えてください

Ｑ ９　清算手続きの方法について教えてください

Ｑ10　特別清算の手続に関して留意点を教えてください

Ｑ11　会社法では自己株式の取得方法が多様化されたそうですが、どのような点に注意すればいいのでしょうか

Ｑ12　そろそろ子供に事業承継をさせようと考えていますが、何かよい方法はありますか

Ｑ13　後継者が事業承継や納税資金対策として金庫株制度を活用する際の注意点・対処法はありますか

Ｑ14　相続で好ましくない人に株式が分散するのを防ぐにはどうしたらよいでしょうか

Ｑ15　取締役の過失責任等に、新会社法での事業承継をふまえた対処法を教えてください

Ｑ16　親族間で株式・財産の分配をするうえでの注意点をおしえてください

Ｑ17　事業承継計画の作成方法について教えてください

Ｑ18　事業承継に向けた環境作りでは、どのようなことを行うと良いか教えてください

Ｑ １　保有する土地の評価額を下げる方法はないでしょうか

Ｑ ２　不動産の取得が相続税対策になると聞きましたがどのような理由なのでしょうか

Ｑ ３　節税対策の方法にはどのようなものがあるか教えてください

Ｑ ４　会社株式の評価額を引き下げる方法はないでしょうか

Ｑ ５　保有する自社株にかかる相続税を軽減することはできますか

Ｑ ６　相続対策はなぜ必要なのですか。目的を教えてください

Ｑ ７　納税資金の準備について基本的な考え方を教えてください

Ｑ ８　高額所得者の相続対策について教えてください

Ｑ ９　土地利用形態による相続対策について教えてください

Ｑ １　相次相続控除とはどのようなことですか
Ｑ ２　相続時に注意しなければならない点について教えてください
Ｑ ３　法定相続人について教えてください
Ｑ ４　法定相続分について教えてください

Ｑ １　経営承継円滑化法が創設された背景を教えてください  

Ｑ 2　経営承継円滑化法とは、どのような法律ですか  

Ｑ 3　経営承継円滑化法の対象となる中小企業の範囲とは、どこまでになるのですか。具体的に教えてください  

Ｑ 4　遺留分に関する民法特例制度が新たに制定されたと聞きましたが、遺留分とはどのようなもののことをいうのですか  

Ｑ 5　新たに制定された、遺留分に関する民法特例制度とはどのようなものですか  

Ｑ 6　遺留分に関して、民法特例制度を利用できる会社について教えてください  

Ｑ 7　後継者が取得した株式に関する遺留分の民法特例に関する合意について、実際に行う際の注意点を教えてください  

Ｑ 8　後継者が取得した株式以外の財産の遺留分の民法特例に関する合意について、実際に行う際の留意点を教えてください  

Ｑ 9　経営承継円滑化法で、中小企業者が受けることができる金融支援措置について解説をお願いします  

Ｑ10　金融支援措置を受けるために経済産業大臣の認定を受ける必要があると聞きました。認定を受けるのに必要な中小企業の要件について教えてください  

Ｑ11　金融支援措置を受けるために経済産業大臣の認定を受ける際の申請手続きについて教えてください  

Ｑ12　金融支援措置の認定が取り消される事由について教えてください  

Ｑ13　金融支援措置の認定企業に義務付けられる事業継続の報告について教えてください  



Ｑ １　金融機関の資産の自己査定とはどのようなことなのでしょうか

Ｑ ２　金融機関の自己査定における分類債権とはどのようなものですか

Ｑ ３　金融機関の自己査定における創業赤字の取り扱いについて教えてください

Ｑ ４　銀行による融資先の格付けの変化について教えてください

Ｑ ５　要注意先とはどのようなことを意味するのか教えてください

Ｑ ６　取引金融機関が経営破綻した場合の借入金の取り扱いについて教えてください

Ｑ ７　企業格付けを上げるポイントを教えてください

Ｑ １　不動産には、色々な価格がありますが、売買価格はどのように決まるのですか

Ｑ ２　住宅購入資金の、資金計画の基本を教えてください
Ｑ ３　住宅品質確保促進法に関する保証期間・内容、アフターサービス等について教えてください

Ｑ ４　住宅購入時の会社との接点とその役割について教えてください

Ｑ ５　不動産会社の選び方ついてコツなどがあれば教えてください

Ｑ ６　不動産会社との、上手な付き合い方について教えてください

Ｑ ７　一戸建てとマンションの違いを、簡単に教えてください

Ｑ ８　新築住宅と中古住宅について、メリット・デメリットを教えてください

Ｑ ９　マイホーム購入後のメリット・デメリットについて教えてください

Ｑ10　ペイオフとはどのようなことですか、制度等について教えてください

Ｑ11　資金運用に外貨預金を検討しています。リスクとヘッジの仕方について教えてください

Ｑ12　金融機関の検査が取りざたされておりますが、どういう内容なのでしょうか

Ｑ13　銀行に対する「ＢＩＳ規制」とは、どのようなものか教えてください

Ｑ14　デリバティブとは何ですか

Ｑ15　最近、Ｊ－ＲＥＩＴという言葉を良く聞きますが、何のことですか

Ｑ16　主な金融商品のリスクと特長を教えてください

Ｑ １　生命保険と貯蓄はどちらが有利ですか。特徴を教えてください

Ｑ ２　退職金支給財源としては、生命保険が適していると言いますがなぜですか

Ｑ ３　保険を使った従業員の退職金準備の方法はどのようなものがありますか

Ｑ ４　企業において想定されるリスクとそれをカバーする損害保険はどのようなものがありますか

Ｑ ５　損害保険の保険金額は、どのように決めるのですか

Ｑ ６　長期平準定期保険に加入を検討しています。定期保険なので保険料は全額損金になるのでしょうか

Ｑ ７　保険を活用した自社株対策を教えてください

Ｑ １　成年後見制度について教えてください

Ｑ ２　新しい成年後見制度はどのように改正されたのですか

Ｑ ３　成年後見登記制度とはどんな制度ですか

Ｑ ４　登記事項証明書の利用や交付請求について教えてください


Ｑ １　株価はどのようにして決まるのですか

Ｑ ２　企業の業績と株価の関係について教えてください

Ｑ ３　株を保有しているとどのような利益がありますか

Ｑ ４　株式の額面と単位株、単元株について教えてください

Ｑ ５　株価のストップ高、ストップ安とはどのようなことですか

Ｑ ６　株価チャートの読み方について教えてください

Ｑ ７　移動平均線やトレンドラインから何がわかりますか

Ｑ ８　株式の持ち合い解消とは何ですか

Ｑ ９　少額で始められる株式投資はありますか

Ｑ10　外国株の買い方について教えてください

Ｑ11　投資信託について教えてください


Ｑ １　不動産の証券化とはどういうことですか

Ｑ ２　不動産の証券化にはどんな形態があるのですか

Ｑ ３　資産担保証券（ABS＝AssetBackedSecurities）とはどんなものですか

Ｑ ４　パートナーシップとはどのような事業形態になるのですか

Ｑ ５　不動産特定共同事業とはどんなものですか


Ｑ １　会計事務所の業務範囲や典型的なサービス業務、経営助言サービスについて教えてください

Ｑ ２　会計事務所を選ぶ基準について教えてください

Ｑ ３　会計事務所が行ってくれる経営サービスにはどのようなものがありますか


Ｑ １　プロバイダーやホスティングサービスなど、インターネットの仕組みについて教えてください

Ｑ ２　ホームページの開設に必要な設備としてどのようなものが必要でしょうか

Ｑ ３　外部の業者にてホームページの作成を依頼する際、どのくらいの費用が必要ですか

Ｑ ４　プロバイダーの選定はどのように行ったら良いでしょうか
Ｑ ５　Ｗｅｂ2.0の概要と特色について教えてください

Ｑ ６　従来のＷｅｂ1.0とＷｅｂ2.0の違いについて教えてください

Ｑ ７　「ロングテールの法則」について教えてください

Ｑ ８　「ブログ」とはどのようなものですか

Ｑ ９　会員制交流サイト「ＳＮＳ」とは、どのようなものか教えてください

Ｑ10　消費者発信メディア「ＣＧＭ」について解説をお願いします

Ｑ11　「マッシュアップ」とは、どのようなものですか

Ｑ １　小売業の情報化はどの程度進んでいるのですか
Ｑ ２　データウェアハウスとデータベースの違いについて教えてください
Ｑ ３　ＡＳＰとは何ですか。ＡＳＰが利用されるようになってきた理由は何ですか
Ｑ ４　ブロードバンドが普及していますが、これによって、どういったサービスが可能になりますか
Ｑ ５　コンカレント・エンジニアリングを可能とした技術革新のポイントは何ですか
Ｑ ６　ＰＯＳを越える利益分析・提案手法として注目されているＤＰＰについて教えてください
Ｑ ７　プラノグラムが使われている業種は何ですか。また、どのように活用されているのでしょうか
Ｑ ８　ＭＳＰとは何ですか。ＭＳＰサービスは、どのような背景から誕生したのでしょうか
Ｑ ９　ＳＦＡとはどのようなものですか。ＳＦＡの目的と標準的な機能は何ですか
Ｑ10　ＩＳＭＳと従来のコンピュータ・システムのセキュリティ対策との違いは何ですか
Ｑ11　セキュリティホールとは何ですか。また、どのような対策をすべきなのか説明してください
Ｑ12　ユビキタス社会が到来すると具体的にどういうことが実現できる社会になるのでしょうか

Ｑ １　グループウェアの導入を考えていますが、どのような観点で導入を考えたらよいでしょうか

Ｑ ２　グループウェアの運用代行を考えています。代行サービスはありますか

Ｑ ３　ソフトウェアの導入と業務体制について教えてください

Ｑ ４　インターネットの閲覧やWord/Excel以外にどのようなパソコンの活用方法がありますか

Ｑ ５　社内書類の電子化について何か良い方法はありますか

Ｑ ６　作る人ごとに社内文書のレイアウトが異なり、見づらいです。統一する方法はありますか

Ｑ ７　社内文書を電子化してペーパーレス化しようと考えていますが、ポイントを教えてください

Ｑ ８　１台のＰＣを複数人でプライバシーを守りながら利用する良い方法はないでしょうか

Ｑ ９　ネットワークを高速化するポイントについて教えてください

Ｑ10　プリンタの共有について教えてください

Ｑ11　同一フロアのLANの一部がネットワークにつながりません。対応策を教えてください

Ｑ １　コンピュータの苦手意識を改善する方法があれば教えてください

Ｑ ２　コンピュータの専門用語や仕組みについて勉強するにはどうしたらよいでしょうか

Ｑ ３　社内にＰＣを導入するにあたり、使い勝手などの情報を収集する有効な情報源はありませんか

Ｑ ４　ネットワークの敷設を行う際の注意点について教えてください

Ｑ ５　営業でＩＴを活用したいと思っています。どのような活用方法が考えられるでしょうか

Ｑ ６　営業支援システムの導入を考えています。どのような観点で評価したらよいでしょうか


Ｑ １　ＥＲＰとはどのようなシステムを指すのか教えてください

Ｑ ２　ＥＲＰの特徴とともに、その背景について教えてください

Ｑ ３　ＥＲＰ活用のメリットについて教えてください

Ｑ １　特許出願はオンライン出願ができると聞きましたが、その手順について教えてください

Ｑ ２　ビジネスモデル特許の具体例を教えてください

Ｑ ３　ビジネスモデル特許の要件である「発明であること」について具体的に教えてください

Ｑ ４　ビジネスモデル特許の要件である「新規性があること」について具体的に教えてください

Ｑ ５　ビジネスモデル特許についての係争はありますか

Ｑ １　情報セキュリティとは、どのような取り組みのことをいうのですか

Ｑ ２　情報セキュリティの重要性について教えてください

Ｑ ３　情報セキュリティの事故やトラブルの種類について教えてください

Ｑ ４　情報セキュリティマネジメントシステムとプライバシーマークの違いを教えてください

Ｑ ５　情報セキュリティマネジメントシステム（ISO27001）認証取得のメリットについて教えてください

Ｑ ６　ISO27001認証取得のスケジュール及び手順について教えてください


Ｑ １　社員を別会社に一部出向させる場合の通勤費は、社会保険料の算定に含めるべきですか

Ｑ ２　海外出向者の社会保険は、出向先と出向元のどちらで適用されるのでしょうか

Ｑ ３　会社が買収される場合、労働・社会保険に関してどんな手続きが必要でしょうか

Ｑ ４　パートタイマーや契約社員にも社会保険を適用しなければなりませんか

Ｑ ５　外国人従業員の社会保険の取り扱いは、どのようにすればよいのですか

Ｑ ６　私傷病で入院中の社員の給料や社会保険料はどう扱えばよいですか

Ｑ ７　定年退職した社員を再雇用する場合、社会保険の扱いで注意することがあれば教えてください

Ｑ ８　育児休業中の社会保険料の免除について教えてください

Ｑ １　国民年金にはいつから加入することになるのでしょうか

Ｑ ２　厚生年金は、在職していると何歳までかけなければならないのでしょうか

Ｑ ３　国民年金や厚生年金は、何歳になったら受給できるのか、教えてください

Ｑ ４　厚生年金は、何年かければ支給されるのか教えてください

Ｑ ５　年金の繰上げ支給について教えてください

Ｑ ６　年金を受給するまでの手続の流れについて教えてください

Ｑ ７　厚生年金を短期間しか掛けていない場合、保険料は掛け捨てになるのでしょうか

Ｑ ８　在職中でも老齢厚生年金を受けることができるそうですが、在職老齢年金とはどのような制度なのでしょうか

Ｑ ９　定年後再就職する場合には高年齢雇用継続給付と在職老齢年金の両方を受給できますか

Ｑ10　高年齢雇用継続基本給付金と在職老齢年金を併給する場合、実際の所得はいくらになりますか

Ｑ11　60歳で退職した場合に、失業給付と老齢厚生年金を同時にもらうことはできますか

Ｑ12　遺族厚生年金を受給する実母は、所得税や健康保険の被扶養者となることができますか

Ｑ13　確定拠出年金制度について教えてください

Ｑ14　確定拠出年金の仕組みと特徴等について教えてください

Ｑ15　確定拠出年金の運営管理機関と資産管理機関について教えてください

Ｑ16　確定拠出年金の加入者の要件について教えてください

Ｑ17　確定拠出年金の企業型を導入するためにはどのような要件が必要ですか

Ｑ18　確定拠出年金の給付の種類と受給要件について教えてください

Ｑ １　従業員が事故に遭ったとき、または死亡したときの補償はどうすればよいのでしょうか

Ｑ ２　労災事故で入院中の社員の社会保険の資格を喪失してもよいでしょうか

Ｑ ３　過労死は業務上災害として認められるのでしょうか

Ｑ ４　従業員が腱鞘炎になったとき、労災にあたるかどうかの判断はどのようにされるのでしょうか

Ｑ ５　パソコン操作がもとで発症した頚骨腕症候群は、業務上傷病として認定されるのでしょうか

Ｑ ６　就業時間中に上司に無断で業務を行っていて発生した災害は、業務災害として認められるのでしょうか

Ｑ ７　会社で荷物を移動中ぎっくり腰になった社員がいますが、労災認定されるでしょうか

Ｑ ８　業務を中断している間の災害は業務上災害となるのでしょうか

Ｑ ９　在宅勤務の者が自宅で作業中に怪我をした場合、労災になるのでしょうか

Ｑ10　入社前研修中のケガは、労災になるのでしょうか

Ｑ11　漁船の乗組員が船ごと行方不明になった場合、業務上災害として扱われるのでしょうか

Ｑ12　通勤途中にマンションの階段で転んで怪我をした場合、通勤災害に該当しますか

Ｑ13　保育園に子供を預けて会社に向かう途中で怪我をした場合、通勤災害になりますか

Ｑ14　通勤途中のささいな行為をしている最中の災害は、通勤災害に該当しますか

Ｑ15　単身赴任している社員が週明けに家族が住んでいる家から出勤した場合、通勤災害として認められますか

Ｑ16　緊急の出勤途中に発生した災害は、通勤災害になるのでしょうか

Ｑ17　裁量労働制が適用されている労働者の通勤途上の災害は、通勤災害として認められるか

Ｑ １　建設業などの寄宿舎について、法律上の規制を教えてください

Ｑ ２　従業員から「健康診断を実施してほしい」と言われました。健康診断はどんなときに行えばいいのですか

Ｑ ３　パートやアルバイトにも健康診断を受けさせなければならないのでしょうか

Ｑ ４　「家賃補助制度」の導入を検討しています。制度導入するにあたって留意すべき点はどんなことでしょうか

Ｑ ５　「利子補給制度」の導入を検討しています。制度導入するにあたり留意すべき点はどんなことでしょうか

Ｑ ６　福利厚生制度で注目されているカフェテリアプランと呼ばれる制度について教えてください

Ｑ ７　衛生管理者を選任したいのですが、どのような基準で選任すればよろしいのでしょうか

Ｑ ８　ＶＤＴ作業従事者の健康管理について、どんな点に気をつけたらよいのでしょうか

Ｑ ９　ＶＤＴ作業従事者の健康を守るために、作業環境管理はどのようなことに留意すればよいのでしょうか

Ｑ １　１週間単位の非定型的変形労働時間制の概要と制度導入する際の法的要件について教えてください

Ｑ ２　研究開発の業務に従事する社員の時間外労働の上限はどのように定めればよいのでしょうか

Ｑ ３　夜勤者には休憩時間を３時間与えなければならないのでしょうか

Ｑ ４　１年単位の変形労働時間制のもとでの休日の振替えを行うことは可能でしょうか

Ｑ ５　休日振替を行う場合、振替える日はいつまでに決めればよいのでしょうか

Ｑ ６　残業時間を代休に振替えることは違法となりませんか

Ｑ ７　１勤務８時間を超える労働契約を締結してもよいでしょうか

Ｑ ８　遅刻３回を欠勤１日として給与から控除してもよいでしょうか

Ｑ 9　事業場外みなし労働制のもとで、出張のため休日に前泊した場合の扱いはどうなりますか

Ｑ10　育児や家族の介護を行う女性にも事業場外みなし労働時間制を適用することができますか

Ｑ11　休日に職場で待機させた場合、通常の賃金を支払う必要はありますか

Ｑ12　時間外労働が「特別条項付き三六協定」の「特別延長時間」を超えそうな場合、どのように対応したらよいでしょうか

Ｑ13　３交替制の労働者にシフト外の勤務をさせる場合には、いくらの割増賃金を支払えばよいのでしょうか

Ｑ14　出張報告書に旅程の記載のないような場合にも、日当を支払う義務があるのでしょうか

Ｑ15　通勤距離によって、マイカー通勤を制限できるのでしょうか

Ｑ16　日によって仕事に繁閑の差がある場合には、フレックスタイム制と時差勤務制では、どちらが適してしますか

Ｑ17　フレックスタイム制を労働協約で定めることは可能でしょうか

Ｑ18　フレックスタイム制の労使協定はどんな内容にすればよいのでしょうか

Ｑ １　労働時間の開始と終了とは、どこからどこまでの範囲をいうのでしょうか

Ｑ ２　就業前や就業後の着替えの時間も労働時間になるのでしょうか

Ｑ ３　作業開始前の準備時間や後始末の時間も労働時間として、割増賃金の計算対象に含めなければなりませんか

Ｑ ４　遅刻と残業の時間数を相殺して残業の割増賃金を払わなくてもいいでしょうか

Ｑ ５　１日の労働時間を短縮する代わりに、年間の休日数を減らすことはできるでしょうか

Ｑ ６　１ヵ月間の遅刻・早退時間が30分以上になるときは、１時間に切り上げて控除してもよいでしょうか

Ｑ ７　１回連続８時間以上の残業を翌日分の勤務とみなすことができるでしょうか

Ｑ ８　残業８時間を１日として代休に振替える制度は認められるのでしょうか

Ｑ ９　12日サイクル９日勤務で48時間労働となる週が生じますが、どうすればよいでしょうか

Ｑ10　休日振替を行った週の労働時間が40時間を超える時の時間外労働の取扱いを教えてください

Ｑ11　出張先から帰社した後、終業時間前に帰宅した場合、早退として賃金控除してもいいか

Ｑ12　自己申告された残業時間の信憑性に疑問がある場合にはどうすればよいでしょうか

Ｑ13　国家資格取得のための講習等への参加時間は労働時間となるか

Ｑ14　就労ビザ取得のための時間は公民権行使の時間となるのでしょうか

Ｑ15　出張時の移動時間は労働時間に入れなければならないのでしょうか

Ｑ16　仕事を家庭に持ち帰ってする、いわゆる持ち帰り残業は労働時間とみなすべきでしょうか

Ｑ17　これからの労働時間に関する動きはどうなっていくのでしょうか

Ｑ18　ホワイトカラーエグゼンプションとはどんな制度なのでしょうか

Ｑ19　ホワイトカラー・エグゼンプションを巡ってどのような議論がされてきたのでしょうか

Ｑ20　海外におけるホワイトカラーエグゼンプションの導入状況について教えてください

Ｑ21　残業代割増法案とはどのような制度なのでしょうか

Ｑ22　新しく制定されようとしている労働契約法とはどんなものなのでしょうか

Ｑ23　今後の労働関連法制で改正される法律はありますか

Ｑ １　パートやアルバイト向けの就業規則は、作成しておいたほうがよろしいのでしょうか  

Ｑ 2　正社員とは別にパートタイマー用の就業規則を作りたいと考えていますが、その際の注意点を教えてください  

Ｑ 3　就業規則の周知方法としては、どのような形がよろしいのでしょうか  

Ｑ 4　「タイムカードの打刻を忘れた場合に欠勤とする」との規定は有効ですか  

Ｑ 5　労働協約で残業時間が８時間に達したときに代休と相殺するという制度を設けることは違法となるでしょうか  

Ｑ 6　企業にとって就業規則の整備が必要な理由と、労働法で新たに制定または改訂のあった内容について教えてください  

Ｑ 7　育児・介護休業法の改正内容と企業の対応ポイント、さらに就業規則例について解説してください  

Ｑ 8　高年齢者雇用安定法の改正内容と企業の対応ポイント、さらに嘱託規則例について解説してください  

Ｑ 9　男女雇用機会均等法の改正内容と企業の対応ポイント、さらに就業規則例について解説してください  

Ｑ10　労働契約法の内容と企業の対応ポイントについて解説してください  

Ｑ11　パートタイム労働法の改正内容と企業の対応ポイント、さらに就業規則例について解説してください

Ｑ １　新入社員を早く戦力化するために新卒者を４月１日前に、正式に入社させることはできますか

Ｑ ２　入社時の手続き書類として住民票を提出させるのには問題がありますか

Ｑ ３　入社時の提出書類として「住民票よりも住民票記載事項の証明書の方が望ましい」というのはなぜですか

Ｑ ４　労働契約書等の書類、文書の保存期間は法律で定められているのでしょうか

Ｑ ５　試用期間を定める場合、その期間の長さについて、労働基準法等に規制はあるでしょうか

Ｑ ６　試用期間中の社員を不適格と判断する基準は、具体的にはどのようなものでしょうか

Ｑ ７　雇用契約書に定めた雇用開始日と実際の勤務開始日が異なる場合、入社日はいつにすればよいのでしょうか

Ｑ ８　新卒者に内定をした後、会社の業績不振の理由から、その取消しはできますか

Ｑ ９　在職証明書を発行する場合、使用目的の記入を絶対条件としてもよいでしょうか

Ｑ10　採用する従業員が管理監督者にあたる場合、労働条件を明示する必要はありますか

Ｑ11　派遣社員を正社員として雇入れたいのですが、何か問題や注意点があれば教えてください

Ｑ12　外国人を雇い入れる際の契約書には、どのような事項を盛り込めばよいのでしょうか
Ｑ13　雇用契約書に盛り込む外国人従業員に特有の事項とはどんなものですか

Ｑ １　約20日間無断欠勤していた社員を解雇することはできますか

Ｑ ２　窃盗罪で現行犯逮捕された者を懲戒解雇してもよいでしょうか

Ｑ ３　業務時間中に顧客に対して宗教の入信勧誘をする社員を解雇することができますか

Ｑ ４　面接時に、既往症を告知しなかった従業員を解雇することはできますか

Ｑ ５　業績悪化のため、全従業員を一度解雇し、新たに希望者のみを再雇用することができますか

Ｑ ６　懲戒解雇をする場合には、必ず解雇予告除外認定を受けなければならないのですか

Ｑ ７　解雇予告期間中に業務災害にあった場合、解雇予告の効力はどうなりますか

Ｑ ８　制裁による減給処分をしたいと思っていますが、その内容について教えてください

Ｑ ９　社員が在職中又は退職後に会社の秘密事項を外部に漏らしたときは、どのように対処すればよいのでしょうか

Ｑ10　職員が無断欠勤のまま行方不明となった場合、どのように取り扱えばよろしいでしょうか

Ｑ11　傷病補償年金を受給している場合には、打切補償を行なわなくても解雇制限が解除されるというのは本当ですか

Ｑ12　懲戒処分を行う場合においては、どのような注意点があるのでしょうか

Ｑ13　会社の許可なく会社の車を運転し、事故を起こした社員に車の修理代を負担させてもよろしいでしょうか

Ｑ14　従業員が予告なしに突然退職した場合、「損害賠償」の請求はできますか

Ｑ １　年次有給休暇の基準日を統一するにはどうすればよいでしょうか

Ｑ ２　社員によって異なる年次有給休暇の基準日を統一する際の留意点を教えてください

Ｑ ３　年次有給休暇の統一基準日を変更する場合、付与日数を期間で按分してもよろしいのでしょうか

Ｑ ４　新入社員にも、年次有給休暇の計画的付与を適用することができますか

Ｑ ５　新入社員に対する年次有給休暇は分割して付与することが可能ですか

Ｑ ６　中途採用した者の年次有給休暇の時効の起算日は、いつになるのでしょうか

Ｑ ７　パ－トやアルバイトの従業員にも、通常の社員同様に年次有給休暇を与えなければいけないのでしょうか

Ｑ ８　年次有給休暇の出勤率の算定にあたって、生理休暇や慶弔休暇はどのように取り扱えばよいでしょうか

Ｑ ９　アルバイトを正社員に登用した場合の年次有給休暇の取り扱いについて教えてください

Ｑ10　三交代制の場合の年次有給休暇はどのように付与すればよろしいですか

Ｑ11　欠勤と次年度分の年次有給休暇を相殺しても差し支えないでしょうか

Ｑ12　部門が独立会社になった場合には、有給休暇の付与日数は引継がなければならないのでしょうか

Ｑ13　退職間際になって年次有給休暇の残日数を取得する請求をしてきた場合には、これを拒否できますか

Ｑ14　定年退職日の翌日に嘱託社員として再雇用した従業員の年次有給休暇の付与日数はどのようになりますか

Ｑ15　半日年休制度の導入に際しての注意すべき点を教えてください

Ｑ16　管理監督者に対して、欠勤について賃金控除をしない場合に年次有給休暇はどのように扱えばよいでしょうか

Ｑ １　退職社員の再就職先から、当社の退職理由について照会がありました。照会に応じることは問題ないですか  

Ｑ 2　解雇する者の退職証明書を作成するにあたり、退職証明書に記載すべき事項、書き方を教えてください 退職予定日に翌日まで残業をしたときは、退職日はその翌日となるのでしょうか  

Ｑ 3　定年間際に労災に遭った場合、定年退職としてそのまま退職させても問題はないでしょうか  

Ｑ 4　拒否権付き希望退職制度の実施について、もし何か問題点があれば教えてください  

Ｑ 5　退職した元従業員が会社からの貸付金の返済に応じないときは、どうしたらいいでしょうか  

Ｑ 6　退職後、退職前の会社と同一業種の会社を設立した場合、1年間は競業避止義務があるのでしょうか  

Ｑ 7　身元保証人に対しての損害賠償請求はどの程度までできるのでしょうか  

Ｑ 8　退職金制度の見直し・改訂を行う際のポイントと算定方式について教えてください  

Ｑ 9　ポイント制退職金制度の中で、多くの企業で用いられている算定方式について教えてください  

Ｑ10　代表的なポイント制退職金制度の設計ステップと、制度設計の具体例について教えてください  

Ｑ11　退職金制度の運用基準の制定とその範囲について教えてください  

Ｑ12　「全期間在級ポイント方式」の退職金規程の制定例について教えてください  

Ｑ13　切迫流産で長期に入院する場合は、傷病休職として取り扱っても差し支えないでしょうか  

Ｑ14　私傷病休職の開始時期を遅らせるためにはどうすればよいのでしょうか  

Ｑ15　育児休業を終了し復職する職員を、子会社へ出向させても問題ないでしょうか

Ｑ １　出向・転勤を行うためには、就業規則にどのように規定しておけばよろしいでしょうか

Ｑ ２　出向先の労働時間が出向元と異なる場合にはどのように取扱えばよいのでしょうか

Ｑ ３　従業員を関連子会社に半年間出向させる場合、社会保険は出向元、出向先どちらでかければいいのでしょうか

Ｑ ４　関連会社に移籍した者には、退職金の優遇措置をとらなければならないのでしょうか

Ｑ ５　出向社員の年次有給休暇を計算する場合、勤続年数の扱いはどうなりますか

Ｑ １　フレックスタイム制のもとでコアタイム以外の時間に業務することを命令することができるでしょうか

Ｑ ２　フレックスタイム制で、１日の最低就業時間を義務づけることはできるのでしょうか

Ｑ ３　女性従業員のみにフレックスタイム制を導入することは可能でしょうか

Ｑ ４　裁量労働制では年次有給休暇の管理はどうすればよいでしょうか

Ｑ １　パートタイマーとアルバイトの違いについて教えてください  

Ｑ 2パートタイマーやアルバイトについても労働者名簿や賃金台帳を作成しなければならないのでしょうか 労働契約を10年以上反復更新してきたパートタイマーを契約更新時に雇い止めとすることはできますか 契約社員の労働契約に関する注意点について教えてください  

Ｑ 3派遣社員が年次有給休暇を請求した場合、時季変更権を行使することはできますか  

Ｑ 4１年契約で雇用する契約社員を契約期間の途中で解雇することはできるのでしょうか  

Ｑ 5契約社員が期間満了によって退職する際の離職理由は「契約期間満了」とすべきなのか、「自己都合」とすべきなのか  

Ｑ 6パートタイム労働法の改正（平成20年４月１日施行）の背景とパートタイム労働者の定義について教えてください  

Ｑ 7着目すべきパートタイム労働法改正のポイントはどのような点ですか  

Ｑ 8改正パート労働法の対応に際し、事業者が最初に対応すべきことは何ですか  

Ｑ 9改正パート労働法に企業・事業所が対応すべき項目には、どのようなものがありますか  

Ｑ10通常の労働者とパートタイム労働者を明確に区分するための判断基準を教えてください  

Ｑ11改正パート労働法では、パートタイム労働者の処遇決定にあたり、どのような対応が求められるのでしょうか  

Ｑ12今回の改正における柱の一つにもなっているパートタイム労働者が通常の労働者、いわゆる正規労働者への転換措置として、企業はどのような措置を講じる必要がありますか  

Ｑ13改正パート労働法に企業・事業所が対応していくにあたり、行政の支援等はありますか  

Ｑ14パートタイム労働者に「企業を支えるスタッフの一員である」という意識を持ってもらうための教育訓練の導入事例を教えてください  

Ｑ15パートタイム労働者のレベルアップやモチベーションを向上させ、人材を活用するためには、どうしたらよいでしょうか  

Ｑ16パートタイム労働者のやる気を引き出し、人材として活用している事例があれば教えてください


Ｑ １　年功的な人事制度から能力重視の人事制度への変更を検討しています。能力評価の仕組みについて教えてください

Ｑ ２　職能資格制度を導入する際、社員の能力を測る基準が必要になりますが、何をベースにすればよいのでしょうか

Ｑ ３　能力主義人事制度を導入する際は、どのような手順で整備していけばよいでしょうか

Ｑ ４　能力主義人事制度の導入を考えています。そのために整備しなければならない制度について教えてください

Ｑ ５　職能資格制度を導入する際、職能資格等級の数は、どのように決定すればよいでしょうか

Ｑ ６　制度化してきた役職と職能資格等級はどのように結びつければ、よいのでしょうか

Ｑ ７　能力主義人事制度の評価対象である能力をどのように目に見える形で、具体化すればよいでしょうか

Ｑ ８　能力を目に見えるようにするツール課業一覧表の内容と作成方法に関して教えてください

Ｑ ９　職能要件書の内容と作成方法について教えてください

Ｑ10　能力主義人事制度が年功的で導入前とあまり変化がみられません。運用上の留意点について教えてください

Ｑ11　社員一人ひとりの能力を生かすために配置転換を考えていますが、社員にとって有効な制度はありますか

Ｑ12　社員の能力開発や環境変化等へ対応するため、人事異動を実施したいのですが、どのような点に注意すればよいですか

Ｑ13　業績悪化に伴い中高年齢層に早期退職を提案したいのですが、どのように行うべきでしょうか

Ｑ １　人事考課には、どのような方法があるか教えてください

Ｑ ２　人事考課制度を導入する際、日常業務の中で何を評価すればよいのでしょうか

Ｑ ３　人事考課を行うに当たって、評価期間をどのように設定すればよいのでしょうか

Ｑ ４　人事考課制度を導入し、昇給、賞与、昇進、配置転換に活用したいのですが、どのような効果が得られますか

Ｑ ５　人事考課の結果は、どのように数値化するのがよいでしょうか

Ｑ ６　人事考課の精度を高めるために、普段の人事考課をどのように進めればよいでしょうか

Ｑ ７　人事考課の公平性を確保していくための考課者の教育とは、具体的に何をしていけばよいでしょうか

Ｑ ８　人事考課者は、どのような点に配慮し、評価を進めていけばよいでしょうか

Ｑ ９　人事考課を行う際に、陥りやすい誤りとその対処方法を教えてください

Ｑ10　人事考課の結果をフォローや能力開発へと展開させるためには、どのような方策が考えられますか

Ｑ11　社員に目標を持たせて、その目標に沿う仕事をさせる際、社内でどのような制度を導入すればよいですか

Ｑ12　目標管理制度を導入するメリットとは、どのようなことですか

Ｑ13　目標管理制度を導入していますが、社員による目標の差を縮めるためにどうすればよいでしょうか


Ｑ １　新しい賃金体系の導入を検討しています。各賃金体系の特質を教えてください

Ｑ ２　現状の賃金の問題点を把握するための方法として、何があげられますか

Ｑ ３　基本給体系の見直しを図っています。基本給昇給額の決定方法について教えてください

Ｑ ４　能力を賃金に反映させるための基本給の組み立てについて、教えてください

Ｑ ５　人事考課の結果を反映させる賃金体系に年齢による定期昇給部分を残す場合の方法について教えてください

Ｑ ６　職能給の昇給方法にはどのようなものがありますか。教えてください

Ｑ ７　職能給表の作成に必要な考え方について教えてください

Ｑ ８　会社の業績評価の方法として、年俸制を考えています。採用形態について教えてください

Ｑ ９　管理者を中心に年俸制の導入を考えています。年俸制の導入手順について教えてください

Ｑ10　能力主義人事制度を導入していますが、社員の能力とは無関係なベースアップは必要でしょうか

Ｑ11　退職金制度の改定を考察しています。どのような方法があるでしょうか

Ｑ12　人事制度の見直しとしてコンピテンシーの導入を検討しています。コンピテンシーについて教えてください

Ｑ １　社員教育で効率的に成果をあげるために、どのようにプランを立てていけばよいでしょうか

Ｑ ２　社員教育に本腰を入れようと考えています。効果的な社員教育の方法について教えてください

Ｑ ３　新入社員の早期戦略化を図るためには、ＯＪＴをどのように進めるのがよいのでしょうか

Ｑ ４　新入社員の教育は、どのような内容で行えばよいでしょうか

Ｑ ５　新入社員を上手く育てたいと考えています。アドバイスをお願いします

Ｑ ６　社員の集合教育を行いたいのですが、効率を優先した方法について教えてください

Ｑ ７　若手社員のモラル低下が目に付きます。マナースキル向上のための教育内容を教えてください

Ｑ ８　社員本人のやる気を大きく引き出し、会社業績へと結びつける手段はありますか

Ｑ ９　自分から何かを計画して行動させるための何か良い方法はないでしょうか

Ｑ10　コミュニケーション不足で仕事にも差し障りがでてきているようなのですが、何か改善策はないでしょうか

Ｑ11　エンパワーメントという社員のやる気を引き出す手法とはどのようなものでしょうか

Ｑ12　我が社の社員は挨拶が苦手です。挨拶を徹底させるにはどうしたら良いでしょうか

Ｑ13　部下に注意を行いますが、結果が現れません。何かよい方法はないでしょうか

Ｑ14　マンネリ化の打開や管理能力の開発のための中堅社員の教育内容について教えてください

Ｑ15　部下を叱れない管理職を見ていて歯がゆく思うのですが、どのように対処すればよいですか

Ｑ16　管理職が部下育成を苦手としているようなのですが、何か良い方法はないでしょうか

Ｑ17　社員教育をＯＪＴ主体で進めたいと考えていますが、アドバイスをお願いします

Ｑ18　ＯＪＴの推進者は、どのようなことに気を付けたらよいでしょうか

Ｑ １　リーダー育成の重要性について教えてください  

Ｑ 2　リーダーに求められる能力要件を教えてください  

Ｑ 3　リーダーに求められる要件のひとつである「知識」は、具体的にどのような能力のことでしょうか  

Ｑ 4　リーダーに求められる要件のひとつである「意識」は、具体的にどのような能力のことでしょうか  

Ｑ 5　リーダーに求められる要件のひとつである「行動」とは、具体的にどのような能力のことでしょうか  

Ｑ 6　中小企業において、リーダーはどんな役割でしょうか  

Ｑ 7　中小企業におけるリーダー育成の方法を教えてください  

Ｑ 8　バランスのとれたリーダー層が育っているかどうか検証する方法を教えてください


Ｑ １　会計伝票とは何ですか？また、入金伝票、出金伝票、振替伝票の作成方法を教えてください

Ｑ ２　入出金伝票の特徴について教えてください

Ｑ ３　仕訳の考え方とルールについて教えてください

Ｑ ４　取引を行った際の仕訳と勘定科目について教えてください

Ｑ ５　請求書や領収書には、どのような情報が記載されているのでしょうか

Ｑ ６　売掛金とは何ですか？また、売掛金の管理の仕方について教えてください

Ｑ ７　手形の管理の仕方について教えてください

Ｑ ８　決算書とは何ですか。また、どのような手順で作成されるのですか

Ｑ ９　貸借対照表とはどのようなものですか。教えてください
Ｑ10　損益計算書とはどのようなものですか。教えてください
Ｑ11　会社の資産にはどのようなものがあるか教えてください

Ｑ12　会社の負債にはどのようなものがあるか教えてください

Ｑ13　資本とは何ですか？また、資本準備金の意味を教えてください
Ｑ14　売上高はどのように算出するのですか。方法について教えてください
Ｑ15　売上原価とは何ですか。どのように算出するか教えてください
Ｑ16　仕入高とはどのようなものを表しているか教えてください
Ｑ17　販売費及び一般管理費になるものには、どのようなものがあるか教えてください
Ｑ18　試算表による収益状況のチェックのしかたについて教えてください
Ｑ19　試算表にはどのような意味があるのでしょうか

Ｑ １　中小企業会計指針が作られたのは、どのような理由によるものでしょうか

Ｑ ２　会社法における計算書類とは、どんなものになるのですか

Ｑ ３　債権金額と取得価格に関する償却原価法について説明してください

Ｑ ４　有価証券の減損処理に際して「時価の著しい下落」の判定基準を教えてください

Ｑ ５　経過勘定の項目と会計処理および税務処理上のポイントを教えてください

Ｑ ６　ソフトウェアの会計処理法について教えてください

Ｑ ７　繰延資産の対象となる費用と会計処理について説明してください

Ｑ ８　研究開発費の会計処理および税務上の取り扱いについて教えてください
Ｑ ９　賞与引当金の会計処理および税務上の取り扱いについて教えてください

Ｑ10　退職金等の給付債務における簡便法について説明してください
Ｑ11　ファイナンスリースとオペレーティングリースの注記事項とは何でしょうか
Ｑ12　外貨建取引の円換算方法による計算のポイントはどのようなものになりますか

Ｑ13　後発事象の意味と記載の留意点を教えてください 

Ｑ14　計算書類の注記について記載する範囲をおしえてください

Ｑ15　計算書類の注記に関する具体例を説明してください

Ｑ １　「決算書」とは何ですか
Ｑ ２　「貸借対照表」とは何ですか
Ｑ ３　「損益計算書」とは何ですか
Ｑ ４　「株主資本等変動計算書」とは何ですか
Ｑ ５　「個別注記表」とは何ですか
Ｑ ６　信用力のある決算書とはどんなものですか
Ｑ ７　「金銭債権」は、どのように取り扱いますか
Ｑ ８　「貸倒損失・貸倒引当金」は、どのように取り扱いますか
Ｑ ９　「有価証券」は、どのように取り扱いますか
Ｑ10　「棚卸資産」は、どのように取り扱いますか
Ｑ11　「経過勘定等」は、どのように取り扱いますか
Ｑ12　「固定資産」は、どのように取り扱いますか
Ｑ13　「繰延資産」は、どのように取り扱いますか
Ｑ14　「金銭債務」は、どのように取り扱いますか
Ｑ15　「引当金」は、どのように取り扱いますか

Ｑ16　「退職給付債務・退職給付引当金」は、どのように取り扱いますか

Ｑ17　「税金費用・税金債務」は、どのように取り扱いますか

Ｑ18　「税効果会計」とは何ですか

Ｑ19　「純資産」はどのように取扱いますか

Ｑ20　「収益・費用」は、どのように取り扱いますか

Ｑ21　「外貨建取引等」は、どのように取り扱いますか

Ｑ22　「組織再編の会計（企業結合会計及び事業分離会計）は、どのように取り扱いますか

Ｑ23　「決算公告」は、どのように取り扱いますか

Ｑ24　会社の財務状況を診断する上で、基本的にチェックすべきポイントを教えてください

Ｑ25　自分の業種の経営指標は、どの程度なのでしょうか

Ｑ26　財務診断の分析結果を踏まえて、経営改善を行うにはどうすればよいですか

Ｑ27　事業計画書は、どのように作成すればよいですか

Ｑ28　キャッシュ・フロー計算書について教えてください

* は国税庁「タックスアンサー」より引用


Ｑ １　外国との関係にあたり税務上留意すべき点は何でしょうか
Ｑ ２　海外の取引先を開拓するにあたり支出した情報提供料の取り扱いと海外取引先と共同で合弁会社を設立する際の単独で設立する場合との税務上の違いを教えてください
Ｑ ３　米国取引先とパートナーシップ方式で合弁事業を行う課税関係と輸入取引を開始する消費税の取り扱いについて教えてください
Ｑ ４　決算期を迎える外貨建債権債務の円換算処理法を教えてください

Ｑ ５　独立企業間価格の算定方式について説明してください
Ｑ ６　外国税額控除制度について教えてください
Ｑ ７　直接税額控除の対象になる要件と計算方法を教えてください

Ｑ ８　間接税額控除の対象になる要件はどのようなものですか
Ｑ ９　移転価格税制について教えてください
Ｑ10　タックスヘイブン税制について教えてください


Ｑ １　会社の決算期を迎えるにあたり税務上の視点から留意すべき点を教えてください

Ｑ ２　棚卸資産の評価損について判断基準と間接コストはどのようなものになりますか

Ｑ ３　売掛債権の回収不能とされる税務上の基準は何でしょうか

Ｑ ４　交際費に認定されない取り扱いについて教えてください
Ｑ ５　いわゆる“打ち切り退職金”が支給できるケースについて教えてください

Ｑ ６　従業員や役員に対する「経済的利益」の判定と税務上の取り扱いについて教えてください
Ｑ ７　貸倒引当金の税務上の取扱い基準について教えてください

Ｑ １　税務調査が行われる時期やタイミング、心得について教えてください
Ｑ ２　税務調査の区分について教えてください
Ｑ ３　揃えておくべき証拠書類と調査の重点項目について教えてください
Ｑ ４　資産と負債項目、現金・預貯金の出納管理、売掛金・買掛金の各税務調査のポイントを教えてください
Ｑ ５　売上（売上除外）と仕入、貸倒償却、固定資産、一般管理費、販売費の各税務調査のポイントを教えてください
Ｑ ６　棚卸資産の調査の内容と評価方法について教えてください
Ｑ ７　役員に支払う報酬と賞与・退職金について調査のポイントを教えてください
Ｑ ８　従業員の給与手当、福利厚生費、広告宣伝費、交際費、旅費交通費の各税務調査のポイントを教えてください
Ｑ ９　消費税の税務調査の特色と必要な証拠書類、ポイント、注意点について教えてください


Ｑ １　パート収入はいくらまで税金がかからないか
Ｑ ２　家内労働者等の必要経費の特例
Ｑ ３　配偶者の所得がいくらまでなら配偶者控除が受けられるか
Ｑ ４　配偶者控除
Ｑ ５　配偶者特別控除

Ｑ １　還付申告   

Ｑ 2　災害や盗難などで資産に損害を受けたとき(雑損控除)   

Ｑ 3　医療費を支払ったとき（医療費控除）   

Ｑ 4　一定の寄附金を支払ったとき(寄附金控除)   

Ｑ 5　マイホームの取得と所得税の特例(住宅借入金等特別控除)   

Ｑ 6　配当所得があるとき(配当控除)   

Ｑ 7　中途退職で年末調整を受けていないとき   

Ｑ 8　サラリーマンの必要経費の概算計算(給与所得控除)   

Ｑ 9　給与所得者の特定支出控除   

Ｑ10　還付申告ができる期間と提出先   

Ｑ11　サラリーマンと電子申告

Ｑ １　マイホームの取得と所得税の特例（住宅借入金等特別控除）
Ｑ ２　マイホームを新築や購入したとき（住宅借入金等特別控除）
Ｑ ３　マイホームの増改築などをしたとき（住宅借入金等特別控除）

Ｑ ４　住宅借入金等特別控除の対象となる住宅ローン等

Ｑ ５　平成13年7月1日から16年12月31日までの間に居住の用に供した場合

Ｑ ６　平成11年1月1日から13年6月30日までの間に居住の用に供した場合

Ｑ ７　住宅ローン等の借換えをしたとき

Ｑ ８　マイホームの取得等と転勤

Ｑ ９　中古住宅を取得する際に住宅ローン等の残額を引継いだとき

Ｑ10　住宅借入金等特別控除を受けるための手続

Ｑ11　財形住宅貯蓄

Ｑ １　医療費を支払ったとき（医療費控除）
Ｑ ２　医療費控除の対象となる医療費
Ｑ ３　医療費控除の対象となる出産費用の具体例
Ｑ ４　医療費控除の対象となる介護保険制度下での施設サービスの対価
Ｑ ５　医療費控除の対象となる入院費用の具体例
Ｑ ６　医療費控除の対象となる介護保険制度下での居住サービスの対価
Ｑ ７　医療費控除の対象となる歯の治療費の具体例


Ｑ １　一定の寄附金を支払ったとき(寄附金控除)
Ｑ ２　寄附金控除の対象となる寄附金
Ｑ ３　政治献金と寄附金
Ｑ ４　政党等寄附金特別控除制度

Ｑ １　サラリーマンで確定申告が必要な人
Ｑ ２　同族会社の役員で確定申告の必要な人
Ｑ ３　災害減免法による所得税の軽減免除

Ｑ １　海外出向と所得税額の精算
Ｑ ２　海外出向と納税管理人の指定
Ｑ ３　海外出向中の不動産所得などの納税手続
Ｑ ４　海外に勤務する法人の役員などに対する報酬の支払いと税務
Ｑ ５　海外出向者の不動産の売却と税務

Ｑ １　退職金を受け取ったとき(退職所得)
Ｑ ２　退職所得の金額の計算方法
Ｑ ３　退職金と源泉徴収

Ｑ １　本人が受け取る公的年金等
Ｑ ２　遺族が受け取る公的年金等
Ｑ ３　本人が受け取る個人年金
Ｑ ４　遺族が受け取る個人年金
Ｑ ５　適格退職年金契約に係る課税関係

Ｑ １　障害者控除
Ｑ ２　お年寄りを扶養している人が受けられる所得税の特例
Ｑ ３　扶養家族に寝たきりの老人がいるときの控除額
Ｑ ４　障害者等のマル優(非課税貯蓄)

Ｑ １　利息を受け取ったとき(利子所得) 
Ｑ ２　障害者等のマル優(非課税貯蓄)
Ｑ ３　財形住宅貯蓄
Ｑ ４　財形年金貯蓄
Ｑ ５　非課税貯蓄を受けるための手続(障害者等のマル優)
Ｑ ６　割引債と税金
Ｑ ７　ゼロク－ポン債と税金
Ｑ ８　金融類似商品と税金

Ｑ １　配当金を受け取ったとき(配当所得)
Ｑ ２　配当所得があるとき(配当控除)
Ｑ ３　株式等を譲渡したときの課税(申告分離課税)
Ｑ ４　株式等以外の有価証券の譲渡による所得(総合課税)
Ｑ ５　平成１３年９月３０日以前に取得した上場株式等の取得費の特例
Ｑ ６　上場株式等に係る譲渡損失の繰越控除
Ｑ ７　購入価額１,０００万円までの非課税の特例
Ｑ ８　特定口座制度

Ｑ １　死亡保険金を受け取ったとき
Ｑ ２　満期保険金を受け取ったとき
Ｑ ３　所得補償保険の保険金を受け取ったとき

Ｑ １　加害者から治療費、慰謝料及び損害賠償金を受け取ったとき
Ｑ ２　遺族が損害賠償金を受け取ったとき
Ｑ ３　加害者として損害賠償金を支払ったとき

Ｑ １　不動産収入を受け取ったとき(不動産所得)
Ｑ ２　事業としての不動産貸付けとそれ以外の区分
Ｑ ３　不動産収入金額とその計算
Ｑ ４　修繕費とならないものの判定
Ｑ ５　立退料を支払ったとき
Ｑ ６　減価償却のあらまし
Ｑ ７　不動産所得が赤字のときの他の所得との通算
Ｑ ８　新たに不動産の貸付けを始めたときの届出など

Ｑ １　事業所得の課税のしくみ(事業所得)
Ｑ ２　青色申告制度
Ｑ ３　青色申告特別控除
Ｑ ４　専従者給与と専従者控除
Ｑ ５　白色申告者の記帳・記録保存制度
Ｑ ６　新たに事業を始めたときの届出など
Ｑ ７　個人事業者の納税地等に異動があった場合の届出関係
Ｑ ８　事業主がしなければならない源泉徴収
Ｑ ９　収入金額とその計算
Ｑ10　 やさしい必要経費の知識
Ｑ11　 減価償却のあらまし
Ｑ12　 定額法と定率法による減価償却

Ｑ １　所得税とは
Ｑ ２　納税義務者となる個人
Ｑ ３　居住者・非居住者の判定 （複数の滞在地がある人の場合）
Ｑ ４　確定申告
Ｑ ５　納税者が死亡したときの確定申告(準確定申告)
Ｑ ６　確定申告書の提出先(納税地)
Ｑ ７　還付申告
Ｑ ８　還付申告ができる期間と提出先
Ｑ ９　予定納税
Ｑ10　確定申告を忘れたとき
Ｑ11　確定申告を間違えたとき

Ｑ １　総合課税制度
Ｑ ２　源泉分離課税制度
Ｑ ３　申告分離課税制度
Ｑ ４　損益通算
Ｑ ５　マイホームの買換え等の場合の譲渡損失の損益通算及び繰越控除の順序
Ｑ ６　所得税の税率

Ｑ １　所得区分のあらまし
Ｑ ２　利息を受け取ったとき(利子所得) 
Ｑ ３　配当金を受け取ったとき(配当所得)
Ｑ ４　事業所得の課税のしくみ(事業所得)
Ｑ ５　不動産収入を受け取ったとき(不動産所得)
Ｑ ６　給与所得
Ｑ ７　退職金を受け取ったとき(退職所得)
Ｑ ８　譲渡所得(土地や建物を譲渡したとき)
Ｑ ９　譲渡所得(土地や建物以外の資産を譲渡したとき)
Ｑ10　山林所得
Ｑ11　一時所得
Ｑ12　雑所得

Ｑ １　所得控除のあらまし
Ｑ ２　災害や盗難などで資産に損害を受けたとき(雑損控除)
Ｑ ３　医療費を支払ったとき（医療費控除）
Ｑ ４　社会保険料控除
Ｑ ５　小規模企業共済等掛金控除
Ｑ ６　生命保険料控除
Ｑ ７　生命保険料控除の対象となる保険契約
Ｑ ８　損害保険料控除
Ｑ ９　損害保険料控除の対象となる保険契約
Ｑ10　一定の寄附金を支払ったとき(寄附金控除)
Ｑ11　障害者控除
Ｑ12　寡婦控除
Ｑ13　寡夫控除
Ｑ14　勤労学生控除
Ｑ15　扶養控除
Ｑ16　配偶者控除
Ｑ17　配偶者特別控除
Ｑ18　基礎控除

Ｑ １　税額控除とは
Ｑ ２　マイホームの取得と所得税の特例(住宅借入金等特別控除)
Ｑ ３　外国税額控除
Ｑ ４　配当所得があるとき(配当控除)
Ｑ ５　政党等寄付金特別控除制度


Ｑ １　源泉徴収義務者とは
Ｑ ２　源泉所得税の納付期限と納期の特例
Ｑ ３　給与所得となるもの
Ｑ ４　税額表の種類と使い方
Ｑ ５　パートやアルバイトの源泉徴収
Ｑ ６　海外に転勤した人の源泉徴収
Ｑ ７　2か所以上から給与をもらっている人の源泉徴収
Ｑ ８　賞与に対する源泉徴収
Ｑ ９　給与が一部未払いの場合の源泉徴収
Ｑ10　給与の改訂差額に対する税額の計算

Ｑ １　電車・バス通勤者の通勤手当
Ｑ ２　マイカー・自転車通勤者の通勤手当
Ｑ ３　職務に必要な技術などを習得する費用を支出したとき
Ｑ ４　創業記念品や永年勤続表彰記念品の支給をしたとき
Ｑ ５　食事を支給したとき
Ｑ ６　使用人に社宅や寮などを貸したとき
Ｑ ７　役員に社宅などを貸したとき
Ｑ ８　従業員レクリエーション旅行や研修旅行
Ｑ ９　金銭を低い利息で貸し付けたとき
Ｑ10　使用人に住宅を取得する資金を貸し付けたとき

Ｑ １　年末調整のしかた
Ｑ ２　年末調整の対象となる人
Ｑ ３　年末調整の対象となる給与
Ｑ ４　年末調整の後に扶養親族等が異動したとき
Ｑ ５　中途就職者の年末調整

Ｑ １　退職金に対する源泉徴収
Ｑ ２　同じ年に2か所以上から退職金をもらったとき

Ｑ １　源泉徴収が必要な報酬・料金等とは
Ｑ ２　原稿料や講演料などを支払ったとき
Ｑ ３　弁護士や税理士などに支払う報酬・料金
Ｑ ４　司法書士などに支払う報酬・料金
Ｑ ５　外交員などに支払う報酬・料金
Ｑ ６　ホステスなどに支払う報酬・料金
Ｑ ７　専属契約などで支払う契約金
Ｑ ８　広告宣伝のために支払う賞金など

Ｑ １　非居住者等に対する課税のしくみ
Ｑ ２　居住者と非居住者の区分
Ｑ ３　国内源泉所得の範囲
Ｑ ４　恒久的施設(ＰＥ)
Ｑ ５　源泉徴収義務者・源泉徴収の税率
Ｑ ６　租税条約による課税の特例
Ｑ ７　海外出向と所得税額の精算
Ｑ ８　海外出向と納税管理人の指定
Ｑ ９　海外出向中の不動産所得などの納税手続
Ｑ10　海外に勤務する法人の役員などに対する報酬の支払いと税務
Ｑ11　海外出向者の不動産の売却と税務
Ｑ12　海外に転勤した人の源泉徴収


Ｑ １　新設法人の届出書類

Ｑ １　役員の範囲
Ｑ ２　役員報酬と役員賞与の区分
Ｑ ３　役員が法人の資産を低額で譲り受けたとき
Ｑ ４　使用人が役員へ昇格したとき又は役員が分掌変更したときの退職金
Ｑ ５　役員の退職金の損金算入時期
Ｑ ６　役員のうち使用人兼務役員になれない人
Ｑ ７　役員に対する給与
Ｑ ８　特殊支配同族会社の役員給与の損金不算入

Ｑ １　個人事業当時からの使用人に対する退職金
Ｑ ２　適格退職年金契約とはどのような退職年金契約をいうのですか
Ｑ ３　適格退職年金契約に係る課税関係
Ｑ ４　使用人賞与の損金算入時期

Ｑ １　出向先法人が支出する給与負担金の報酬と賞与の区分
Ｑ ２　出向者に対する給与の較差補てん金の取扱い
Ｑ ３　出向先法人が支出する退職金の負担金の取扱い

Ｑ １　交際費等と広告宣伝費との区分 
Ｑ ２　交際費等と福利厚生費との区分
Ｑ ３　交際費等と寄附金との区分
Ｑ ４　交際費等の範囲

Ｑ １　交際費等と寄附金との区分
Ｑ ２　子会社等を整理・再建する場合の損失負担等に係る質疑応答事例等
Ｑ ３　子会社等を整理する場合の損失負担等
Ｑ ４　子会社等を再建する場合の無利息貸付け等
Ｑ ５　宅地開発等に際して支出する開発負担金等
Ｑ ６　特定公益増進法人に対する寄附金

Ｑ １　損金の額に算入される租税公課等の範囲と損金算入時期

Ｑ １　貸倒損失として処理できる場合

Ｑ １　養老保険の保険料の取扱い
Ｑ ２　定期保険の保険料の取扱い
Ｑ ３　定期付養老保険の保険料の取扱い

Ｑ １　短期前払費用として損金算入ができる場合
Ｑ ２　ゴルフクラブの入会金と会費の取扱い
Ｑ ３　同業者団体の入会金と会費の取扱い
Ｑ ４　携帯電話等の加入費の取扱い

Ｑ １　減価償却資産の取得価額に含めないことができる付随費用
Ｑ ２　土地とともに取得した建物を取り壊した場合の取得価額
Ｑ ３　修繕費とならないものの判定
Ｑ ４　少額の減価償却資産になるかどうかの判定の例示
Ｑ ５　中小企業者等の少額減価償却資産の取得価額の損金算入の特例
Ｑ ６　ソフトウェアの取得価額と耐用年数
Ｑ ７　宅地開発等に際して支出する開発負担金等
Ｑ ８　中古資産の耐用年数
Ｑ ９　資本的支出後の資産の耐用年数
Ｑ10　他人の建物に対する造作の耐用年数
Ｑ11　減価償却資産の償却方法の変更

Ｑ １　中小企業者等が機械等を取得した場合等の特別償却又は税額控除
Ｑ ２　ＩＴ投資促進税制（情報通信機器等を取得した場合等の特別償却又は税額控除）について
Ｑ ３　人材投資促進税制（教育訓練費の税額控除）
Ｑ ４　研究開発減税（研究開発促進税制）について
Ｑ ５　設備投資減税（開発研究用設備の特別償却制度）について
Ｑ ６　研究開発税制について（概要）（平成18年４月１日以後開始する事業年度分）
Ｑ ７　試験研究費の総額に係る税額控除制度
Ｑ ８　特別試験研究に係る税額控除制度
Ｑ ９　中小企業技術基盤強化税制
Ｑ10　情報基盤強化設備等を取得した場合の特別償却又は税額控除
Ｑ11　情報基盤強化設備等を賃借した場合の税額控除（リース税額控除）
Ｑ12　繰越税額控除限度超過額等の繰越控除制度

Ｑ １　建物を賃借するための権利金等
Ｑ ２　公共的施設などの負担金
Ｑ ３　宅地開発等に際して支出する開発負担金等

Ｑ １　一括評価金銭債権に係る貸倒引当金の対象となる金銭債権の範囲
Ｑ ２　退職給与引当金に関する経過措置
Ｑ ３　使用人賞与の損金算入時期

Ｑ １　有価証券の評価損が認められる場合

Ｑ １　土地建物の交換をしたときの特例
Ｑ ２　借地権と底地を交換したとき
Ｑ ３　交換差金を受け取ったとき
Ｑ ４　土地建物と土地を等価で交換をしたとき
Ｑ ５　資産の一部を交換とし、一部を売買としたとき
Ｑ ６　不動産業者などが所有している土地建物と交換したとき
Ｑ ７　保険金等で取得した固定資産等の圧縮記帳

Ｑ １　収用等があったときの圧縮記帳
Ｑ ２　特定資産を買い換えた場合の圧縮記帳
Ｑ ３　特定資産を買い換えた場合の圧縮記帳の対象となる資産
Ｑ ４　既成市街地等の区域内からその区域外への買換えの場合
Ｑ ５　圧縮限度額の計算
Ｑ ６　譲渡した事業年度に買換えができなかったとき
Ｑ ７　期限までに買換資産を買えなかったとき
Ｑ ８　既成市街地等の範囲

Ｑ １　売買とされるリ－ス取引

Ｑ １　権利金の認定課税について
Ｑ ２　借地権の取得価額
Ｑ ３　相当の地代及び相当の地代の改訂
Ｑ ４　借地権の返還を受けた場合の処理

Ｑ １　所得税額控除
Ｑ ２　使途秘匿金の支出がある場合の課税の特例
Ｑ ３　青色申告書を提出した事業年度の欠損金の繰越控除

Ｑ １　税効果会計の適用と税務上の取扱い
Ｑ ２　帳簿書類等の保存期間及び保存方法


Ｑ １　消費税のしくみ
Ｑ ２　課税の対象
Ｑ ３　事業者とは
Ｑ ４　対価を得て行うとは
Ｑ ５　課税の対象となる取引
Ｑ ６　納税義務者
Ｑ ７　国内取引の納税義務者
Ｑ ８　共同企業体の納税義務
Ｑ ９　輸入する貨物の納税義務者
Ｑ10　課税期間
Ｑ11　納税義務の成立の時期
Ｑ12　資産の譲渡の具体例
Ｑ13　資産の貸付けの具体例
Ｑ14　役務の提供の具体例
Ｑ15　課税の対象とならないもの(不課税)の具体例
Ｑ16　延払基準、工事進行基準を用いているとき
Ｑ17　前受金や前払金などがあるとき

Ｑ 1　非課税となる取引   

Ｑ 2　非課税と免税の違い   

Ｑ 3　非課税と不課税の違い   

Ｑ 4　国外取引   

Ｑ 5　駐車場の使用料など   

Ｑ 6　身体障害者用物品に該当する自動車   

Ｑ 7　預金や貸付金の利子など   

Ｑ 8　地代、家賃や権利金、敷金など   

Ｑ 9　商品券やプリペイドカードなど   

Ｑ10　住宅の貸付け   

Ｑ11　学校の授業料や入学検定料   

Ｑ12　売掛債権とは別に請求する利子   

Ｑ13　有価証券の先物取引   

Ｑ14　ゴルフ会員権   

Ｑ15　キャンセル料   

Ｑ16　損害賠償金   

Ｑ17　建物賃貸借契約の違約金など

Ｑ １　課税標準
Ｑ ２　消費税及び地方消費税の税率
Ｑ ３　商品の安売りや下取りがあるとき
Ｑ ４　たばこ税、酒税などの個別消費税の取扱い
Ｑ ５　個人事業者の自家消費の取扱い
Ｑ ６　法人の役員に対する贈与・低額譲渡の取扱い
Ｑ ７　為替差損益の取扱い

Ｑ １　納付税額の計算のしかた   

Ｑ 2　課税売上げと課税仕入れ   

Ｑ 3　値引き、返品、割戻しなどを行った場合の税額の調整（売上げに係る対価の返還等）   

Ｑ 4　値引き、返品、割戻しなどを行った場合の税額の調整（仕入れに係る対価の返還等）   

Ｑ 5　貸倒れに係る税額の調整   

Ｑ 6　端数計算   

Ｑ 7　税抜経理方式又は税込経理方式による経理処理   

Ｑ 8　課税標準額に対する消費税額の計算の特例   

Ｑ 9　消費税額等の積上げによって仕入れに対する消費税額を計算するとき


Ｑ １　仕入控除税額の計算方法   

Ｑ 2　課税売上割合の計算方法   

Ｑ 3　課税売上割合に準ずる割合   

Ｑ 4　課税売上割合が著しく変動したときの調整

Ｑ １　仕入税額の控除の対象となるもの   

Ｑ 2　免税事業者や消費者から仕入れたとき   

Ｑ 3　出張旅費、宿泊費、日当、通勤手当などの取扱い   

Ｑ 4　寄附金や交際費の取扱い   

Ｑ 5　会費や入会金の仕入税額控除   

Ｑ 6　従業員の食事代の負担など   

Ｑ 7　使用人の出向・人材派遣など   

Ｑ 8　共同行事負担金   

Ｑ 9　建設仮勘定の仕入税額控除の時期   

Ｑ10　未成工事支出金の仕入税額控除の時期   

Ｑ11　免税事業者が課税事業者となったとき   

Ｑ12　国、地方公共団体や公共・公益法人等に特定収入がある場合の仕入控除税額の調整   

Ｑ13　仕入税額控除をするための帳簿及び請求書等の保存

Ｑ14　仕入税額控除のために保存する帳簿の記載内容

Ｑ １　納税義務の免除
Ｑ ２　基準期間がない法人の納税義務の特例
Ｑ ３　簡易課税制度
Ｑ ４　簡易課税制度の事業区分
Ｑ ５　簡易課税制度の適用と経理処理
Ｑ ６　卸売業とされる事業
Ｑ ７　新規開業又は法人の新規設立のとき

Ｑ １　輸出取引の免税
Ｑ ２　海外旅行者が出国に際して携帯する物品の輸出免税
Ｑ ３　外国人旅行者等が国外へ持ち帰る物品についての輸出免税
Ｑ ４　輸入取引
Ｑ ５　非居住者に対する役務の提供

Ｑ １　申告と納税
Ｑ ２　納付税額がないときの確定申告
Ｑ ３　中間申告の方法
Ｑ ４　免税事業者と仕入税額の還付
Ｑ ５　確定申告書等に添付することとなる書類
Ｑ ６　納税地
Ｑ ７　帳簿の記載事項と保存
Ｑ ８　請求書等の記載事項や発行のしかた
Ｑ ９　消費税の各種届出書
Ｑ10　やむを得ない事情により課税事業者選択届出書等の提出が間に合わなかった場合
Ｑ11　災害等により簡易課税制度の適用を受ける（受けることをやめる）必要が生じた場合
Ｑ12　貸倒債権を回収したときの消費税額の計算
Ｑ13　非居住者の申告・届出の方法

Ｑ １　納付税額又は還付税額の経理処理
Ｑ ２　税抜経理と税込経理の選択適用(法人の場合)
Ｑ ３　税抜経理と税込経理の選択適用(個人の場合)
Ｑ ４　税抜経理と税込経理の併用と経理処理
Ｑ ５　交際費等の損金不算入を算出する場合における消費税の取扱い
Ｑ ６　控除できなかった消費税額等（控除対象外消費税額等）の処理
Ｑ ７　消費税等と印紙税
Ｑ ８　消費税等と源泉所得税
Ｑ ９　消費税等と譲渡所得
Ｑ10　「総額表示」の義務付け


Ｑ １　課税文書に該当するかどうかの判断   

Ｑ 2　不動産の譲渡・消費貸借等に関する契約書   

Ｑ 3　請負に関する契約書   

Ｑ 4　約束手形及び為替手形   

Ｑ 5　継続的取引の基本となる契約書   

Ｑ 6　金銭又は有価証券の受取書、領収書   

Ｑ 7　建物賃貸借契約書   

Ｑ 8　駐車場を借りたときの契約書   

Ｑ 9　不動産の譲渡に関する契約書等に係る印紙税の軽減措置   

Ｑ10　契約書の写し、副本、謄本等   

Ｑ11　予約契約書、仮契約書、仮領収書   

Ｑ12　文書の記載金額   

Ｑ13　契約金額を変更する契約書の記載金額   

Ｑ14　消費税の額が区分記載された契約書等の記載金額   

Ｑ15　営業に関しない受取書   

Ｑ16　契約内容を変更する文書   

Ｑ17　誤って納付した印紙税の還付   

Ｑ18　印紙税を納めなかったとき   

Ｑ19　印紙税額の一覧表（その1）第1号文書から第4号文書まで   

Ｑ20　印紙税額の一覧表（その2）第5号文書から第20号文書まで   

Ｑ2１　相殺した場合の領収書

Ｑ １　登録免許税のあらまし
Ｑ ２　登録免許税の税額表
Ｑ ３　自動車重量税のあらまし
Ｑ 4　使用済自動車に係る自動車重量税の廃車還付制度



Ｑ １　譲渡所得の申告期限
Ｑ ２　譲渡所得の対象となる資産と課税方法
Ｑ ３　国や地方公共団体又は公益法人に財産を寄附したとき
Ｑ ４　土地を貸し付けて権利金などをもらったとき
Ｑ ５　離婚して土地建物などを渡したとき
Ｑ ６　不動産を法人に現物出資した場合の収入金額
Ｑ ７　譲渡担保により資産を移転したとき

Ｑ １　譲渡所得の計算のしかた(総合課税)   

Ｑ 2　借家人が立退料をもらったとき   

Ｑ 3　ゴルフ会員権の譲渡による所得   

Ｑ 4　金地金を売ったときの税金   

Ｑ 5　株式等を譲渡したときの課税(申告分離課税)   

Ｑ 6　海外出向者が株式を譲渡した場合   

Ｑ 7　譲渡した株式等の取得費   

Ｑ 8　同一銘柄の株式等を2回以上にわたって購入している場合の取得費   

Ｑ 9　株式等以外の有価証券の譲渡による所得(総合課税)   

Ｑ10　平成13年9月30日以前に取得した上場株式等の取得費の特例   

Ｑ11　株式等の譲渡損失（赤字）の取扱い   

Ｑ12　上場株式等に係る譲渡損失の繰越控除   

Ｑ13　特定口座制度   

Ｑ14　相続により取得した非上場株式を発行会社に譲渡した場合の課税の特例

Ｑ １　譲渡所得の計算のしかた(分離課税)
Ｑ ２　不動産を譲渡して譲渡損失が生じる場合の損益通算
Ｑ 3　長期譲渡所得の税額の計算
Ｑ 4　短期譲渡所得の税額の計算
Ｑ 5　土地建物を売ったときの収入金額に含める金額
Ｑ 6　時価より低い価額で売ったとき
Ｑ 7　保証債務を履行するために土地建物などを売ったとき
Ｑ 8　譲渡所得の特別控除の種類

Ｑ １　取得費となるもの
Ｑ ２　譲渡費用となるもの
Ｑ ３　取得費が分からないとき
Ｑ ４　建物の取得費の計算
Ｑ ５　借入金の利子が取得費になるとき
Ｑ ６　相続財産を譲渡した場合の取得費の特例
Ｑ ７　相続や贈与によって取得した土地・建物の取得費と取得の時期
Ｑ ８　買換えなどで取得した資産の取得費と取得の時期

Ｑ １　不動産を譲渡して譲渡損失が生じる場合の損益通算
Ｑ ２　マイホームを売ったときの特例
Ｑ ３　マイホームを売ったときの軽減税率の特例
Ｑ ４　共有のマイホームを売ったとき
Ｑ ５　家屋と敷地の所有者が異なるとき
Ｑ ６　空家にしていたマイホームを売ったとき
Ｑ ７　妻子だけが住んでいるマイホ－ムを売ったとき
Ｑ ８　マイホ－ムを取り壊した後に敷地を売ったとき
Ｑ ９　特定居住用財産の譲渡損失の損益通算及び繰越控除の特例
Ｑ10　特定居住用財産の譲渡損失の損益通算及び繰越控除の対象となる「譲渡資産」及び「特定譲渡」とは
Ｑ11　特定居住用財産の譲渡損失の損益通算及び繰越控除の申告手続と証明書類

Ｑ １　不動産を譲渡して譲渡損失が生じる場合の損益通算   

Ｑ 2　特定のマイホームを買い換えたときの特例   

Ｑ 3　売った金額より少ない金額でマイホームを買い換えたとき   

Ｑ 4　譲渡した年に買換えができなかったとき   

Ｑ 5　居住用財産の買換えの特例を受けて買い換えた資産の取得価額とされる金額の計算   

Ｑ 6　マイホームの買換えの際、譲渡損失があるとき(マイホームの買換え等の場合の譲渡損失の損益通算及び繰越控除の特例)   

Ｑ 7　「マイホームの買換え等の場合の譲渡損失の損益通算及び繰越控除の特例」の対象となる「譲渡資産」及び「買換資産」とは   

Ｑ 8　「マイホームの買換え等の場合の譲渡損失の損益通算及び繰越控除の特例」の対象となる「特定譲渡」とは   

Ｑ 9　「マイホームの買換え等の場合の譲渡損失の損益通算及び繰越控除の特例」の対象となる住宅ローン

Ｑ10　「マイホームの買換え等の場合の譲渡損失の損益通算及び繰越控除の特例」を受けるための手続等

Ｑ11　マイホームの買換え等の場合の譲渡損失の損益通算及び繰越控除の順序   

Ｑ12　居住用財産の買換え等の場合の譲渡損失の損益通算及び繰越控除を適用した後の修正申告

Ｑ １　不動産を譲渡して譲渡損失が生じる場合の損益通算
Ｑ ２　事業用の資産の範囲
Ｑ ３　事業用の資産を買い換えたときの特例
Ｑ ４　既成市街地等から郊外への買換えの具体例
Ｑ ５　親族の事業の用に使わせている資産を買い換えたとき
Ｑ ６　売った金額より少ない金額で事業用の資産を買い換えたとき
Ｑ ７　売った金額以上の金額で事業用の資産を買い換えたとき
Ｑ ８　譲渡した年に買換えができなかったとき
Ｑ ９　期限までに買換資産を買えなかったとき
Ｑ10　事業用資産の買換えの特例を受けて買い換えた資産の取得価額とされる金額の計算
Ｑ11　既成市街地等の範囲

Ｑ １　店舗併用住宅を売ったときの特例
Ｑ ２　店舗併用住宅を買い換えたときの特例

Ｑ １　土地建物の交換をしたときの特例
Ｑ ２　借地権と底地を交換したとき
Ｑ ３　交換差金を受け取ったとき
Ｑ ４　土地建物と土地を等価で交換したとき
Ｑ ５　資産の一部を交換とし、一部を売買としたとき
Ｑ ６　不動産業者などが所有している土地建物と交換したとき

Ｑ １　収用等により土地建物を売ったときの特例
Ｑ ２　収用等により取得する各種補償金の所得区分

Ｑ １　居住者が海外の不動産を売却した場合の課税関係等  



Ｑ １　相続税がかかる場合
Ｑ ２　相続時精算課税の選択
Ｑ ３　相続税がかかる財産
Ｑ ４　相続税がかからない財産
Ｑ ５　交通事故の損害賠償金
Ｑ ６　相続税の対象になる死亡保険金
Ｑ ７　遺族が受け取る死亡退職金
Ｑ ８　弔慰金を受け取ったときの取扱い
Ｑ ９　遺族が取得する年金受給権
Ｑ10　相続財産から控除できる債務
Ｑ11　相続財産から控除できる葬式費用
Ｑ12　相続人の範囲と法定相続分
Ｑ13　土地家屋の評価
Ｑ14　相続人が外国に居住しているとき
Ｑ15　相続財産を公益法人などに寄付したとき
Ｑ16　農業相続人が農地等を相続した場合の納税猶予

Ｑ 1　相続税の計算
Ｑ 2　相続税の税率
Ｑ 3　配偶者の税額の軽減
Ｑ 4　贈与財産の加算と税額控除
Ｑ 5　未成年者の税額控除
Ｑ 6　障害者の税額控除
Ｑ 7　相続人の中に養子がいるとき
Ｑ 8　代償分割が行われた場合の相続税の課税価格の計算

Ｑ 1　相続税の申告のために必要な準備
Ｑ 2　相続税の申告と納税
Ｑ 3　コンビニ納付

Ｑ 4　相続財産が分割されていないときの申告
Ｑ 5　相続税の延納
Ｑ 6　相続税の物納

Ｑ １　相続時精算課税の選択   

Ｑ 2　相続税の計算   

Ｑ 3　贈与税の計算(相続時精算課税の選択をした場合)   

Ｑ 4　住宅取得等資金の贈与を受けた場合の特例(相続時精算課税)   

Ｑ 5　住宅取得等資金の贈与を受けた場合の贈与税の計算(相続時精算課税の選択をした場合)   

Ｑ 6　特定同族株式等の贈与を受けた場合の特例(相続時精算課税)


Ｑ １　贈与税がかかる場合   

Ｑ 2　贈与税がかからない場合   

Ｑ 3　贈与税の計算と税率(暦年課税)   

Ｑ 4　贈与税の計算(相続時精算課税の選択をした場合)   

Ｑ 5　共働きの夫婦が住宅を買ったとき   

Ｑ 6　離婚して財産をもらったとき   

Ｑ 7　贈与税の対象になる生命保険金   

Ｑ 8　親から金銭を借りた場合   

Ｑ 9　著しく低い価額で財産を譲り受けたとき   

Ｑ10　債務免除等を受けた場合   

Ｑ11　負担付贈与に対する課税   

Ｑ12　贈与税の申告と納税   

Ｑ13　コンビニ納付   

Ｑ14　受贈者が外国に居住しているとき   

Ｑ15　土地家屋の評価   

Ｑ16　農業後継者が農地等の贈与を受けた場合の納税猶予  

Ｑ １　夫婦の間で居住用の不動産を贈与したときの配偶者控除
Ｑ ２　配偶者控除の対象となる居住用不動産の範囲

Ｑ １　住宅取得等資金の贈与を受けた場合の特例(相続時精算課税)
Ｑ ２　住宅取得等資金の贈与を受けた場合の贈与税の計算(相続時精算課税の選択をした場合)

Ｑ １　親の土地に子供が家を建てたとき
Ｑ 2　使用貸借に係る土地を贈与により取得した場合の課税価格

Ｑ 3　親の借地に子供が家を建てたとき
Ｑ 4　親名義の建物に子供が増築したとき
Ｑ 5　親が借地している土地の底地部分を子供が買い取ったとき

Ｑ １　相続時精算課税の選択
Ｑ ２　相続税の計算
Ｑ ３　贈与税の計算(相続時精算課税の選択をした場合)
Ｑ ４　住宅取得等資金の贈与を受けた場合の特例(相続時精算課税)   

Ｑ 5　住宅取得等資金の贈与を受けた場合の贈与税の計算(相続時精算課税の選択をした場合)   

Ｑ 6　特定同族株式等の贈与を受けた場合の特例(相続時精算課税)  


Ｑ １　住民税が課税されると聞きましたが、どのような税金なのでしょうか

Ｑ ２　個人の住民税の納税義務者について、住民税がかからない人もいるようですが、どのような場合なのか教えてください

Ｑ ３　個人の住民税は前年の所得を基準に計算するそうですが、その計算方法と適用税率について教えてください

Ｑ ４　法人税の申告書の提出の際、地方税についても同時に申告をしております。法人地方税の納税義務者、法人割の税率について教えてください

Ｑ ５　資本金は5,000万円、従業員150人の場合、住民税の均等割りはどのように算定するのでしょうか

Ｑ ６　従業員が退職する予定ですが、毎月給与天引きしている住民税はどのように納付したらよいでしょうか

Ｑ ７　個人住民税の納税方法には、特別徴収と普通徴収の二つの方法があるそうですが違いを教えてください

Ｑ ８　住民税も所得税と同じ所得控除がありますが金額はすべて一緒と考えてよろしいでしょうか


Ｑ １　昨年自宅を購入し、固定資産税が課税されるとききました。固定資産税の納税義務者について教えてください

Ｑ ２　固定資産税は何を基準にして課税されるものなのでしょうか。また納付時期について、教えてください

Ｑ ３　新築住宅には、固定資産税の軽減措置があるそうですが、どのような場合に適用されるのでしょうか

Ｑ ４　固定資産税の納税通知書に都市計画税と記載がありますが、都市計画税の概要について教えてください

Ｑ １　土地取得の際、不動産取得税等の他に特別土地保有税が課税されるそうですが、概要について教えてください

Ｑ ２　不動産を購入すると不動産取得税が課税されると聞きましたが、どのような税金ですか

Ｑ ３　新築住宅の敷地の用に供している土地について、不動産所得税の軽減措置はあるのですか

Ｑ ４　会社設立の際、法人税のほかに事業税も課税されると聞きました。どのような場合に事業税は課税されるのでしょうか

Ｑ ５　個人事業を行なう場合、事業税が課税されると聞きましたが、どのような場合に課税されるのでしょうか

Ｑ ６　事業所税の課税の基礎について、教えてください。また、免税となる床面積等についても教えてください

Ｑ ７　自動車を購入する際及び所有している際に、課税される税金にはどのようなものがありますか



Ｑ １　土地家屋の評価   

Ｑ 2　宅地の評価単位   

Ｑ 3　路線価方式による宅地の評価   

Ｑ 4　地区の異なる2以上の路線に接する宅地の評価   

Ｑ 5　特定路線価の設定の申出   

Ｑ 6　相続した住宅や事業用の宅地等の価額の特例(小規模宅地等の特例)   

Ｑ 7　外貨（現金）の評価   

Ｑ 8　広大地の評価   

Ｑ 9　特定事業用資産についての相続税の課税価格の計算の特例   

Ｑ10　借地権の評価   

Ｑ11　定期借地権付住宅の底地評価   

Ｑ12　貸宅地の評価   

Ｑ13　貸家建付地の評価   

Ｑ14　利用価値が著しく低下している宅地の評価   

Ｑ15　無道路地の評価   

Ｑ16　私道に沿接する宅地の評価   

Ｑ17　私道の評価   

Ｑ18　農地の評価   

Ｑ19　生産緑地の評価   

Ｑ20　貸駐車場として利用している土地の評価   

Ｑ21　建築中の家屋の評価   

Ｑ22　上場株式の評価   

Ｑ23　気配相場等のある株式の評価   

Ｑ24　取引相場のない株式の評価   

Ｑ25　利付公社債・割引発行の公社債の評価   

Ｑ26　貸付信託・証券投資信託の評価   

Ｑ27　ゴルフ会員権の評価   

Ｑ28　生命保険契約に関する権利の評価




　採用試験日の通知書

（Ａ４）

　採用内定の通知書

（Ａ４）

　採用通知書


（Ａ４）

　採用内定者の父兄への挨拶状
（Ａ４）

　不採用の通知書

（Ａ４）

　不採用決定の通知状

（Ｂ５）

　その他、２フォーマット


　労働契約書


（Ａ４）

　雇用契約書


（Ａ４）

　入社承諾書


（Ａ４）

　入社誓約書


（Ａ４）

　誓約保証書


（Ａ４）

　身元保証書


（Ｂ４）

　その他、２フォーマット


　履歴書


（Ａ４）

　技術関係経歴書

（Ａ４）

　自己紹介書


（Ａ４）

　家族状況調書


（Ａ４）


　住所届


（Ｂ６）

　住所変更届①


（Ａ４）

　家族異動状況届

（Ａ４）

　身元保証人変更届

（Ａ４）

　結婚届


（Ａ４）

　慶弔事届（Excel）

（Ａ４）

　その他、４フォーマット


　欠勤届


（Ｂ６）

　休暇届


（Ｂ６）

　遅刻・早退・外出願

（Ｂ６）

　時間外勤務申請書

（Ｂ６）

　届出（休日出勤）

（Ｂ６）

　出勤簿（Excel）

（Ａ４）

　その他、７フォーマット


　休職願（届）


（Ａ４）

　退職届


（Ａ４）

　退職願


（Ａ４）

　定年退職届


（Ａ４）

　取締役辞任届


（Ａ４）

　定年退職通知書

（Ａ４）

　その他、１フォーマット


　懲戒処分通知書

（Ａ４）

　解雇予告通知書

（Ａ４）

　即時解雇通知書

（Ａ４）


　辞令①


（Ａ４）

　辞令②


（Ｂ６）

　委嘱状①（本人）

（Ａ４）

　委嘱状②（所属長）

（Ａ４）


　自己申告書①


（Ａ４）

　自己申告書②


（Ａ４）

　自己申告書③


（Ａ４）


　始末書


（Ａ４）

　進退伺い


（Ａ４）

　回収不能での進退伺い

（Ａ４）

　念書



（Ａ４）

　誓約書


（Ａ４）

　商品代金紛失に係わる始末書
（Ａ４）

　その他、３フォーマット


　通勤災害届


（Ａ４）

　自動車事故報告書

（Ａ４）

　災害報告書


（Ａ４）

　自動車事故報告書（Excel）
（Ａ４）


　休日振替の通達文

（Ａ４）

　夏期休暇についての通達文
（Ａ４）

　年末年始休暇に関する通達文
（Ａ４）

　年末年始の業務取扱い通知書
（Ａ４）

　秋季健康診断の通知書

（Ａ４）

　定期健康診断の案内状

（Ａ４）

　健康診断書提出の通知書
（Ａ４）

　社内定期健康診断結果の通知書
（Ａ４）

　第二次健康診断の通知書
（Ａ４）

　予防接種の通知書

（Ａ４）



　社宅入居申請書

（Ａ４）

　社宅使用誓約書

（Ａ４）

　入寮申込書


（Ａ４）

　社宅入居許可書

（Ａ４）


　社宅入居状況調査の依頼文
（Ａ４）

　社宅入居状況調査表の提出についての回答文






（Ａ４）

　春季社員旅行の案内書

（Ａ４）

　秋季社員旅行の案内書

（Ａ４）

　社員旅行の案内書

（Ａ４）

　部内旅行の案内書

（Ａ４）

　社内旅行[掲示文] 

（Ａ４）

　社内忘年会の案内書

（Ａ４）

　親睦行事の案内状

（Ａ４）

　ゴルフコンペの案内状

（Ａ４）

　歓送迎会の案内状

（Ａ４）

　訃報



（Ａ４）

　弔事案内


（Ａ４）

　その他、７フォーマット


　職務分掌規定一部改正についての通達文（A４）


　課の名称変更の通知書

（Ａ４）

　電話番号変更の通知書

（Ａ４）

　通用門の一時閉鎖の通知書
（Ａ４）

　工場建家改修の通知書

（Ａ４）


　創業記念祝賀会の案内書
（Ａ４）

　会社創立記念日式次第

（Ａ４）

　システム稼動式への招待状
（Ａ４）

　講演会開催の通知書

（Ａ４）


　部長会議の通知書

（Ａ４）

　営業会議の通知書

（Ａ４）

　会議開催の案内状

（Ａ４）

　商品説明会議の通知書

（Ａ４）

　来期予算策定会議開催の通知書
（Ａ４）

　方針会議開催の通知書

（Ａ４）

　その他、６フォーマット


　管理職研修会開催の通知書①
（Ａ４）

　管理者向けWindows教育受講の案内状（Ａ４）

　営業マネージャー研修会開催の通知書（Ａ４）

　社内ＯＡ教育受講の案内状
（Ａ４）

　部内勉強会の案内状

（Ａ４）

　通信養育実施の案内状

（Ａ４）

　その他、１フォーマット


　回報



（Ａ４）

　回覧文


（Ａ４）

　販売実績についての回覧文
（Ａ４）

　販売実績表送付についての通知書（Ａ４）

　生産実績についての回覧文
（Ａ４）

　会議用資料様式統一の通知書
（Ａ４）

　その他、1４フォーマット


　講師派遣の依頼文

（Ａ４）

　資料整備の依頼文

（Ａ４）

　消費・販売に関する調査の依頼文（Ａ４）

　信用調査依頼書

（Ａ４）

　調査依頼書


（Ａ４）

　商標調査依頼書

（Ａ４）

　その他、11フォーマット


　講師の人選に関する回答文
（Ａ４）

　調査票（消費・販売）提出についての回答文

（Ａ４）

　販売実績に関する回答文
（Ａ４）


　[社内報]発行に関する協議についての申入れ書






（Ａ４）

　特許業務に関する協議についての申し入れ書






（Ａ４）


　営業研修会の企画書

（Ａ４）

　展示会出展の企画書

（Ａ４）

　市況報告兼提案書

（Ａ４）

　経営会議の議事録

（Ａ４）

　取締役会議事録

（Ａ４）

　委員会の議事録

（Ａ４）

　その他、９フォーマット


　稟議書①


（Ａ４）

　来年年度新卒者採用の稟議書
（Ａ４）

　経費削減の稟議書

（Ａ４）

　見本市出品の伺い文

（Ａ４）

　マーケット調査資料購入の伺い書（Ａ４）

　来客の入門許可願い

（Ａ４）

　その他、４フォーマット


　出張申請および予定表

（Ａ４）

　出張旅費精算書

（Ａ４）

　出張報告書①


（Ａ４）

　稟議書（Excel）

（Ａ４）

　出張旅費精算書（Excel）
（Ａ４）

　接待申請及び報告書（Excel）
（Ａ４）

　その他、８フォーマット


　営業日報


（Ａ４）

　訪問販売日報


（Ａ４）

　業務日報


（Ａ４）

　作業日報


（Ａ４）

　セールス日報


（Ａ４）

　週刊予定表


（Ａ４）

　その他、７フォーマット


　会議報告書


（Ａ４）

　研究会参加報告書①

（Ａ４）

　セミナー参加報告書

（Ａ４）

　研究報告書


（Ａ４）

　販売予測の報告書

（Ａ４）

　検査結果の報告書

（Ａ４）

　その他、４フォーマット


　事業計画等提出の指示書
（Ａ４）

　設備増設工事打ち合わせについての指示書

（Ａ４）

　販売計画達成についての指示書
（Ａ４）

　工場労働安全運動の実施についての指示書

（Ａ４）

　委任状①


（Ａ４）

　委任状②


（Ａ４）



　社長就任の挨拶状

（Ａ６）

　支社長就任の挨拶状

（Ａ６）

　役員異動の挨拶状

（Ａ５）

　着任の挨拶状


（ハガキ）

　定年退職の案内状

（ハガキ）

　社長就任披露宴の招待状
（Ａ５）

　その他、22フォーマット


　新会社設立の挨拶状

（Ａ５）

　独立創業の挨拶状

（Ａ５）

　子会社設立の挨拶状

（Ａ６）

　開店の挨拶状①

（Ａ５）

　店舗開設の挨拶状

（Ａ５）

　新会社設立披露宴の招待状
（Ａ５）

　その他、６フォーマット


　支店開設の挨拶状

（Ａ５）

　営業所開設の挨拶状

（Ａ５）

　工場増設の挨拶状

（Ａ６）

　支店開設披露宴の招待状
（Ａ５）

　工場落成披露宴の招待状
（Ａ５）


　本社移転の挨拶状

（Ａ５）

　社屋移転の挨拶状

（Ａ５）

　事務所移転の案内状

（Ａ５）

　社名変更の挨拶状

（Ａ６）

　社屋・電話番号変更の通知状
（Ａ６）

　電話番号変更の通知状

（Ｂ５）

　その他、15フォーマット

　開店１周年の挨拶状

（Ａ６）

　創立２０周年祝賀パーティーの招待状（Ａ５）

　創立記念式典の招待状（仕入先へ）（Ｂ５）

　創立１０周年記念式典への招待状（Ａ５）

　創立１０周年記念パーティーの招待状（Ｂ５）

　新規取引の申込状１

（Ｂ５）

　協力の申込状


（Ｂ５）

　納期延期のお願い状

（Ｂ５）

　新規取引の承諾書１

（Ｂ５）

　信用調査依頼への回答書
（Ｂ５）

　不良処理報告書

（Ｂ５）

　その他、７フォーマット

　協力工場との懇親会の招待状
（Ａ５）

　親睦会の招待状

（Ａ６）

　謝恩忘年会の招待状

（Ａ５）

　旅行会の招待状

（Ａ５）

　観劇会の招待状

（Ａ５）

　外注協力例会の案内状

（Ｂ５）

　企業の紹介状


（Ｂ５）

　信用状況の照会状

（Ｂ５）

　取引条件の照会状

（Ｂ５）

　元社員の照会状

（Ｂ５）

　取引先の照会状

（Ｂ５）
　担当営業マンの紹介状

（Ｂ５）
　その他、５フォーマット


　定時株主総会開催の案内状
（Ｂ５）

　取引先との懇談会の案内状
（Ｂ５）

　歓送迎会の案内状

（Ｂ５）

　報告書の送り状

（ハガキ）

　定時株主総会招集の公告
（Ｂ５）
　アンケートご回答のお願い
（Ｂ５）
　その他、36フォーマット



　取引条件変更の依頼書

（Ｂ５）

　値上げの交渉状

（Ｂ５）

　取引条件変更の通知書

（Ｂ５）

　支払条件変更の依頼状

（Ｂ５）

　金利改定の依頼状

（Ｂ５）

　利率変更の通知状

（Ｂ５）

　その他、５フォーマット


　新製品発売の案内状

（Ｂ５）

　新種商品発売の案内状

（Ｂ５）

　新製品説明会の案内状

（Ｂ５）

　商品ＰＲの案内状

（Ｂ５）

　展示会開催の案内状

（Ｂ５）

　展示会参加の礼状

（Ｂ５）

　その他、２フォーマット


　見本送付の案内状

（Ｂ５）

　資料送付の案内状

（Ｂ５）

　見積書送付の案内状

（Ｂ５）


　商品情報提供の依頼状

（Ｂ５）

　信用状況の情報提供の依頼状
（Ｂ５）


　見込客紹介の依頼状

（Ｂ５）

　特約店契約の勧誘状

（Ｂ５）

　外注加工先の引合状

（Ｂ５）

　会社紹介のお願い状

（Ｂ５）


　見積書送付の依頼状

（Ｂ５）

　見積りの依頼状

（Ｂ５）

　請求書送付の依頼状

（Ｂ５）

　領収書送付の依頼状

（Ｂ５）

　残高照会の依頼状

（Ｂ５）

　書類送付の案内

（Ｂ５）

　その他、１フォーマット


　仕入価格値下げ交渉状
（Ｂ５）

　値上げ拒絶に対する再値上げ交渉状（Ｂ５）

　見積価格値下げの依頼状
（Ｂ５）


　見積辞退の通知状

（Ｂ５）

　取引きの断り状

（Ｂ５）

　値引きの断り状

（Ｂ５）

　取引停止の通知状

（Ｂ５）

　商標侵害に対する抗議状
（Ｂ５）

　不良品納入への抗議状

（Ｂ５）

　その他、16フォーマット


　代理店契約書


（Ａ４）

　秘密保持の契約書

（Ａ４）

　売買代金の請求状

（Ｂ５）

　商品代金の請求状

（Ｂ５）

　代金支払いの督促状

（Ｂ５）

　商品代金の督促状

（Ｂ５）

　その他、18フォーマット


　社員出張の案内状

（Ｂ５）

　出張後の礼状


（Ｂ５）

　工場見学の依頼状

（Ｂ５）

　工場見学の礼状

（Ｂ５）


　入金の礼状


（Ｂ５）

　大量受注の礼状

（Ｂ５）


　納期遅延の詫び状

（Ｂ５）

　不良品納入の詫び状

（Ｂ５）

　商品手違いの詫び状

（Ｂ５）

　不良品混入の詫び状

（Ｂ５）

　不良品返送の依頼状

（Ｂ５）

　接客苦情に対する詫び状
（Ｂ５）

　その他、８フォーマット


　著作権侵害の詫び状

（Ｂ５）

　来社時不在の詫び状

（Ｂ５）

　行事不参加の詫び状

（Ｂ５）

　結婚式欠席の詫び状

（Ｂ５）



　受賞記念祝賀会の招待状
（Ａ５）

　褒章に対する祝賀状

（Ｂ５）

　褒章祝賀会参会の礼状

（Ａ６）

　受賞祝賀会参会の礼状

（Ａ６）


　社長就任の祝賀状

（Ｂ５）

　受賞の祝賀状


（Ｂ５）

　栄転の祝賀状


（Ｂ５）

　新会社設立の祝賀状

（Ｂ５）

　新社屋完成の祝賀状

（Ｂ５）

　創業10周年の祝賀状

（Ｂ５）

　その他、15フォーマット


　社長就任に対する礼状

（Ａ６）

　開店記念パーティー参会の礼状
（Ａ６）

　店舗開店祝いの礼状

（Ａ６）

　工場落成披露宴参会の礼状
（Ａ６）

　創立記念式典出席者への礼状
（Ａ６）

　商品お買い上げの礼状

（Ａ６）

　その他、22フォーマット


　年賀状①


（Ａ６）

　年賀状②


（Ａ６）

　年末の挨拶状


（ハガキ）


　暑中見舞①


（Ａ６）

　暑中見舞②


（Ａ６）


　お中元発送の通知状

（Ａ６）

　お歳暮発送の通知状

（Ａ６）

　お中元の礼状


（Ａ６）

　お歳暮の礼状


（Ａ６）

　取引先への感謝状

（Ｂ５）

　協力先に対する感謝状

（Ｂ５）

　その他、２フォーマット


　入院見舞状①（取引先社長）
（Ｂ５）

　入院見舞状②（本人）

（Ｂ５）

　病気の見舞状


（Ｂ５）

　退院祝い状①（取引先社長）
（Ｂ５）

　退院祝い状②（本人）

（Ｂ５）

　退院のお祝い状

（Ｂ５）

　その他、２フォーマット


　出火の見舞状


（Ｂ５）

　類焼の見舞状


（Ｂ５）

　天災の見舞状


（Ｂ５）

　風水害の見舞状

（Ｂ５）

　地震被災の見舞状

（Ｂ５）

　倒産の見舞状


（Ｂ５）

　その他、４フォーマット


　近火見舞の礼状

（Ａ６）

　出火見舞の礼状

（Ａ６）

　事故見舞いへの礼状

（Ａ６）

　台風被害見舞の礼状

（Ａ６）

　地震見舞の礼状

（Ａ６）

　病気見舞の礼状

（Ａ６）

　その他、３フォーマット


　死亡通知状・法要案内

（Ａ６）

　死亡通知状


（Ａ６）

　会葬御礼


（Ａ６）

　一周忌の法要案内

（Ａ５）


　お悔み状①


（Ｂ５）

　お悔み状②


（Ｂ５）

　お悔み状③


（Ｂ５）

　哀悼状


（Ｂ５）

　電報依頼書


（Ａ４）



　土地売買予約契約書（土地売買予約契約の一般的書式）

　底地の売買契約書（借地権つきの土地の売買）

　土地の共有者との売買契約）

　土地の一部売買契約書（土地の一部を売買する場合）

　通行権付土地売買契約書（土地の一部売買により袋地となったとき通行権を確保する場合）

　登記名義人以外からの土地売買契約書（遺産分割後、相続登記前に被相続人から土地を取得する場合）
　その他、1６フォーマット

　物品売買契約書（動産売買に最低限必要な条項を記載した標準書式Ⅰ）
　物品売買契約書（動産売買に必要な条項をほぼ網羅した標準書式Ⅱ）
　機械売買契約書
　割賦払機械売買契約書

　継続的売買基本契約書（継続的売買契約書の最も基本的な書式、建築資材を対象）
　継続的商品売買契約書（卸売業者の取引、売主優位・債権保全重視の継続的売買契約書、玩具を対象）
　売買基本契約書（売主優位型、メーカーの販売政策を反映した物）
　原料取引基本契約書（買主・医療メーカー優位の原材料供給契約書、品質補償条項が付加されたもの）
　継続的商品供給契約書（軽量折たたみ机への量販店への供給契約、買主優位で品質保証等を求めるもの）
　農薬取引基本契約書（買主優位、農薬の継続的供給契約）
　その他、２フォーマット

　資材置場賃貸借契約書（借地借家法の適用がない場合の土地賃貸借契約）
　土地一時使用賃貸借契約書
　定期借地権設定契約書
　建物譲渡特約付借地権設定契約書
　事業用借地権設定に関する覚書
　自己借地権設定契約書
　その他、８フォーマット

　建物賃貸借契約書（簡略型）
　建物賃貸借契約書（詳細型・連帯保証付）
　建物賃貸借契約書（区分所有権）
　建物賃貸借契約書（駐車場付スーパーマーケット）
　建物賃貸借契約書（住居兼店舗）
　建物賃貸借契約書（譲渡権利付店舗）
　その他、12フォーマット

　動産賃貸借契約書（条項を最小限に絞った簡潔な書式）
　動産賃貸借契約書（簡潔な条項を文章でまとめたもの）
　動産賃貸借契約書（法律に定めのある事項についても記載した例）
　動産賃貸借契約書（自動車賃貸借の例）
　動産賃貸借契約書（ファイナンス・リース契約）


　使用貸借契約書（簡易な書式）
　使用貸借契約書（動産（自動車）の使用貸借契約書）
　使用貸借契約書（建物の使用貸借契約書基本書式）
　使用貸借契約書（土地の使用貸借契約書基本書式）
　使用貸借契約書（建物の使用貸借契約書・詳細な書式）
　使用貸借物返還等請求書

　金銭消費貸借契約書（無利子、一括弁済、無担保の場合、最も簡易な書式－骨組みだけのもの）
　金銭消費貸借契約書（利子付、分割－元金均等、無担保の場合）金利遅延損害金、期限の利益損失約款など金銭消費貸借契約を締結する場合に通常約される特約部分についても盛り込んだもの
　金銭消費貸借契約書（利子付、分割－元利金等、無担保、支払方法が元利均等分割払の場合）
　金銭消費貸借契約書（利子付、分割、連帯債務の場合）
　金銭消費貸借契約書（利子付、分割、連帯保証人付の場合）
　抵当権設定金銭消費貸借契約書（利子付、分割、抵当権付の場合）
　その他、17フォーマット

　抵当権設定契約書
　根抵当権設定契約書（単独担保）
　共同根抵当権設定契約書
　累積式根抵当権設定契約書
　根抵当権極度額増額契約書
　根抵当権の被担保債権の範囲変更契約書
　その他、９フォーマット

　債権譲渡契約書（売掛金、基本型）
　債権譲渡契約書（売買代金債権、担保型）
　債権譲渡契約書（将来債権を含む売掛債権）
　抵当権付債権譲渡契約書（抵当権付債権）
　請負代金債権譲渡契約書（工事代金債権）
　質権設定契約書（敷金及び入居保証金）
　その他、６フォーマット

　仮登記担保設定契約書
　停止条件付代物弁済契約書
　賃借権付仮登記担保設定契約書
　代物弁済予約完結・仮登記担保権実行通知書
　買戻特約付不動産売買契約書
　不動産再売買予約契約書
　その他、１フォーマット

　動産譲渡担保契約書
　集合動産譲渡担保契約書
　譲渡担保権実行通知書

　宅地贈与契約書（不動産の贈与契約）
　自動車贈与契約書（動産の贈与契約）
　債権譲渡契約書（債権の譲渡契約）
　死因贈与契約書
　負担付贈与契約書
　定期贈与契約書
　その他、２フォーマット

　動産売買委託契約書
　商品販売委託（代理商）契約書
　商品販売委託（問屋）契約書
　営業委託契約書
　経営委託契約書
　賃貸不動産管理委託契約書
　その他、12フォーマット

　労働契約の簡易な基本書式
　労働契約の一般的な標準書式
　試用契約書
　臨時雇の労働契約書
　臨時外務員の労働契約書
　パートタイマーの労働契約書
　その他、17フォーマット

　工事下請負契約書（建設工事請負契約書（民間連合協定工事請負約款））
　建築工事請負契約書（民間建設工事請負契約書（民間建設工事標準請負契約約款（乙）））
　工事下請契約書（建築請負契約の基本書式）
　建築工事請負契約書（ローン利用の場合）
　建築工事下請契約書（建設工事標準下請契約約款）
　工事下請契約書（簡易書式）
　その他、10フォーマット

　支配人選任契約書（簡略書式）
　支配人選任契約書（標準書式）
　支配人に対する介入権行使の通知書

　店舗経営委任契約書（簡略書式）
　店舗経営委任契約書（標準書式）
　劇場経営委任契約書
　市場店舗経営委任契約書
　ホテル運営委託契約書
　食堂経営委託契約書
　その他、３フォーマット

　継続的商品売買契約書
　原材料供給契約書
　特約店契約書
　契約上の地位の譲渡についての三者契約書
　特約店契約終了の契約書
　特約販売契約書
　その他、３フォーマット

　商標専用使用権設定契約書
　商標使用権許諾契約書
　特許専用実施権設定契約書
　特許通常実施権相互許諾契約書（クロス型）
　実用新案通常実施権設定契約書
　意匠専用実施権設定契約書
　その他、３フォーマット

　合併契約書（吸収合併）
　合併契約書（簡易合併）
　合併契約書（100%子会社の簡易合併）

　株式譲渡契約書（簡易版）
　株式譲渡契約書

　営業譲渡契約書（全部譲渡）
　営業譲渡契約書（一部譲渡）
　営業譲渡契約書（詳細な文例）

　製造委託契約書
　製作物供給契約
　販売委託契約書
　商品取引契約書
　ＯＥＭ基本契約書
　技術提携契約書
　その他、４フォーマット

　基本協定書（等価交換方式）
　借地権付区分建物売買契約書（公庫融資付・提携住宅ローン付）
　建物売買契約書（借家人に建物を売る）
　建物売買契約書（地主が買取る）
　工場売買契約書
　借地付建物売買契約書（自己の土地上の建物を借地権を設定して売る）
　その他、６フォーマット

　私道用土地通行地役権設定契約書
　私道用土地使用貸借契約書
　私道用土地賃貸借契約書
　土地境界確定契約書（簡略体）
　境界確定契約書
　境界確定契約書（越境する建物に賃借人が存する場合）
　その他、２フォーマット

　任意後見契約公正証書（将来型）
　複数任意後見人選任契約公正証書

　有料老人ホーム入居契約書（標準介護専用型）





　堅固建物築造に対する異議
（Ｂ４）
　堅固建物築造中止申入れに対する回答（Ｂ４）
　無断増改築に対する抗議
（Ｂ４）
　建物滅失後の再築通知

（Ｂ４）
　建物再築に対する異議

（Ｂ４）

　賃料増額請求


（Ｂ４）
　賃料増額請求についての拒絶
（Ｂ４）
　賃料減額請求


（Ｂ４）
　賃料減額請求についての拒絶
（Ｂ４）
　賃料支払催告


（Ｂ４）
　賃料受領意思確認

（Ｂ４）

　借地契約の更新請求

（Ｂ４）
　借地契約の更新請求に対する異議（Ｂ４）
　期間満了後の土地使用に対する異議（Ｂ４）
　更新料支払要請

（Ｂ４）
　更新料支払要請に対する回答
（Ｂ４）
　約定更新料支払催告

（Ｂ４）

　土地所有者変更の通知

（Ｂ４）
　土地相続の通知

（Ｂ４）
　土地相続について問合せ
（Ｂ４）
　賃借権譲渡承諾要請

（Ｂ４）
　転貸承諾要請


（Ｂ４）
　賃借権譲渡不承諾通知

（Ｂ４）
　その他、６フォーマット

　建物朽廃による土地明渡請求
（Ｂ４）
　更新後の建物滅失による借地人の解約申入れ




（Ｂ４）
　更新後の無断再築による解約申入れ（Ｂ４）
　賃料不払いによる催告および解除（Ｂ４）
　賃料不払いによる解除

（Ｂ４）
　堅固建物築造による解除
（Ｂ４）
　その他、11フォーマット


　無断改装に対する抗議

（Ｂ４）
　使用目的違反に対する抗議
（Ｂ４）
　ペット飼育に対する催告
（Ｂ４）
　ピアノ騒音等に対する催告
（Ｂ４）
　建物の不法占拠者排除、引渡請求（Ｂ４）
　賃貸人に対する修繕請求
（Ｂ４）
　その他、２フォーマット

　賃料増額請求


（Ｂ４）
　増額請求に対する回答

（Ｂ４）
　賃料減額請求


（Ｂ４）
　減額請求に対する回答

（Ｂ４）
　賃料の支払催告

（Ｂ４）

　賃貸人からする更新拒絶通知
（Ｂ４）
　更新拒絶通知に対する賃借人の回答（Ｂ４）
　賃貸人による解約申入れ
（Ｂ４）
　賃借人の建物継続使用に対する異議（Ｂ４）
　賃借人に対する更新料請求
（Ｂ４）
　貸借人に対する敷金償却分請求
（Ｂ４）

　建物売却による賃貸人変更の通知（Ｂ４）
　建物相続による賃貸人変更の通知（Ｂ４）
　賃借権相続の通知

（Ｂ４）
　賃借人の権利義務承継の通知
（Ｂ４）
　賃借人の権利義務を承継しない旨の通知




（Ｂ４）
　賃借権譲渡承諾願い

（Ｂ４）
　その他、７フォーマット

　一般の建物賃貸借の期間満了による明渡請求





（Ｂ４）
　不在期間中の期限付建物賃貸借の期間満了による明渡請求


（Ｂ４）
　取壊し予定建物の期限付建物賃貸借の終了による明渡請求


（Ｂ４）
　一時使用目的の場合の明渡請求
（Ｂ４）
　賃料の支払催告と解除通知
（Ｂ４）
　賃料不払いによる解除通知
（Ｂ４）
　その他、９フォーマット



　売買契約締結を促す申入れ
（Ｂ４）
　売買交渉の打切り通知

（Ｂ４）
　買受け申入れの撤回・買付証明書返還請求




（Ｂ４）

　売却申入れの撤回・売渡承諾書返還請求




（Ｂ４）
　申込金返還請求

（Ｂ４）
　売買申込みの拒絶・申込金返還
（Ｂ４）
　その他、２フォーマット

　代金等授受の日時、場所の申入れ（Ｂ４）
　登記手続等と引換えによる代金支払催告




（Ｂ４）
　残代金支払催告

（Ｂ４）
　所有権移転登記手続催告
（Ｂ４）
　不動産引渡催告

（Ｂ４）
　借地権譲渡承諾取得の催告
（Ｂ４）
　その他、３フォーマット

　クーリング・オフ──申込みの撤回




（Ｂ４）
　クーリング・オフ??契約解除
（Ｂ４）
　虚偽表示による無効主張
（Ｂ４）
　錯誤による無効主張

（Ｂ４）
　詐欺による取消し

（Ｂ４）
　無権代理を理由とする無効主張
（Ｂ４）
　その他、13フォーマット

　他の業者に重ねて媒介を依頼する旨の通知





（Ｂ４）
　自ら発見した相手方と売買する旨の通知





（Ｂ４）
　宅建業者の費用償還請求
（Ｂ４）
　媒介契約の解除

（Ｂ４）
　媒介契約解除に対する異議
（Ｂ４）
　媒介報酬請求


（Ｂ４）
　その他、３フォーマット


　期限の定めがない場合の貸金返還請求





（Ｂ４）
　期限後の貸金等請求

（Ｂ４）
　期限の利益喪失による一括返還請求（Ｂ４）
　元本組入れのための催告
（Ｂ４）
　貸金債権を相続した旨の通知
（Ｂ４）
　借主の相続人に対する請求
（Ｂ４）
　その他、12フォーマット

　保証意思確認のための通知
（Ｂ４）
　保証意思がない旨の通知
（Ｂ４）
　主債務者と連帯保証人に対する催告（Ｂ４）
　連帯保証人に対する催告
（Ｂ４）
　保証債務不存在の主張

（Ｂ４）
　保証契約無効の主張

（Ｂ４）
　その他、７フォーマット

　抵当権付き債権譲渡の通知
（Ｂ４）
　抵当権付き債権の一部譲渡の通知（Ｂ４）
　準共有する抵当権付き債権の持分譲渡の通知




（Ｂ４）
　抵当権付き債権の質入れの通知
（Ｂ４）
　転抵当の通知


（Ｂ４）
　抵当権譲渡の通知

（Ｂ４）
　その他、23フォーマット

　債権質設定の通知

（Ｂ４）
　質権者の第三債務者に対する催告（Ｂ４）
　質権者の第三債務者に対する供託請求（Ｂ４）
　株式の登録質手続請求

（Ｂ４）

　仮登記担保権付き債権の譲渡通知（Ｂ４）
　清算金見積額の通知

（Ｂ４）
　予約完結および清算金見積額通知（Ｂ４）
　清算金がない旨の通知

（Ｂ４）
　後順位担保権者に対する通知
（Ｂ４）
　利害関係人に対する通知
（Ｂ４）
　その他、２フォーマット

　集合物譲渡担保権の実行
（Ｂ４）
　清算金の通知


（Ｂ４）
　清算金がない旨の通知

（Ｂ４）
　受戻権の行使──債権弁済の申し出（Ｂ４）
　供託による受戻し請求

（Ｂ４）
　清算金の請求


（Ｂ４）


　貸金債権の譲渡通知

（Ｂ４）
　売買残代金債権の一部譲渡の通知（Ｂ４）
　将来債権を含む集合債権譲渡
（Ｂ４）
　債権者への債権譲渡登記の通知
（Ｂ４）
　契約上の地位の譲渡通知
（Ｂ４）
　契約上の地位譲渡承諾願いと異議（Ｂ４）
　その他、３フォーマット

　貸金債権と売買代金の相殺
（Ｂ４）
　売掛債権と保証金返還債権との相殺（Ｂ４）
　貸金債権と預金債権の相殺
（Ｂ４）
　消滅時効にかかった債権による相殺（Ｂ４）
　除斥期間経過後の債権による相殺（Ｂ４）
　譲受債権による相殺

（Ｂ４）
　その他、４フォーマット

　商品代金支払い催告

（Ｂ４）
　期限の利益喪失による売掛金支払催告（Ｂ４）
　商品の引渡し催告

（Ｂ４）
　同時履行の抗弁権行使

（Ｂ４）
　留置権行使


（Ｂ４）
　瑕疵担保責任に基づく損害賠償請求（Ｂ４）
　その他、９フォーマット

　請負代金請求


（Ｂ４）
　請負にかかる建物の引渡請求
（Ｂ４）
　請負にかかる建物の引渡し拒絶
（Ｂ４）
　注文者の都合による請負契約の解除（Ｂ４）
　注文者の解除による請負人の損害賠償請求





（Ｂ４）
　破産管財人に対する確答催告
（Ｂ４）
　その他、５フォーマット

　委任者に対する報酬、費用償還請求（Ｂ４）
　受任者に対する受取り金引渡請求（Ｂ４）
　委任者からする委任の解除
（Ｂ４）
　委任の中途終了に伴う報酬請求
（Ｂ４）
　受任者からする委任の解除
（Ｂ４）

　寄託物返還請求

（Ｂ４）
　第三者の仮差押えがあった旨の通知





（Ｂ４）
　預託金返還請求

（Ｂ４）

　各組合員に対する損害賠償請求
（Ｂ４）
　脱退通知と持分払戻し請求
（Ｂ４）
　組合の解散請求と残余財産請求
（Ｂ４）

　残リース料請求

（Ｂ４）
　リース契約の解除通知

（Ｂ４）

　契約不成立を理由とする手形返還請求（Ｂ４）
　手形割引依頼撤回による手形返還請求（Ｂ４）
　人的抗弁権を有する旨の通知
（Ｂ４）
　裏書人が無権利者である旨の通知（Ｂ４）
　手形金等支払請求

（Ｂ４）
　裏書人に対する不渡通知および遡求（Ｂ４）
　その他、１フォーマット

　基本契約の更新拒絶通知
（Ｂ４）
　基本契約の解除

（Ｂ４）
　継続的取引関係の解消

（Ｂ４）
　虚偽表示無効の主張

（Ｂ４）
　錯誤無効の主張

（Ｂ４）
　未成年者の行為の取消し
（Ｂ４）
　その他、６フォーマット


　株主名簿の名義書換請求
（Ｂ４）
　定款・株主名簿の閲覧・謄写請求（Ｂ４）
　株券不所持申出

（Ｂ４）
　株券不所持申出株主に対する通知（Ｂ４）
　株券の発行・交付請求

（Ｂ４）
　株券不所持申出株主の株券交付請求（Ｂ４）
　その他、８フォーマット

　臨時株主総会招集通知

（Ｂ４）
　株主総会招集請求書

（Ｂ４）
　営業譲渡反対通知

（Ｂ４）
　営業譲渡反対株主の株式買取請求（Ｂ４）
　合併反対通知


（Ｂ４）
　合併反対株主の株式買取請求
（Ｂ４）
　その他、５フォーマット

　累積投票請求


（Ｂ４）
　累積投票ができない旨の回答
（Ｂ４）
　取締役会招集通知

（Ｂ４）
　取締役会招集請求

（Ｂ４）
　取締役辞任通知

（Ｂ４）
　取締役解任による損害賠償請求
（Ｂ４）
　その他、６フォーマット

　合同会社の持分譲渡承認請求
（Ｂ４）
　合資会社の持分譲渡不承認通知
（Ｂ４）
　合名会社の持分譲渡承認請求
（Ｂ４）
　退社予告


（Ｂ４）
　退社告知と持分払戻し請求
（Ｂ４）
　相続人による持分払戻し請求
（Ｂ４）
　その他、５フォーマット

　採用内定取消通知

（Ｂ４）
　試用期間中の従業員の解雇予告
（Ｂ４）
　転勤命令通知


（Ｂ４）
　転勤命令に対する抗議

（Ｂ４）
　昇進差別に対する抗議

（Ｂ４）
　セク・ハラに関する改善要求
（Ｂ４）
　その他、９フォーマット

　合併についての異議申述催告
（Ｂ４）
　合併についての異議申述
（Ｂ４）
　資本減少についての異議申述催告（Ｂ４）
　資本減少についての異議申述
（Ｂ４）
　清算に伴う債権申出催告
（Ｂ４）
　会社債権者の債権申し出
（Ｂ４）
　その他、９フォーマット


　送りつけ商品の引取り請求
（Ｂ４）
　試用商品の引取り請求

（Ｂ４）
　霊感商法による売買の取消通知
（Ｂ４）
　受講取消通知


（Ｂ４）
　現物まがい商法による投資金返還請求（Ｂ４）
　先物取引の取引終了通知
（Ｂ４）
　その他、３フォーマット

　測量、境界立会いの申入れ
（Ｂ４）
　越境建造物撤去要求

（Ｂ４）
　越境建造物撤去要求に対する回答（Ｂ４）
　界標設置等の申入れ

（Ｂ４）
　境界線付近の建築変更の請求
（Ｂ４）
　建築変更請求に対する回答
（Ｂ４）
　その他、８フォーマット

　理事選任の無効主張

（Ｂ４）
　監事による理事長の違法行為の差止請求





（Ｂ４）
　理事に対する横領金返還請求
（Ｂ４）
　管理会社に対する履行請求
（Ｂ４）
　委託料請求


（Ｂ４）
　組合員に対する管理費請求
（Ｂ４）
　その他、４フォーマット

　加害車輌運転手に対する損害賠償請求（Ｂ４）
　損害賠償請求に対する回答
（Ｂ４）
　運転者と使用者に対する損害賠償請求（Ｂ４）
　運行供用者に対する損害賠償請求（Ｂ４）
　医療事故による損害賠償請求
（Ｂ４）
　学校事故による市への損害賠償請求（Ｂ４）
　その他、13フォーマット


　婚約解消の通知

（Ｂ４）
　婚約解消に伴う結納金返還請求
（Ｂ４）
　婚約不履行に基づく損害賠償請求（Ｂ４）
　婚約不履行による損害賠償請求に対する反論





（Ｂ４）
　不貞行為による損害賠償等請求
（Ｂ４）
　不貞行為がない旨の回答
（Ｂ４）
　その他、２フォーマット

　婚姻無効の主張

（Ｂ４）
　詐欺による婚姻取消しの通告
（Ｂ４）
　離婚のための協議申入れ
（Ｂ４）
　離婚前の財産分与・慰謝料の提示（Ｂ４）
　離婚後の財産分与、慰謝料請求
（Ｂ４）
　財産分与等に対する回答
（Ｂ４）
　その他、４フォーマット

　認知請求


（Ｂ４）
　養育費請求


（Ｂ４）
　子との面接要求

（Ｂ４）
　子の引渡し請求

（Ｂ４）
　協議離縁の申入れ書

（Ｂ４）
　扶養要請


（Ｂ４）

　相続回復請求


（Ｂ４）
　相続分取戻権行使

（Ｂ４）
　遺産処分差止め請求

（Ｂ４）
　譲渡遺産の返還請求

（Ｂ４）

　他の相続人に対する遺産分割協議申入れ





（Ｂ４）
　包括受遺者に対する遺産分割協議申入れ





（Ｂ４）
　相続分譲受人からの遺産分割協議申入れ





（Ｂ４）
　受託者による遺言執行者指定通知（Ｂ４）
　遺言執行者指定委託の辞退通知
（Ｂ４）
　遺言執行者に対する就職確答催告（Ｂ４）
　その他、９フォーマット

　受遺者に対する遺留分減殺請求
（Ｂ４）
　遺留分権利者に対する価額弁償の申し出





（Ｂ４）
　受贈者に対する遺留分減殺請求
（Ｂ４）
　遺留分減殺請求についての消滅時効援用





（Ｂ４）
　指定相続分についての遺留分減殺請求






（Ｂ４）



　常務会規程
　稟議規程
　予算管理規程

　組織役職管理規程（その1-大企業・建設業）
　組織役職管理規程（その1-大企業・製造業）

　経営機密情報管理規程（重要情報の取扱）
　電子機密情報取扱規則
　営業秘密に関する管理規程（大会社・製造業）
　機密文書管理規程
　個人情報保護に関する基本方針（中会社・市場調査業）
　個人情報保護規則

　情報システム業務管理規程（簡易規程）
　アクセス管理規程
　対外ネットワーク接続規則
　サーバー運用規則
　情報機器管理規程


　セクシュアル・ハラスメント取扱規則（大会社・建設業）


　役員職務規程（従来制度の会社・大会社）
　組織規定（大会社・小売業）
　組織・役職管理規程（大会社・建設業）

　職務権限規程（大会社・サービス業）

　稟議規程


　会議規定



　関係会社管理規程（中会社・卸売業）
　関係会社決裁手続規程（大会社・製造業）
　取引先慶弔見舞金規程


　能力審査規程
　職能資格制度規程

　パート社員給与規程
　旅費規程
　海外旅費規程
　退職年金規程

　介護休業規程

　転進援助規程

　駐車場管理員服務規則

　能力開発規程
　提案制度規程
　提案コンテスト制度規程
　資格取得支援制度規程

　役員規程（中会社・従来制度）

　執行役員規程（委任型-大会社・製造業）
　執行役員規程（雇用型-中会社・製造商業）

　役員報酬規程（確定金額型）
　役員報酬規程（執行役員）
　役員賞与規程（従来型）
　役員定年規程（従来制度）
　顧問規程（中会社・サービス業）
　ストックオプション規程
　その他、１フォーマット


　労働協約書（大会社・小売業）

　労働時間短縮に関する協定（大会社・製造業）
　1年単位の変形労働時間制の協定（大会社・製造業）
　フレックス勤務規程（大会社・サービス業）
　裁量労働によるみなし労働時間勤務規程（中会社・サービス業）
　専門業務型裁量労働制に関する労使協定（中会社・放送業）


　印章管理規程
　車両管理規程
　安全運転管理規程

　財産形成貯蓄取扱規程
　福利厚生保険規程
　被服規程（その1-大企業・建設業）
　被服貸与規程（その2-病院）
　被服貸与規程（その3-中小企業・製造業）
　レクレーション補助金支給規程

　文書管理規程（中会社・卸売業）
　文書保存規程（大会社・サービス業）

　社用印章管理規程（大会社・サービス業）

　株式取扱規則（中会社・未上場サービス業）


　経理規程（その他-大企業・製造業）
　経理規程（その他-大企業・ディベロッパー）
　金銭取扱手続規程
　経理規程（大会社・サービス業）
　経理規程実施細則


　与信管理規程
　取引先口座開設規程

　販売管理規程


　取引業務手続規程
　無償支給材料取扱規程

　外注品管理規程


　品質保証規程
　購入部品保証規程


　研究開発管理規程
　工業標準・技術標準運営規程

　工業所有権の取得または譲渡に関する規程
　社員の発明考案に関する取扱規程


　設備管理規程
　工程内検査規程


　ネットワーク情報管理規程
　ネットワークセキュリティ規則

　業務外のインターネット・ホームページ開設に関する規程
　情報機器貸与管理規程


　運行管理規程
　輸出管理規程


　製造物責任対策規程（大会社・製造業）
　知的所有権侵害対策規程（大会社・製造業）
　発明考案取扱規程（大会社・製造業）

　取引先倒産対策規程（大会社・製造業）
　緊急事態対策処理規程（大会社・製造業）

　内部監査規程（中会社・小売業）


　経営方針

　利益供与に関する判断基準

　知的所有権侵害対策規程

　組織・役職管理規程


　株式取扱規則

　福利厚生保険規程

　労働者災害補償規程


　就業規則

　専門業務型裁量労働制に関する協定

　特殊現場手当支給規程

　人事評価規程

　社内発明考案取扱規程


　工事原価計算・管理規則

　連結財務諸表作成基準


　見積要項報告書

　現場安全衛生管理規程


　工業所有権の取得または譲渡に関する規程


　電子機密情報取扱規則

　ネットワークセキュリティ規則

　環境マネジメント規程





























コンテンツブック





人事・労務








8.�
なぜ、就業規則を変えると会社は儲かるのか�
しもだ人事労務システム　　社会保険労務士・就業規則コンサルタント　


下田　直人�
�
9.�
新しい人事賃金制度の構築�
㈱吉岡経営センター


経営コンサルタント　池内　孝行�
�
10.�
業績連動型人事賃金制度の構築法②�
㈱吉岡経営センター


経営コンサルタント　池内　孝行�
�
11.�
成果主義時代の退職金制度のあり方①�
㈱吉岡経営センター


経営コンサルタント　若林　研二�
�
12.�
成果主義時代の退職金制度のあり方②�
㈱吉岡経営センター


経営コンサルタント　若林　研二�
�
13.�
成果主義時代の退職金制度のあり方③�
㈱吉岡経営センター


経営コンサルタント　若林　研二�
�
14.�
業務委託型契約社員の活用法�
㈲ミッション


代表取締役　吉本　俊樹�
�
15.�
確定拠出年金のしくみとポイント�
公認会計士・税理士　岡田　芳明�
�
16.�
就業規則の作成と見直し�
㈲ミッション


代表取締役　吉本　俊樹�
�
17.�
退職・解雇の法律�
㈲ミッション


代表取締役　吉本　俊樹�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�






営　　業








1.�
ＰＲのプロが実践するヒット商品のシナリオ作り�
インテリジェンス・バリュー・コーポレーション


染矢　昇�
�
2.�
「あの人の下で働きたい」と言わせる


リーダーシップ心理学�
シーズ・コンサルティング株式会社


宮崎　聡子�
�
3.�
マネジメント力を飛躍的に高めるコーチング�
日本コンサルティングブレーン㈱


経営コンサルタント　八巻 正博�
�
4.�
営業に必要な技術を理解して身につける�
株式会社セレブレイン


代表取締役　高城　幸司�
�
5.�
企画提案できる「営業」のための情報収集と発想の視点�
インテリジェンス・バリュー・コーポレーション


染矢　昇�
�
6.�
．「あなたから買いたい」と言わせる営業心理学�
シーズ・コンサルティング株式会社


宮崎　聡子�
�
7.�
営業管理者に必須の営業管理ポイント①�
㈱吉岡経営センター


経営コンサルタント　若林　研二�
�
8.�
営業管理者に必須の営業管理ポイント②�
㈱吉岡経営センター


経営コンサルタント　若林　研二�
�
9.�
一流営業マンの実践テクニック�
シーズ・コンサルティング株式会社


宮崎　聡子�
�
10.�
マーケティングの理論と実践①�
㈱エムエスシイ　代表取締役


多田　眞行�
�
11.�
マーケティングの理論と実践②�
㈱エムエスシイ　代表取締役


多田　眞行�
�



1.�
業績連動型人事賃金制度の構築法 ①  �
㈱吉岡経営センター


経営コンサルタント　池内　孝行�
�
2.�
労基署臨検指摘事項の傾向と対策  �
㈲ミッション


代表取締役　吉本　俊樹�
�
3.�
業績連動型賞与の実務�
㈱吉岡経営センター


経営コンサルタント　若林　研二�
�
4.�
最近の労働法規改正の動向  �
北海学園大学 法学部教授


　小宮 文人�
�
5.�
退職金制度見直しのポイント�
㈱吉岡経営センター


経営コンサルタント　若林　研二�
�
6.�
会社を守る就業規則改定のポイント�
㈱吉岡経営センター


経営コンサルタント　佐々木典哉�
�
7.�
これからのスタンダード人事


職務・役割基準人事制度の構築法�
㈱吉岡経営センター


経営コンサルタント　池内　孝行�
�












経　　営











1.�
問題解決の基礎理論�
㈱吉岡経営センター　経営コンサルタント　池内 孝行�
�
2.�
未来型問題の設定方法と対応法�
㈱吉岡経営センター  経営コンサルタント　池内 孝行�
�
3.�
金融法務の基礎知識�
㈱吉岡経営センター  経営コンサルタント　齊藤 規子�
�
4.�
労働関連法規の基礎知識�
㈱吉岡経営センター  経営コンサルタント　名古屋 清隆�
�



1.�
決算書の仕組みとルール  �
㈱吉岡経営センター　経営コンサルタント　丸尾 重憲�
�
2.�
経営改善のポイント  �
㈱吉岡経営センター  経営コンサルタント　丸尾 重憲�
�
3.�
信用調査と与信管理  �
㈱吉岡経営センター  経営コンサルタント　山本 啓一�
�
4.�
貸借対照表の見方  �
㈱吉岡経営センター  経営コンサルタント　丸尾 重憲�
�
5.�
損益計算書の見方  �
㈱吉岡経営センター  経営コンサルタント　丸尾 重憲�
�



1.�
営業活動管理の進め方  �
㈱吉岡経営センター　経営コンサルタント　若林 研二�
�
2.�
マーケティングの基礎知識  �
㈱吉岡経営センター  経営コンサルタント　若林 研二�
�
3.�
コーチングの基礎知識�
㈱吉岡経営センター  経営コンサルタント　立石　薫�
�






管理者向けｅ-ラーニング





3．標準関係





2．経営情報





1．機密保持関係





６．経営情報・標準関係





3．技術管理等





2．現場管理





1．営業管理





５．営業・現場・技術





2．関係会社等





1．財務・経理





４．財務・経理





5．教育研修・能力開発等





4．人事考課等





3．給与・賃金





2．労働協約・労使協議





1．労務・雇用





３．人事・労務





3．労働安全衛生管理





2．福利厚生





1．庶務





２．総務





4．組織・権限等





3．リスク管理





2．コンプライアンス





1．経営基本





１．建設経営





建設業の社内規定





内部監査








外的リスク








内的リスク








リスクマネジメント





ロジスティックス








ロジスティックス





インターネット利用








情報セキュリティ








ＩＴ関係





製造現場








現場関係





知的所有権








技術管理








技術管理





品質保証








品質保証





業者管理








購入基準








購買





対役職員








対顧客








営業・販売





経理








財務・経理





業務・管理関係規程





株式管理








印章管理








文書管理








福利厚生








庶務








総務





労使協定等








労働協約








役員処遇








執行役員規程








役員規程








教育訓練・能力開発








服務規律











早退退職優遇、起業支援








労働協約・労使協議








給与・賃金








労務・雇用








人事





関係会社管理








関係会社





会議運営








会議・委員会





稟議決済








職務権限








組織関係








役員職務





個別規範








コンプライアンス





ＩＴ関連








機密保持関係








組織関係








基本事項、役員関係








経営全般





経営・人事・総務関係規定





会社規定





遺留分








遺産分割・遺言実行








相続人・相続分








親子・扶養








離婚等








婚約・婚姻








親族・相続





事故・事件








マンション








近隣紛争








消費者取引紛争








社会生活上のトラブル





会社の対外関係








人事・労務関係








合同会社・合資会社・合名会社








株式会社の役員








株式・株主総会








株式・株券








会社の運営





取引関係の解消








手形








リース契約








組合契約








寄託契約








委任契約








請負契約








動産売買








相殺・免除








債権譲渡等








その他の取引関係





譲渡担保権








仮登記担保権








質権








抵当権








保証








貸金請求








金融取引





仲介








売買の解消等








売買の履行








売買の成立








不動産売買





借家関係の終了と明渡し








当事者の変更・転貸








期間満了・更新と解約申入れ








賃料








建物の利用








建物の賃貸





借地関係の終了と明渡し








当事者の変更








期間満了と更新








賃料（地代）








土地の利用








土地の貸借





内容証明





介護に関する契約








成年後見に関する契約








近隣に関する契約








土地建物の売買契約、建物の売買契約








企業提携に関する契約








営業譲渡契約








株式譲渡契約








合併契約








知的所有権契約








商取引開始から終了まで・その他








経営委任契約








支配人選任契約








請負契約








労働契約








委任・委託契約








贈与契約








動産譲渡担保契約








仮登記担保設定契約








債権譲渡








抵当権・根抵当権








金銭貸借契約








使用貸借契約








動産の賃貸借契約








建物の賃貸借契約








土地の賃貸借契約








継続的売買取引








動産の売買契約








土地の売買契約








契　約　書





お悔み状








弔事文書








お見舞いに対するお礼状








火事・事故等のお見舞








入院見舞・退院祝い状








お中元・お歳暮








暑中見舞








年賀状








お礼状








祝賀状








受賞・褒章をうけたとき








慶弔見舞文書





苦情・トラブルに対してお詫びするとき








入金・受注に対してお礼をいうとき








訪問・工場見学をするとき








契約、注文、請求（督促）をするとき








断り・拒絶・抗議・取引停止を通知するとき








価格等について交渉するとき








書類送付を依頼するとき








新規開拓をするとき








見本見積書を送付するとき








新製品を発売するとき








取引条件を変更したいとき








商取引文書





その他の通知・案内・依頼をするとき








紹介、照会に関する文書








懇親会・旅行等に招待するとき








申込、交渉、承諾、回答をするとき








会社の創立・開店記念のとき








会社の移転や変更があったとき








支店等の開設・改築があったとき








会社を設立・創業したとき








就任・異動・退任があったとき








社外案内文書





社外文書編





委任状








指示をするとき








（会議・研究会の）報告書








日報類








出張予定表・報告書








稟議・伺いをするとき








企画書・提案書・議事録等








協議申入れをするとき








調査・依頼等に関して回答するとき








調査等の依頼・照会をするとき








業務運営文書





その他の社内報等の案内・回覧をするとき








研修会等のお知らせ








会議・委員会を招集するとき








記念式・講演会について知らせるとき








変更・工事について知らせるとき








規定改定について通達するとき














社内連絡文書











社員行事・慶弔について知らせるとき








社員旅行について知らせるとき








社宅入居状況調査をするとき








社宅・寮を貸すとき








福利厚生関係文書





健康診断等について知らせるとき








休日について知らせるとき








業務災害があったとき








社員に不都合があったとき








自己申告書








辞令・委嘱状








懲戒・解雇をするとき








休職・退職するとき








出退勤について届け出るもの








本人に異動・変更があったとき








本人の履歴・現況等について提出するもの








入社時に本人が提出するもの








人を採用するとき








人事労務関係文書





社内文書編





ビジネス文書





ビジネス文例集（提供：日本法令）





13-13-1 相続財産や贈与財産の評価








13-13 財産の評価 *








13-12-3 その他








13-12-2 固定資産税








13-12-1 住民税








13-12 地方税





13-11-5 相続時精算課税








13-11-4 親子間の土地の無償使用








13-11-3住宅取得資金の贈与を受けたとき








13-11-2夫婦間の居住用不動産の贈与








13-11-1贈与と税金








13-11 贈与税 *





13-10-4 相続時精算課税








13-10-3 相続税の申告と納税








13-10-2 相続税の計算と税額控除








13-10-1 相続と税金








13-10 相続税 *





13-9-10 土地建物を収用されたとき








13-9-9 土地建物の交換をしたとき








13-9-8 店舗併用住宅を売った時、買換えた時








13-9-7 事業用の資産を買い換えたとき








13-9-6 マイホームを買い換えたとき








13-9-5 マイホームを売ったとき








13-9-4 土地建物の取得費と譲渡所得








13-9-3 土地建物を売ったとき








13-9-2 土地以外の資産を売ったとき








13-9-1 譲渡所得のあらまし








13-9 譲渡所得 *





13-8-2 その他国税








13-8-1 印紙税








13-8 印紙税その他国税 *





13-7-10 その他








13-7-9 申告と税金








13-7-8 輸出と輸入








13-7-7 中小事業者に対する特例など








13-7-6 仕入税額控除








13-7-5 課税売上割合の計算








13-7-4 税額計算のあらまし








13-7-3 課税標準と税率








13-7-2 課税取引・非課税取引








13-7-1 基本的なしくみ








13-7 消費税 *





13-6-21 その他








13-6-20 税額の計算








13-6-19 借地権等の認定課税








13-6-18 リース取引








13-6-17 措置法上の圧縮記帳
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